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第1章 序論 

1.1 はじめに 

人間は，意思を持って移動するころから位置を知る必要があったと考えられ

る．周囲の固定された環境から，相対的に自らの位置を認識し，無駄のない移

動を考える．それを紙に残すことにより再現性のある移動が可能となる．地図

の誕生である．さらに人間は，北極星という地球上での絶対方位を知るととも

に，指南車というメカニズムや方位磁石といったものを発明し，星の無い日中

でも，方向を知ることになる．移動する方向と距離から位置が求まることにな

る．近代に入り，球体である地球を楕円体と見立て，緯度経度線で区切り，今

まであった大陸や島の形状をその上にのせた，世界地図が出来上がった．しか

し，地上で図った地形地図は，緻密な測量により現実との差を小さくすること

はできたが，航海の発達とともに海を渡り大陸間を移動するようになると，海

図に加え，大陸や島に近づいた際にはそれぞれの地域で作成された地図が必要

となった． 
近年，世界共通の座標系が提唱され，1984 年，世界座標 WGS84 が誕生した．

従来のベッセル楕円体と異なる特徴は，座標中心を地球重心にしたことである．

その意味は，地球重心を中心として周回する衛星を用いた，地球上空から見た

測位には都合がよいことになる．GPS（Global Positioning System）の誕生で

ある．今まで使われていた，数々の地上の電波航法は，GPS に代わっていった．

システム上，同期をとるために搭載された原子時計も，地上側の原子時計と協

調し，世界時間を生成する重要な要素になっている．地球上の絶対位置の特定

だけでなく，絶対時間をも知ることができるシステムであることも，インフラ

システムとして主役になった要因である． 
1994 年に始まった国土地理院による GPS 電子基準点の整備が 2000 年には

終了し，測量法も改正され測地成果 2000 として，2002 年 4 月より，日本も日

本測地系から世界測地系に移行され（図 1.1），測地網における歪の是正もされ

た（図 1.2）[1]．それにより，日本の国土の地形図は，GPS 測位による緯度経

度と一致することになる． 
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図 1.1 日本測地系から世界測地系への移行（出展[1]） 

 

 
図 1.2 測地成果 2000 歪の是正（出展[1]） 
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2011 年 3 月の東日本大震災時には，東北地方を中心に，東方に地形が約 4.5

ｍも移動したため，急遽，測地成果 2011 として同年 9 月には，静岡県以北の

本州の緯度経度が修正されている[2]．GPS の利用により，日本の国土は，地

形を管理している国土地理院によって精度よく担保され，より迅速にその変化

に対応できる形になったのである． 
GPS は米国国防省により運営管理されているが，100ｍ程度の故意に誤差を

かけていた SA（Selective Availability）を 2000 年 5 月に解除することにより，

単独 GPS での測位精度が 10ｍ程度になったため（図 1.3），その利活用が急速

 

 
図1.3  SA解除前後におけるGPS単独測位結果の変化(2000/5/2 日立習志野工場にて） 
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に拡大することになる．先行したのはカーナビの普及であり，電子地図データ

の整備も進んでいった．また，米国が 911 という緊急通報の際に，位置情報を

つけることを法制化したことにより，日本国においても携帯電話への GPS 機

能の搭載が普及することになる． 
GPS 測位の普及の中で，衛星測位であることのデメリットとして，日常生活

の多くを過ごす屋内や地下空間，都市におけるビル影等においては，衛星電波

が受けにくく，測位できないことが生じている．本課題については，携帯網に

よる測位推定や，他の地上無線等を利用した測位システムが提案されているが，

測位誤差という問題もあり，屋外での GPS 同様の市民権を得たインフラシス

テムになりうるには，まだ解決しなければならない課題が多い．今後，GPS 測

位と融和した屋内外のシームレスな測位システムの普及が，さらなる位置情報

サービスの普及には不可欠になると考えられる． 
次節では，屋外の衛星測位システムに関する発展状況と屋内測位の現状，お

よび GPS 互換手法を用いた屋内測位研究の歴史について述べる．その中で，

本研究で着目する GPS 互換手法手法の一つであるインドア・メッセージング・

システム（Indoor Messaging System; IMES）が生まれた背景と，本研究に至

った経緯を説明する． 

1.2 測位技術の現状 

1.2.1 屋外測位の発展 

衛星測位システムの代名詞といえる GPS（Global Positioning System）は，

米国により 1978 年の初号機よってスタートした[3]．また同時期に同様の

GLONASS という衛星測位システムを旧ソビエト連邦も構築しており，ロシア

も引き続き運用を継続している．また，欧州においては，Galileo システムを

構築中であり，中国も北斗システムを運用始めた．今や 100 機近い測位衛星が

地球を周回している GNSS（Global Navigation Satellite Systems）の時代に

なっている[4][5]．2010 年 9 月，日本においても独自の準天頂衛星システム「み

ちびき」の初号機を打ち上げ，諸試験を終了し，2020 年までには，静止衛星も

含めた 7 機体制にすることが決まっている[6]． 



5 
 

GPS をはじめとする衛星測位システムの測位方法には，衛星からのみの電波

により測位する単独測位と地上側での同時に観測された衛星情報の補正データ

により，電離層や対流圏による誤差を補正する相対測位に分けられる（図 1.4）．
相対測位には，cm オーダーの誤差での測位が可能な干渉測位があり，測量や

地殻変動観測に使われているだけでなく，補正情報を通信で得ることにより，

リアルタイムに受信機側で高精度な測位（RTK 測位）が可能なことから，屋外

の移動ロボットの制御にも利用されている[7][8]．しかし，干渉測位方式には，

以下の様な幾つかの問題点がある． 
 主に電離層の影響で，正確な既知の点で，かつ補正情報を生成する GPS

基準局と，位置を特定する場所（移動局）間の距離（基線長）が長くなる

ほど，GPS 測位精度が劣化する． 
 基線長が，通常 10 km を超える場合では，FIX 解（cm 精度）を得ること

が困難になる． 
 利用者が独自に GPS 基準点を設置し，さらに補正データを伝送するため

の無線装置等を準備する必要があり，コストが高くなり手間もかかる． 
 広域において利用するためには，多数の GPS 基準局を配置する必要があ

る． 
これらの問題点の解決策として，広域で RTK-GPS 測位を実現する仮想基準

点方式がドイツやカナダで開発された[9]．本方式は，複数の GPS 基準局から

のリアルタイムデータを収集し，従来の RTK-GPS 測位の技術的制約条件とな

っていた電離層，対流圏および GPS 衛星軌道誤差の補正を行うとともに，ユ

ーザとなる移動局近傍に仮想的な基準局のデータを作成することで，広域にお

ける RTK-GPS 測位を実現するものである（図 1.5）[10]． 

 
図 1.4 GPS 測位の分類 
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2000 年に，日立製作所，テレビ朝日，DX アンテナは，首都圏に配置した

GPS 基準局データをインターネット網で収集し，カナダカルガリー大学で開発

された上述のソフトウェアにより生成された GPS 補正情報を，東京タワーか

ら放送されているテレビ朝日の TV 放送の音声帯に載せるという手法を使い，

千葉県にある日立製作所（現日立産機システム）習志野工場において，無人ト

ラクターや測量機，一軸走行レール等を使った，世界初の TV 放送波を利用し

た仮想基準点方式 RTK-GPS 測位の公開実験を行った（図 1.6）[11]．多くの関

係者が参加し，その模様は当日のテレビ朝日のニュースでも紹介された． 
国土地理院が全国に設置した GPS 電子基準点（図 1.7）は，1994 年

 

図 1.6 仮想基準点方式による RTK-GPS のデモの様子 

 
図 1.5 仮想基準点方式の概念図 
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COSMOS-G2（南関東・東海地域，110 点），GRAPES（南関東・東海地方以

外全国，100 点）の運用が開始され，1995 年 1 月に発生した兵庫県南部地震に

よる阪神・淡路大震災の復興時において，高精度測位への関心の高まりと共に，

GPS 電子基準点の重要性が高まった．1996 年には，電子基準点も 400 点増設

され累計 610 点となり，従来のシステムを統合した GPS 連続観測システム

（GEONET）の運用が開始された[12]． 
2002 年 4 月に改正測量法が施行され，日本も世界測地系への移行されたわ

けだが，その際，電子基準点データが公共測量で使用可能になり，「電子基準点

日々の座標値」の提供が開始され，都市部 200 点に関しては，リアルタイムデ

ータの提供も開始された．2003 年には，電子基準点は 1200 点となり，リアル

タイムデータの提供も 931 点に拡大した．2008 年には，現在運用している 1240
点の設置が完了し，2010 年には離島や山頂等を除く 1221 点でリアルタイムの

データが提供されることになった[12]． 
国土地理院の GEONET は，2012 年，日本の準天頂衛星（QZSS）およびロ

シアの GLONASS 衛星の信号も受信できるように改修され，現在，そのデー

タは公開されている[13]．仮想基準点方式は改良され，電子基準点のリアルタ

イムデータを利用して民間会社 2 社が，ネットワーク RTK 補正情報サービス

として，携帯網やインターネット網を利用して配信されており，自ら補正情報

用の基準局を持たなくとも，GNSS での cm オーダー級の測位が，リアルタイ

ムにできる環境が構築されている．将来は，準天頂衛星からも，同様の補正デ

ータが送信される計画で，その基礎実験検証も行われている[14][15]．ネット

ワーク RTK 技術推進のために発足した「電子基準点を利用したリアルタイム

測位推進協議会」が，現在も民間代表機関として，国土地理院と共に GEONET
の利活用を推進している[16]． 

 
図 1.7  GPS 電子基準点 
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米国の GPS 衛星も，打ち上げ当時のものから近代化が進み，単独での精度

も向上している．ロシアの GLONASS 衛星も世代が交代し改良されてきてい

る．中国の北斗システムも完成し，欧州の Galileo 衛星の打ち上げも計画より

は遅れているが着実にその数は増えている．その他の測位衛星においても，イ

ンドの IRNSS，日本の準天頂衛星（QZSS），静止衛星の MTSAT，EGNOS 等，

マルチ GNSS 化がさらに進み，屋外での測位カバー率も格段に向上している状

況である．受信機についても，マルチ GNSS 対応のチップも製品化されてきて

いる状況で，今後ますます同一受信機でそれらのマルチ GNSS を利活用できる

測位環境が構築されてくる状況である． 

1.2.2 屋内測位の現状 

屋外測位の発展に伴い，近年では屋内測位も注目されるようになった．例え

ば，最初の屋内測位専門の国際会議である IPIN（Indoor Positioning and 
Indoor Navigation）が 2010 年から開始されている[17]．IPIN が開催される前

は，屋内測位の研究者は様々な分野の会議（例えば，電気工学，通信，情報系，

測量，海洋学，ロボット工学等）で発表せざるを得ず，屋内測位の研究状況を

統一的に把握することが難しかった．IPIN は屋内測位の研究分野を広く俯瞰

することを可能にした会議と言える． 

 
図 1.8 屋内測位手法マップ（出典：[28]） 
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屋内測位において，これまで様々な技術が提案されてきた．例えば，光学的

方法[18][19]，超音波を用いた方法[20][21]，超広帯域無線（ultra-wideband; 
UWB）[22][23]，SLAM（Simultaneous Localization And Mapping）[24][25]，
慣性センサを用いた歩行者デッドレコニング[26][27]，等が挙げられる．これ

ら手法は Mautz によって網羅的に整理されているが[28]（図 1.8），測位精度，

測位範囲，用途などが多岐にわたっていることが分かる．このように，様々な

技術が提案されているものの，社会インフラとして実装された技術は未だに存

在しない．社会インフラとして成立させるには，限定された環境や特殊なデバ

イスを使用するシステムではなく，あらゆる環境で多くのユーザが保有するデ

バイスを用いなければならない．現在，スマートフォンが広く普及しているこ

とを考慮すると，スマートフォン内蔵のデバイスを用いるべきであり，その場

合，例えば，Wi-Fi や Bluetooth，カメラ（可視光），GPS などに限られる．こ

のようなデバイスを用いた屋内測位の試みを以下に俯瞰する． 
Wi-Fiにおける最も単純で基本的な測位手法は，GPS同様の三辺測量である．

すなわち，環境に設置された各アクセスポイントから受信機の距離を算出し，

それら距離を半径とする円の交点を受信機の位置とする方法である．送信機か

らの距離は基本的に電波強度を用いることで得られる．しかしながら，電波強

度はマルチパスや干渉の問題で非常に不安定であるため，三辺測量に焦点を当

てた研究は多くない（電波強度の不安定性を克服する研究はいくつか提案され

ている[29][30]）． 
Wi-Fi においては，三辺測量よりむしろフィンガープリンティングという手

法が一般的である．予めアクセスポイントの電波強度を網羅的に取得すること

で電波強度マップを作成し，現在取得している電波強度とマップを比較するこ

とでパターンマッチングの要領で位置を推定する手法である[31]～[34]．その

利点は，マルチパス等が存在しても電波強度の時間変化が小さい限りにおいて

は位置を推定可能な点であり，欠点としては，予め電波マップを作成し，かつ

定期的にそれを更新しなければならない点である．しかし，この欠点を克服す

るために，極めて多数のユーザのスマートフォンからアクセスポイントの電波

強度を吸い上げ，データベースを構築することは実用として行われており，

GPS が取得できない場所における補完情報として使用され始めている[35][36]． 
Bluetooth を用いた手法としては，電波強度を用いたフィンガープリンティ

ング[37][38]と近傍検知[39]～[41]が用いられる．前者は上述した Wi-Fi と同じ

原理を使用し，後者は，送信機が受信機の近くに存在するかどうかを検出する

という単純な手法をとる．現在，Apple Inc.によって iBeacon という BLE
（Bluetooth Low Energy）の製品規格が提案され，それを近傍検知に用いる製

品が出始めており[42]，インフラ化も期待される手法である． 
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カメラを用いた測位方法では，主に可視光[43][44]やイメージマッチ[45][46]
を用いた手法がある．前者は，高い周波数での点滅が可能な LED 照明からの

可視光に位置情報としての ID を埋め込み，それをカメラで取得するという近

傍検知の方法をとる．後者は，上述したフィンガープリンティングに似た方法

であるが，予め空間の画像情報をデータベースに蓄え，測位の際に撮影した画

像とマッチングすることで位置を推定する方法である．これら手法は，スマー

トフォンのカメラが高速の ID 復調に対応できないことや，膨大な画像データ

ベースを構築・更新することが難しいことから，インフラ化までの道のりは長

いと言える． 
本論文で着目する GPS（または GNSS）レシーバもスマートフォンには標準

で装備されている．GPS 単独測位の世界では，受信感度を向上させた高感度

GPS が主力となり，携帯網の基地局を利用したハイブリッド測位とともに，多

少の屋内や移動体の車内，ビル影等においては，位置情報が取得できるように

なってきている．しかし，測位誤差を犠牲にしており，位置精度を保証するこ

とができないという問題がある．また，受信機のシステム立上げ初期からの測

位をコールドスタートというが，衛星電波の到達しにくい場所では，衛星情報

が正しく取得できないため，屋外に比べ位置測位に分オーダーの長時間かかる

ケースや，測位できないケースもでてきてしまう．そのため，屋内に特化した

GPS の仕組みが必要になっており，本論文はそれを包括的に探求するものであ

る． 
上述した 4 つの手法は決して排他的なものではなく，組み合わせることで推

定位置の信頼性や可用性（アベイラビリティ）を向上できることは言うまでも

ない．Wi-Fi，Bluetooth，カメラを用いた手法は，屋内外でのシームレス測位

を実現しようとする際に受信機や測位結果の座標系の違いが課題となるが，

GPS ベースの屋内測位手法と組み合わせることで座標系の一致が可能となる． 

1.3 GPS互換の屋内測位 

ここでは，GPS 互換の屋内測位手法における主要な方法であるスードライト

と，そこから派生した IMESについて紹介する．特にスードライトに関しては，

早稲田大学 WABOT-HOUSE 研究所において，「屋内外シームレス測位」を目

指し，世界に先駆けて室内に常設したため，その取り組みも踏まえて解説する． 

1.3.1 スードライトの歴史 

地上に設置する“擬似的な(Pseudo)衛星(Satellite)”というスードライト
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（Pseudolite）システムが，1970 年代の GPS 衛星打ち上げ前の地上テストに

て使用された[47]．スードライトの無線信号発生は GPS 衛星と等価であり，コ

ードの位相，搬送波の位相とも衛星信号と同じタイミングでほぼ同じフォーマ

ットのデータ成分を含む信号を送信する．そのため，通常の GPS 受信機のハ

ードウェアの変更することなしに，位置情報を取得可能である．主な相違点は

スードライトが高精度な原子時計はもっていないこと，擬似衛星の位置が固定

されていることである[48][49]．スードライトは GPS 衛星との併用測位により

測位の信頼性，精度等を改善することが目的であり，送信周波数としては通常

L1 または L2 の周波数帯を用いる．このために GPS 信号との干渉をいかに避

けるかが大きな課題であり，種々の方式が提案されてきた（例えば[48]のパル

ス送信方式や，[50]の ISM 周波数帯を用いる方法など）． 

本国においても，地上に設置するスードライトシステムが GPS の測位環境

と親和性のあるシームレスな測位環境の構築になるのではと，その有効性を評

価するとともに，研究が進められた．2002 年 1 月，国内でのスードライト検

証を進めることを目的に，高精度測位社会基盤研究フォーラム（代表理事：村

井純教授）を立上げた．フォーラムの活動を通し，その当時，米国において製

品化された，米 IntegriNautics 社（現，Novariant 社）製の IN400 を輸入し，

国土交通省，総務省，文部科学省といった位置情報に関し，研究を行っていた

省庁とプロジェクト的な検証活動を行い，その問題点を探った[51][52]．電子

航法研究所でも，米国での航空機の離発着時の GPS 測位のインティグリティ

を向上させるためのスードライト研究を仙台空港で行われその有効性が確認さ

 
図 1.9 WABOT-HOUSE 研究所 

Bldg. A

Bldg. B2

Bldg. C

Bldg. B1
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れた[53]．しかし，当時，地上設置のスードライトに関しての，国内でのルー

ル化がされておらず，スードライト発信機を常設した研究をすることは出来な

かった． 

1.3.2 WABOT-HOUSE 研究所における取り組み 

2002 年，急速に進む少子高齢化やユビキタス社会を想定し，家庭を核とした

地域社会の新しいライフスタイルや生活空間の設計について研究を行うことを

目的とした早稲田大学 WABOT-HOUSE 研究所（以下，早大 WH 研）が設立

された．2004 年には，岐阜県各務原市のテクノプラザの敷地内に，A 棟「人間

が住む家」，B 棟「人間とロボット共生する家」，および C 棟「ロボットが住む

家」を建設し，実際的な研究を実施する環境を整えた（図 1.9）[54]．特に B
棟「人間とロボットが共生する家」において「人間・ロボット共生研究ルーム」

を構築し，環境を知能化することで人間やロボットの活動をサポートする「環

境構造化」をコンセプトに，可変型家具や屋内測位インフラを整備した（図 1.10）
[55]． 
屋内測位インフラとしては，床材の下に 350 枚の RFID タグ（250 mm 角）

 

図 1.10 人間・ロボット共生研究ルーム 
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を 300 mm 間隔でグリッド上に配置することに加え，屋内設置型のスードライ

トを 4 機設置した．RFID タグは，盲人用ブロックの下に設置する形式で盲人

のナビゲーションの実証研究に使用されていたものであり，スードライトは上

述したように屋外での利用から始まったシステムである．人間とロボットが共

生する家においては，人間とロボットのための屋内外シームレス測位を目指し

ていたため，これらの測位手法を屋内に用いることとした．しかしながら，

RFID タグの精度分解能は設置間隔に依存するため 300 mm あり，スードライ

トもコード測位を用いる限りはメートルレベルであるため，人間のための測位

には十分であるが，少なくとも数 cm の測位精度が必要なロボットの制御には

不十分であった．そのため，これら技術を高精度化する研究を実施した． 
RFID タグを用いた測位では，図 1.10 で示す人間・ロボット共生研究ルーム

の床材の下に図 1.11 に示すように RFID タグを配置した．また，位置の計測対

象になるロボットには RFID タグリーダを 4 つ取り付けた（図 1.12A～D）．

RFID タグリーダは，250 mm 角の RFID 内にあるときのみ ID を読み込むこ

 
図 1.11 床面 RFID タグ設置の様子（左）と RFID タグとタグリーダ（右） 

 

 
図 1.12 ロボットに取り付けた RFID タグリーダ 
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とができるため，ID を読み込んだ瞬間にリーダがタグのエッジ上に来たと判断

できる．また，ロボットの両輪にはエンコーダを備えているため，短時間なら

高精度な相対移動量を得ることができる．これらの情報をパーティクルフィル

タを用いて統合することで，ロボットの移動を通してその位置を確率的に推定

することを可能とした．実験の結果，300 mm グリッドの RFID 環境で数 cm
精度の測位を実現した[56]．この結果は，床面 RFID タグアレイがロボットへ

適用可能であることを示すものと言える． 
次にスードライトを用いた測位研究を紹介する．上述した高精度測位社会基

盤研究フォーラムでの実証試験で使用してきた IN400 スードライトシステム

は，GPS 衛星と同時に使用する，屋外での使用が前提となる仕様であり，屋内

のみでは使用できず，改造するにも高価なシステムになってしまい，本システ

ムを活用することが出来なかった．そこで，（株）日立産機システムと衛星測位

技術（株）が，屋内専用の 4 チャンネルスードライト発信機を共同開発し，図

1.13 に示すように，人間・ロボット共生ルームの部屋の四隅に設置した．設置

に関しては，既存の電波法に準拠し，建屋内外での GPS への影響のないこと

を証明した形で，電波管理技術者を置き，総務省の認可を得ることができた．

 
図 1.13 スードライトセットアップ 
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受信機は，当初米 Novatel 社製の汎用受信機に既定されていたスードライト用

の PRN コードを割り振ったファームを入れ替えたものを使用した．日本はも

ちろん，世界でも初めての設備であり，その立上げが困難であったことは言う

までもないが，何とか 2005 年より，本設備を用いた試験が始まった． 
絶対位置を取得可能なコード測位では数メートルの精度になり，ロボットの

測位としては使いにくいため，原理的に数 cm レベルの測位が可能な搬送波測

位（RTK 測位）方式の実現を目指した．しかしながら，衛星自体が移動するこ

とで情報量が増える屋外衛星測位と違い，スードライトは静止しているため，

送受信機間の波の数をカウントする整数不定性が決定できず，初期位置を与え

た上での cm レベルの測位はできたが，初期位置なしでの測位（厳密な意味で

の測位）は実現できなかった．また，屋内環境では電波干渉の影響が大きく，

短い距離の移動においてもサイクルスリップ（位相飛び；測位ができなくなる

不感帯）が多発し，同時に 4 つの送信機からの電波を取得しなければならない

スードライトには大きな課題になることが分かった[57][58]． 
図 1.14 は人間・ロボット共生ルームにおいて，各スードライトチャネルのサ

イクルスリップ発生の様子を示したものである（7 本のグレーの水平ラインが

計測点でカラーの点がサイクルスリップ発生点を示す）．図より，キッチンテー

ブル周辺や右上の壁付近でサイクルスリップが多発していることが分かる．ま

た，このような問題に加え，屋内においては遠近問題も深刻な問題となる．遠

 
図 1.14 サイクルスリップ発生の様子 
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近問題とは，一方の送信機に近づくとその電波強度が強く，反対側の送信機か

らの電波が取得できなくなるという問題であるが，受信機がいずれかの送信機

に接近せざるを得ない屋内環境では特に深刻であることが分かった． 
上述したように，スードライトを用いた屋内測位を実現するためには，解決

が困難な課題が存在する．その扱いにくさから，時代はシンプルな GPS 互換

の信号送信システムである IMES（Indoor Messaging System）へと流れてい

った． 

1.3.3 IMES の登場 

IMES は，2005 年，準天頂衛星システムから送信する測位信号の設計検討段

階において発案された，日本発の地上補完システムとしての測位方式であり，

宇宙航空研究開発機構（以下 JAXA）が仕様を公開している（詳細に関しては

付録 B 参照）．IMES は，GPS と同じ周波数帯と変調方式利用した電波を送信

機から送信し，受信部のファームウェアを変更した受信機で受信することで，

屋内での測位を実現するシステムである．位置座標系も GPS と同じにしてい

るため，現在広く普及している GPS 内蔵の携帯端末での実現性が高いだけで

なく，現在開発されている位置情報アプリケーションもそのまま使える利点も

あり，屋内外シームレスで利用できる有効な測位方式といえる． 
2005 年以降，実利用を念頭に様々な研究開発や実証実験が，多数の企業や大

学により行われてきた[59]～[62]．IMES は他の屋内測位方式と違い，送信信

号は GPS と等価なため，米国防省の認可のもとで運用する必要があるが，日

本としての運用責任機関は準天頂衛星の信号管理と同様，JAXA が担うことに

なった．またその仕様を改良していくにも，JAXA が公開している準天頂衛星

システムのユーザインタフェース仕様書に記載されているため，パブリックコ

メントを集約した形での改定になる．さらに，社会インフラの位置情報の発信

場所になるため，国に担保された位置の運用が必要となる．これについては，

日本国土の地形管理している国土地理院との連携を図った運用により実現する

ことになった[63]．上述の様な国家機関との作業は，一企業では出来ず，2011
年 6 月に設立した IMES コンソーシアム（代表幹事：神武直彦教授）の活動を

通して実現することになる[64]． 

1.4 本研究の目的と意義 

IMES が提案されてから 10 年以上が経過し，事業化も進んでいるが，屋内

外シームレス測位のための屋内測位インフラとなるまでには至っていない．
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IMES が屋内測位インフラになるためには，少なくとも以下のような条件を満

たすことが必要である．以後，これらをまとめて「インフラ化要件」と呼ぶ． 
① 送信機位置の保証 ：送信機が送信する位置情報の正しさを担保する仕組

みの構築 
② 測位の安定化 ：屋内において深刻な電波干渉を回避する仕組みの構築 
③ 設置・運用の容易化 ：送信機を普及させるため，デバイスコストを下げ

ると同時に設置の手間を軽減する設計 
④ 用途の拡大：これまで IMES のサービス対象であった人以外（物や移動

体）へのサービス提供 
⑤ 測位の高精度化 ：今後普及すると予想されるサービスロボットを含む，

ロボットナビゲーションへの応用 
例えば，既に測位インフラとなった屋外衛星測位の分野においては，衛星シス

テムを運用する各国の政府機関が，衛星の軌道を管理・制御することで，①送

信機位置の保証を実現している．②測位の安定化に関しては，⑤の高精度化と

共に，GPS 近代化に代表される送信周波数帯の拡充と高チップレート化，およ

び本国の準天頂衛星で実施しているような誤差補正情報の配信等で実現してい

る．また，③の設置・運用に関しては，屋外衛星測位の場合は政府が行うが，

④の用途の拡大に関しては，上述した仮想基準点方式を用いた測量や農業機械

への応用など，ユーザ側の工夫によりインフラ化が支えられてきた． 
一方 IMES に関しては，①の送信機位置の保証は，現在，送信機設置申請か

ら登録，運用に至るまでの一連の手順を，JAXA が中心となって策定を進めて

いるものの（付録 B.2 参照），②～⑤に関しては，これまで十分な検討が進め

られてきたとは言い難い．屋外の衛星測位システムは，人や移動体，さらには

ロボットのための測位インフラとして十分に機能しているため，屋内の IMES
においてもインフラ化要件を満足することができれば，屋内外をシームレスに

測位可能なインフラが構築できる． 
そこで本研究の目的を次のように定める． 

 IMES を屋内測位インフラにするための要件（上記②～⑤）に対し，その

実現方法を提案し，それを実験的に評価すること． 
 そして，各手法の制約条件を明らかにし，今後の実用化開発および実運用

に資する知見を得ること． 
まず，直近の事業化を見据えた研究として，上記②③④を実現するための研

究を行う．これらの研究は非常に幅が広いものであるため，日立グループにお

いて IMES の事業化を進める上で見えてきた課題に限定し，その解決方法を提

案する．特に送信機メーカとして，電波送信技術の確立を目指して研究を実施

する．  
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次に将来の事業化を見据えた研究として，⑤の要件に対応する高精度化の研

究を実施する．上述したスードライトはセンチメートルレベルの測位を実現す

るポテンシャルを持ちながら，いくつかの本質的な課題をクリアできず，IMES
にシフトしてきた経緯がある．そこで本研究では，IMES を高精度化すること

で，スードライトと同等かそれに準じるレベルの測位精度を実現することを目

指す．加えて，IMES の高精度化手法を応用し，スードライトの主要な課題を

解決することも試みる．高精度化の方法は一つではないため，それらを網羅的

に取り上げ，それぞれの利点と欠点を明確にし，達成可能な測位精度や実装に

おける制約を明らかにする． 
上記①～⑤のインフラ化要件は，決して独立しているものではなく，特に⑤

の高精度化は④の用途の拡大に繋がる．図 1.15 に，現在の IMES 技術で実現

できているサービスと，高精度化によって将来実現できるサービスのマップを

示す．メートル前後の測位精度が可能になることにより，人の店内におけるよ

りきめ細かい誘導や，物品や車両の管理が可能になる．また，10 センチメート

ル～1 メートルレベルの測位精度により，ロボットナビゲーションに絶対位置

を提供するランドマークの役割を果たすことができ，センチメートルレベルの

測位精度はロボットの移動制御に用いることができる． 
本研究の成果は，IMES の可能性を広げるものであり，屋内外シームレス測

位インフラ構築を前提とした，IMES の実用化開発におけるガイドラインの役

 
図 1.15 高精度化により可能になるサービス 
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ロボットナビゲーション
（位置ランドマーク）

荷物位置管理
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フォークリフト管理

病院内
計器管理
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病院内
ベッド管理
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割を果たすものと言える．また，ここで提案される方法論は，電波航法におい

て一般性を持つものであることから，その他屋内測位インフラである Wi-Fi や
Bluetooth などにも応用可能であると考える． 

1.5 本論文の構成 

本章では，IMES に関する本研究に至るまでの経緯を，屋外衛星測位および

屋内測位を俯瞰し，その歴史とともに述べた．そして，それに基づく研究の目

的と意義を明確にした．第 2 章以降では，上述したインフラ化要件に対応する

形で実施した研究について述べる（それとの関連を踏まえた論文構成を図 1.16
に示す）． 
第 2 章では，インフラ化要件のうち，測位の安定化，設置・運用の容易化，

および用途の拡大を目指し，IMES の電波送信技術を拡張する方法を提案する．

まず，標準的な IMES 送信機を用いて行った基礎評価について述べ，インフラ

化における課題を抽出する．それら課題の解決を踏まえつつ，インフラ化要件

を満たす方法として，送信ダイバーシティ，可変ビーム幅アンテナ，デュアル

ビーム幅アンテナ，および漏洩同軸ケーブルという 4 つの手法を提案する． 
第 3 章～第 6 章では，IMES の高精度化（前節におけるインフラ化要件⑤）

について述べる．本研究は GPS 互換電波を用いた屋内外シームレス測位を目

指すものであるため，GPS/IMES 受信機で取得可能な観測値を用いることを前

 
図 1.16 インフラ化要件との関連を踏まえた論文構成 
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第7章結論と将来展望

インフラ化要件⑤：測位の高精度化

第6章 スードライト

インフラ化要件
②：測位の安定化
③：設置・運用の容易化
④：用途の拡大

付録 インフラ化要件①：送信機位置の保証
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提に高精度化を実施する必要がある．第 3 章～第 5 章の各章において，それぞ

れ，搬送波ノイズ比を観測値として用いた電波伝搬モデルに基づく測位手法，

搬送波のドップラー変化に基づくドップラー測位，および搬送波位相差を用い

た双曲線測位について提案する．また，第 6 章では，本章において様々な課題

による実現困難性を確認したスードライトについて，第 4 章のドップラー測位

と第 5 章の双曲線測位の方法を組み合わせることで，課題を克服可能なことを

示す．測位の方法論としての新規性は，各章において既存研究と比較すること

で主張する． 
最後に第 7 章において，本研究についてまとめると同時に，将来の展望を提

示する．なお，本論文で扱う測位手法は多岐に渡るため，本編では測位理論の

概要を述べるに留め，詳細な理論式は付録に記載する．また，インフラ化要件

①の送信機位置の保証に関する JAXA を中心とした取り組みに関しては，付録

B.2 に記載する． 
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第2章 IMES の電波送信技術の確立 

2.1 まえがき 

本章では，1.4 節で述べたインフラ化要件のうち，測位の安定化，設置・運

用の容易化，および用途の拡大を目指し，標準的な IMES の電波送信手法を拡

張した方法を提案する．具体的には，測位の安定化には送信ダイバーシティ方

式を，設置・運用の容易化には電気的にビーム幅を変更可能な可変ビーム幅ア

ンテナとデュアルビーム幅アンテナを，用途の拡大には高速移動体に対応する

漏洩同軸ケーブルをそれぞれ提案する． 
まず，議論の基礎として，株式会社日立産機システムにおいて著者らが最初

に製品化を行った IMES の送受信機を紹介し，その設計方針と評価結果につい

て述べる．そして，これら送受信機の性能を二つの実験を通して評価する．一

つ目は，大学の校舎という実際的な環境において，複数の IMES 送信機をまた

いで移動した際の電波取得と，屋外の GPS の電波との同時取得の検証である

（以後，便宜的に送信機切り替え実験と呼ぶ）．二つ目は，アンテナの違いによ

る電波受信状態の変化を検証するものである（以後，アンテナ評価実験と呼ぶ）．

これらの実験結果に基づき，上述したインフラ化要件を満たすためのポイント

を導出し，送信ダイバーシティ方式，可変・デュアルビーム幅アンテナ，およ

び漏洩同軸ケーブルの提案に繋げる．そして，これら手法を実現する実機を開

発し，その性能を実験的に評価する． 

2.2 IMES送信機 

製品として開発した IMES 送信機の外観を図 2.1 に，仕様を表 2.1 にそれぞ

れ示す．本送信機は，中心周波数や航法メッセージ，PRN 番号（チャネル識別

番号）等の仕様は基本的に JAXA が定めた IMES 仕様（付録 B 参照）に則る

ものとなっており，また一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター

（TELEC）による微弱無線機器の証明を受けている．本送信機を製品として開

発するにあたり考慮したポイントとしては，コスト低減のために安価なクロッ
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クを使用していること，運用における利便性を向上させるために，無線による

送信機パラメータの調整機能を実装していること，およびビーム幅（電波の放

射範囲）の広いホイップアンテナ（モノポールアンテナの一種）を使用してい

る点である． 
これまで IMES 送信機のプロトタイプのクロックとして，恒温槽付水晶発振

器（OCXO）を使用していた．OCXO は発振周波数の経年劣化が通常±0.1～
0.001ppm/年であり，温度補償型水晶発振器（TCXO）の最大±0.5 ppm/年と

比較すると極めて劣化が小さい．しかし，OCXO の価格は 100 ドル程度であり，

TCXOの5～10ドルと比較すると10倍以上となる．本製品化においては，IMES
送信機の原価を低減させるために，クロックとして TCXO を使用し，経年劣化

を運用における中心周波数の調整で補償する仕様とした（表 2.1：中心周波数

調整）． 

 
図 2.1 製品化した IMES 送信機外観 

表 2.1 製品化した IMES 送信機仕様 
項目 内容 

技術規格 IS-QZSS ver.1.2 Draft IMES 仕様 
中心周波数 1.57542 GHz 
中心周波数調整 255 段階(約 100Hz 単位) 
送信出力 －65dBm 以下 (TELEC 微弱無線証明済)  
送信出力調整 10 段階 (約 2dBm 単位) 
PRN 番号 173～182 
外部 I/F RS-232C IEEE802.15.4(オプション) 
電源 DC 5V ～ 24V 
動作温度範囲 －10℃～＋40℃ 
外形サイズ 71×125×38mm 
重量 約 250g 
アンテナ利得 2.14 dBi 以下 
アンテナ偏波 直線偏波 
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中心周波数や PRN 番号，メッセージ内容などの送信パラメータの調整を行

う際，送信機が天井（場合によっては天井裏）に設置されていると，有線で行

うのは運用上の大きな手間となる．そこで無線通信によって各種パラメータを

設定可能としている．無線通信には，無線パーソナル・エリア・ネットワーク

（WPAN）の仕様として実績がある IEEE802.15.4 を採用し，無線モジュール

を送信機本体に組み込んだ． 
送信アンテナとしては，基本仕様として，図 2.1 に示すホイップアンテナを

付属している．通常，GPS 衛星は右旋円偏波を出力するが，それを実現するア

ンテナはパッチアンテナやヘリカルアンテナなど電波の指向性（ビーム幅）が

限られているものであるため，送信機設置間隔を狭める必要があり，ひいては

送信機数が増加しコストの増大に繋がる．そこで本製品の基本仕様として，ア

ンテナの側面方向に指向性を持つホイップアンテナを使用することとした（図

2.2）． 

2.3 IMES受信端末 

 
図 2.2 ホイップアンテナの指向性 

  

送信出力分布 送信出力分布計測セットアップ 計測セットアップ

受信アンテナ

送信アンテナ

受信アンテナ

送信アンテナ

 
図 2.3 IMES 対応測位モジュールの外観 
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2.3.1 IMES 対応測位モジュール 

IMES 対応測位モジュールは u-blox 社製の IMES 信号と GPS 信号を同時に

受信できるようにファームウェアを変更したチップを搭載し，高感度で広範囲

なサーチ範囲で測位結果を Bluetooth 経由で出力できるものを開発した．その

外観を図 2.3 に，仕様を表 2.2 に示す． 

2.3.2 Android 端末およびアプリケーション 

評価実験に利用した Android 端末はソニー・エリクソン製「Xperia arc」で

あり，図 2.4 のように Android 端末と測位モジュールを接続した．Android ア

プリは端末に保存された地図情報とガイド情報（音声・テキスト）から画面上

に現在位置に対するガイドを行う仕様とした．Android アプリの機能を以下に

述べる． 
(1) 音声ガイド 
設定されたガイドエリア範囲に測位結果が入った際，設定した再生回数分だ

け音声を再生する． 
(2) テキストガイド 
設定されたガイドエリア範囲に測位結果が入った際，画面上にテキスト文字

を表示する． 
(3) 画面操作 

Android 端末の標準ライブラリを利用しており，地図の拡大および縮小，ス

ライド等の画面操作が可能である． 
(4) マップ切替え 
取得した位置情報をもとにフロアごとの屋内マップを切替えて現在位置を表

示する．また，GPS 測位結果を受信すると屋外マップに現在位置を表示する． 
 

表 2.2 IMES 対応 Bluetooth 端末の仕様 
項目 内容 

技術規格 L1-C/A 信号 IS-QZSS ver.1.2 Draft IMES 仕様 
受信感度 コールドスタート：－142 dBm 
フォーマット NMEA 出力（独自フォーマット(UBX)） 
Bluetooth Bluetooth 1.2 spp プロファイル 
電源 DC 5V 
バッテリ 2000 mAh 
外形サイズ 74.3×46.6×29.3 mm 
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マップの切り替えにおいて，最適に現在位置を特定する測位選択アルゴリズ

ムを検討し，Android アプリに組込んだ．処理フローの概略図を図 2.5 に示す．

測位モジュールの受信チップが高感度で信号を捉えることができるため，屋内

で GPS と IMES の測位結果が同時得られた場合は，IMES の測位結果を優先

して選択し，確実にガイドを実施するような処理を実装した． 

 
図 2.4  Android 端末画面と測位モジュールの接続方法 

 

 
図 2.5  IMES と GPS の切替え処理フロー 
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2.4 送信機切り替え実験 

ここでは，開発した実機を用いて，ユーザが移動した際の IMES 送信機間の

切り替えと，IMES・GPS 間の切り替えがスムーズになされるか検証する． 

2.4.1 実験手順 

本実験に利用した東京海洋大学の百周年記念館内の IMES送信機の設置場所

を図 2.6 に，設置状況を図 2.7 に示す．図 2.6 に示されるように，1F と 2F の

フロアを移動してマップが切り替わる検証を行った．設置した IMES 送信機の

設定内容を表 2.3 に示す．送信機は，それぞれの設置場所（①②③④⑤）に対

して 2 台ずつを設置し，中心周波数をそれぞれ GPS-L1＋8.2 kHz と-8.2 kHz
に分けて設定した．送信機から送信されるメッセージタイプは，測位時間が短

いショート ID（30 bit）タイプと緯度，経度，フロア，高度情報を格納する位

置情報 2（120 bit）を各箇所にそれぞれ設定した．また PRN は 10 台それぞれ

  
図 2.6 東京海洋大学 百周年記念会館フロアマップ 

 
図 2.7 IMES 送信機の設置場所 

 

⑤  ④  ③  ②  ①  
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別々の値(173～182)を設定した． 
IMES 送信機から屋内の座標を送信するためには，設置した場所の屋内座標

を取得する必要がある．今回，屋内座標の取得は Google マップから屋内 GPS
送信機の設置場所付近の座標を取得し，専用の設定ツールで送信機に座標を設

定した．（これに関し，屋内座標の設定に関しては，実際の屋内座標とは異なる

座標が設定される恐れがあるため，今後は IMES コンソーシアムで検討してい

る利用・設置のガイドラインに沿って，国土地理院が進める場所情報コード（約

3m 四方精度）と連動した屋内座標の設定方法を検討していく必要がある．） 
Android アプリは IMES と GPS の測位結果を１秒ごとにログとして保存し，

移動ログから IMES 信号の受信状況を確認できるようにした．測定方法は，実

際にAndroid端末を持った案内者が記念館内を移動した際の IMES信号の搬送

波ノイズ比（C/N0）と測位状況を確認した．図 2.8 に実験風景を示す． 

表 2.3 屋内 GPS 送信機の設定値 
No
. 

PRN メッセージ 
タイプ 

送信出力 
[dBm] 

中心周波数 
[MHz] 

① 173 位置情報２ -75 1575.4282 
174 ショート ID -75 1575.4118 

② 175 位置情報２ -75 1575.4282 
176 ショート ID -75 1575.4118 

③ 177 位置情報２ -75 1575.4282 
178 ショート ID -75 1575.4118 

④ 179 位置情報２ -75 1575.4282 
180 ショート ID -75 1575.4118 

⑤ 181 位置情報２ -75 1575.4282 
182 ショート ID -75 1575.4118 

 

  
図 2.8  IMES 測位実験風景 
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2.4.2 実験結果 

図 2.6 における 1F フロア内に記してある矢印の経路で移動した際の IMES
信号の受信結果を図 2.9 に示す．図より，矢印の経路に沿った IMES 送信機の

PRN 番号順に測位結果が切り替わっていることがわかる．しかし，1F フロア

の各箇所の IMES 送信機からは±8.2 kHz オフセットされた 2 つの IMES 信号

が送信されているが，ショート ID のメッセージタイプの信号（PRN 番号: 174, 
176, 178）しか受信できていない．これは受信機のアルゴリズムが周波数オフ

セットに完全に対応していないため，片側のオフセットのみを受信したからで

ある．また，人が端末を手に持って移動しながら測定しているため，C/N0の値

 
図 2.9 1F フロアの測位切替り結果 

 

 
図 2.10 2F から 1F へのフロアの測位切替り結果 
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は 30～50 dB-Hz の間で変動しており，信号は補足しているが，IMES のメッ

セージまでは解読できていない箇所が表れた． 
次に図 2.6 における 2F フロア内に記してある矢印の経路で移動した場合の

IMES 信号の受信結果を図 2.10 に示す．図より，矢印の経路に沿った IMES
送信機の PRN 番号順に測位結果が切り替わっており，階段では 1F フロアへ移

動した際に送信機番号①の PRN174 を受信していることがわかる．今回の実験

 
図 2.11 1F フロアから屋外の測位切替り結果 

 

 
図 2.12  IMES と GPS の屋内外の測位結果 

 

屋外へ移動 

 

 

実際の屋外

静止エリア 
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では，IMES 送信機間の距離を 20m 程度離すことで，Android 端末の画面上に

現在位置がほとんど途切れることなくスムーズに案内できることを確認した． 
次に屋内外をシームレスに測位できているかを確認するために，1F フロアの

送信機番号②付近から屋外へ移動した．その場合の測定結果を図 2.11 に示す．

図より，建物の中の送信機番号②の付近では GPS 測位結果が得られていない

が，建物の入口付近の送信機①付近では高感度 GPS 受信機の性能により GPS
信号を補足して GPS 測位結果が得られる結果となった．図 2.12 は図 2.11 の測

位結果を水平面座標で表現したものであるが，図から，実際の屋外の位置に対

し GPS の測位結果が 5～10 m ずれてしまっていることが見て取れる． 

2.4.3 考察 

実験結果より，フロア内の移動，フロア間の移動ともに，IMES 間の切り替

えがうまく機能していることが分かる．しかし，図 2.11 および図 2.12 に示す

ように，屋内外の切り替えにおいては，切り替え自体はスムーズなものの，GPS
測位の誤差が大きくなることが確認された．これは，建物の入口付近では，建

物が GPS の電波を遮蔽してしまったからと言える．したがって，屋内外の境

界付近で GPS と IMES を同時に受信した場合は，IMES 測位結果を優先して

選択し，現在位置が境界付近に存在することをユーザに伝えた方がガイドなど

に利用しやすいと考えられる． 
また，今回の実験を通じて，端末の画面に位置が切り替わる時間が遅いこと

も確認できた．この原因として，以下の３つが想定される．①Android アプリ

の処理は IMES を優先して現在位置を表示しているが，測位モジュールは完全

に IMES を優先していないため．②IMES 信号の中心周波数のオフセット（±

8.2kHz）に対して，測位モジュールの補足アルゴリズムが最適化されていない

こと．③現在の IMES の仕様において位置情報（緯度，経度，フロア，高度）

を端末で受信する時間が 3 秒以上かかってしまうこと．上記，①②に関しては，

システムを最適化することで十分対応可能であり，③に関しても，IMES の最

新の仕様においては旧来の 50 bps に加え 250 bps のメッセージ送信を導入す

ることで改善されている[65]． 
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2.5 アンテナ評価実験 

前節で紹介した実験で取得した搬送波ノイズ比（C/N0）は，30～50 dBHz
のレンジで変動するが，35 dbHz を下回ると送信機の識別番号である PRN 番

号を正しく取得できなくなるため，電波状態の一つの指標として使用できる．

ここでは，アンテナの違いによって搬送波ノイズ比がどのように異なるか検証

した結果を報告する． 

2.5.1 実験手順 

実験には，パッチアンテナ，ヘリカルアンテナ，およびホイップアンテナ（モ

ノポールアンテナ）という 3 つの標準的なアンテナを用いた（図 2.13；それぞ

れ Allis Communications 社の PA175-S，Maxtena 社の M1575HCT-22PSMA，

日立産機システム製のモノポールアンテナ）．各アンテナを，図 2.14 に示す

8,000 mm 角の実験フィールドの中央に設置した紙製のタワー（高さ 2,387 mm）

に設置した．その際，図 2.15 に示すようにアンテナの先端を床面に向けた．図

の下部に示す指向性パターンは，アンテナの設置方向を踏まえたものであるが，

パッチアンテナとヘリカルアンテナは鉛直下向きに高い強度で電波を発し，ホ

イップアンテナは水平方向に高い強度で電波を放射するようにした．電波の計

測は，移動ロボット上の高さ 115 cm に受信機を取り付け，計測フィールド上

を 50 cm 間隔で動かし，計 289 点で実施した．各点においては，少なくとも 1
エポックは搬送波ノイズ比を取得し，その平均をとった．計測フィールド内で

搬送波ノイズ比が最も強くなる点において，電波強度が飽和しないようにアッ

テネータを用いて送信出力を調整した． 

 
図 2.13 （a）ヘリカルアンテナ，（b）パッチアンテナ，（c）ホイップアンテナ 

(a) (b) (c)
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2.5.2 実験結果 

 
図 2.14 計測フィールドの外観 

 

 
図 2.15 アンテナの設置方向と放射パターン 

送信機および
送信アンテナ
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受信
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移動ロボット

パッチアンテナ ヘリカルアンテナ ホイップアンテナ

床

天井

データシートなし

放射パターンはヘリ
カルアンテナに準じる



33 
 

図 2.16（a）～（c）にそれぞれパッチアンテナ，ヘリカルアンテナ，ホイッ

プアンテナを使用した時の搬送波ノイズ比の取得結果を示す．角グリッドは 50 
cm 角のサイズである．搬送波ノイズ比の値が 33 dBHz の箇所は電波が取得で

きなかった場所である．図から見られるように，搬送波ノイズ比の分布は概ね

図 2.15 に示す放射パターンに従っていることが分かる．一方，分布は完全にス

ムーズでなく，電波が取得できているエリアでもところどころスポット的に値

が小さな箇所や，電波が取得できない場所があることが確認できる． 

2.5.3 考察 

搬送波ノイズ比が高い場所でもスポット的に値が低い場所（不感帯）が存在

 
(a)パッチアンテナ      (b)ヘリカルアンテナ 

 
(c)ホイップアンテナ 

図 2.16 搬送波ノイズ比計測結果 
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した主な原因は，壁からのマルチパスによる電波の自己干渉（マルチパスフェ

ージング；直接波と反射波の山と谷が重なりあい，お互いに電波を弱め合う現

象）だと考えられる．これは，図 1.14 で図示したサイクルスリップと同じ原因

であり，今回の実験のような比較的開けた場所でも発生することがから，マル

チパスの影響を低減することは大きな課題と言える．いずれにせよ，アンテナ

の違いによって電波取得の範囲（分布）が異なることが確認できたため，用途

や場所に応じてアンテナを交換できるようにするのが運用上有効と考えられる．

例えば，狭い場所ではパッチアンテナを用い，広い場所ではホイップアンテナ

を用いれば，送信機同士の電波干渉やマルチパスフェージングを避けつつ，必

要最小限の構成で送信機を設置可能になる． 

2.6 送信ダイバーシティ方式の提案 

前節において，マルチパスフェージングによる不感帯の影響を低減する必要

性が示された．それに対して本節では，送信ダイバーシティという方法を提案

する．送信ダイバーシティ方式は，マルチパスフェージングが発生する中で電

波の受信確率を高める簡潔な方法である．この方法では，複数（今回は 2 つ）

の送信チャンネルに対応したアンテナを一定間隔離して配置することで，少な

くともどちらか一方の電波を取得することで位置情報を取得する．ここでは，

送信ダイバーシティ方式に対応した送信機を開発し，その有効性を検証する． 

2.6.1 予備実験 

送信ダイバーシティ方式におけるアンテナ間隔を決定するため，予備実験を

行った．実験のセットアップとしては，図 2.14 に示される高さ 2,387mm の紙

製のタワー（と同じもの）にヘリカルアンテナ（図 2.13（b））を取り付け，レ

ール上を 1 mm 精度で直進可能なロボット上に受信機を搭載した（受信機高さ

804 mm）．受信機は搬送波ノイズ比（C/N0）を移動距離 1 mm ごとに取得し，

送信機直下から水平距離が約 2 m の点までロボット移動させ，電波が完全に取

得できなくなったらそこで計測を終了した．実験は 3 セット行った． 
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実験によって取得したデータを図 2.17 に示す．図に見られるように送受信機

間水平距離が 1,200 mm と 1,500 mm 付近において，100 mm 程度の移動にも

関わらず搬送波ノイズ比が大きく変化していることが分かる（100 mm は

IMES の搬送波の約 1/2 波長に該当）．今回の予備実験では，3 回とも水平距離

が 1,750 mm 以降に搬送波ノイズ比が 35 dBHz を下回り，電波が取得できな

くなった．ただし，前章の図 2.16 を見る限り，もしマルチパスフェージングが

強く起こったら，本実験の水平距離 1,200 mm や 1,500 mm のケースにおいて

も電波を取得できないことが起こりうる．このことから，送信ダイバーシティ

方式において，2 つのアンテナ間隔を 100 mm 以上離すことが，少なくともど

ちらか一方の電波を取得するには有効であると言うことができる． 

2.6.2 送信ダイバーシティ方式のための送信機 

 
図 2.17 予備実験結果 
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図 2.18 開発した送信機 

 



36 
 

図 2.18 に送信ダイバーシティ方式を実現するために開発した送信機を示す．

筐体のサイズは 280 mm×200 mm×50 mmであり，2つのアンテナ間隔は 260 
mm とした．アンテナ間隔は，上述の 100 mm 以上を満たすという条件で，筐

体内の送信モジュールのサイズを踏まえ決定したものである．2 つのアンテナ

はそれぞれ PRN 番号が 173 と 174 の電波を送信する仕様とした．アンテナは

図 2.13（c）に示すモノポールアンテナと同じものである． 

2.6.3 評価実験 

図 2.19 に示す実験環境（阪急三番街）にて開発した送信機を評価した．送信

 
図 2.19 実験環境（阪急三番街） 

 
図 2.20 実験結果 
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機を天井に取り付け，実験者が受信機を手に持ち，送信機直下から送信機から

離れるように移動した．図 2.20 はその際に取得した，送信機直下からの距離に

対する搬送波ノイズ比のグラフである．図において搬送波ノイズ比が 30 dBHz
を下回る箇所は電波が取得できなかったことを示す．特に送信機から離れた場

所（水平距離が 8 m 以上）で搬送波ノイズ比が小さくなり，頻繁に電波をロス

トしていることが分かる．しかし，そのような場所においても PRN 番号が 173
か 174 のどちらかの電波は取得できており，送信ダイバーシティが有効に機能

していることが見て取れる． 

2.7 可変ビーム幅アンテナの提案 

2.5 節の実験において，送信アンテナの指向性（ビーム幅）に応じて，測位

エリア内の搬送波ノイズ比分布が異なることが確認された．これは，受信電波

の品質を担保する上で，異なるビーム幅を持つアンテナを使い分ける必要性を

示唆するものである．例えば，図 2.21 に示すように，同じビーム幅の送信機・

送信アンテナを用いても天井の高さが違えば，送信機間の相互干渉やマルチパ

スによる自己干渉が生じる．ここで，ビーム幅が異なるアンテナを交換して使

用するという方法もあるが，電気的にビーム幅を変えることができれば，物理

的なアンテナ交換の手間が省け，本論文で目指す設置・運用の容易化を実現す

ることができる．また，同一のデバイスの量産となるため，コストの低減にも

繋がり，普及にも貢献できる． 

 
図 2.21 電波干渉の模式図 

相互干渉

マルチパスに
よる自己干渉
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通常，電気的にビーム幅を変えるにはアンテナアレイ方式が用いられる．し

かしながら，一般的にはアンテナアレイのサイズが数波長程度（IMES の場合

は 1 波長 190 mm）になってしまうため[66]，ユビキタスデバイスとしての

IMES 送信機には不向きである．そこで本節では，小型のアンテナアレイを用

いた「可変ビーム幅アンテナ」を新たに提案する． 

2.7.1 アンテナアレイの概要 

本研究で提案するアンテナアレイのブロック図を図 2.22 に示す．アンテナア

レイは 1 つの主アンテナ素子 P1と４つの副アンテナ素子 P2～P5からなる．図

の左から入力される送信信号は，2 つの経路に分かれ，一方は主アンテナ素子，

 
図 2.22 提案したアンテナアレイのブロック図 

 

 
図 2.23 各アンテナ素子の配置 
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もう一方は副アンテナ素子に送られる．副アンテナ素子に送られる信号は増幅

係数 Avと位相πで重み付けられ，4 つの副アンテナ素子に分配される．各アン

テナ素子のレイアウトを図 2.23 に示す．主アンテナ素子を原点に配置した時に，

副アンテナ素式はその周囲に対称性をもって配置される．主アンテナ素子と副

アンテナ素式の距離は 4 分の 1 波長とする（IMES の搬送波の場合 47.6 mm で

ある）． 
幾何学的な観点より，アンテナアレイの放射パターンは一般的に以下の式で

表される． 

 
(2.1) 

ここで K は係数，k は波番号，r は送信点と観測点の距離，Vi，Di(θ,φ)，(xi,yi,zi)
はそれぞれ i 番目のアンテナ素子の給電点の電圧，指向性関数，座標を表す．

図 2.22 に示された Ave jπや図 2.23 の条件を式(2.1)に代入し，各アンテナ素子

が等方性アンテナであることを仮定すると，アンテナアレイから得られる放射

パターンは以下のようになる． 

 

(2.2) 

 
図 2.24 可変ビーム幅アンテナアレイ 

表面 裏面



40 
 

この式は，増幅係数 Avを変化させることでビーム幅を電磁気学的に制御可能で

あり，Avを大きくするとビーム幅を広げることができることを示している． 

2.7.2 開発したデバイス 

上述した理論に基づき，3 層プリント基板を用いてアンテナアレイを実際に

開発した．各アンテナ素子，グランドプレーン，パワースプリッタ付きのマイ

クロストリップ線路を，それぞれ前面，中間層，裏面に配置した．図 2.24 に開

発したアンテナアレイの外観を示す．アンテナ素子には，電気的にショートさ

れた小型のパッチアンテナ[67]を用いた．また，アンテナアレイ表面の各アン

テナ素子は，なるべく省スペースとするため 45°回転して配置した．これによ

り，アンテナアレイを 104 mm 角という小サイズに抑えることができた．裏面

の 2 つのコネクタは，それぞれ主アンテナ素子，副アンテナ素子への入力端子

ある． 

2.7.3 評価実験 

開発したアンテナアレイを評価するために，ビーム幅を変更する実験を実施

した．実験では，可変アッテネータとフェーズシフタを副アンテナ素子への入

力端子に接続し，増幅係数 Avと位相πを変化させた．ただし，実際上は主アン

テナ素子と副アンテナ素子の供給電力の比率である Apを用いた（単位は dB で

あり，増幅係数 Avの自乗の値である）．Apは，アッテネータやフェーズシフタ，

マイクロストリップ線路，パワースプリッタなどの挿入損失によって決定され

る値であり，これを変化させることでアンテナアレイのビーム幅を変えること

を試みた．各 Apに対し計測した放射パターンを図 2.25 に示す．図に見られる

ように，Apを増加させるとビーム幅が広がり，減少させるとビーム幅が狭まっ

 
図 2.25 計測した放射パターン 
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ていることが分かる．この結果は，可変ビーム幅アンテナが想定通りに機能し

ていることを示すものである． 

2.8 デュアルビーム幅アンテナの提案 

前節において，ビーム幅を電気的に変化させる方法を提案した．しかしなが

ら，実際のアプリケーションにおいては，多くの場合，垂直方向にビームが絞

られたアンテナと，水平方向にビームが開かれたアンテナの 2 種類を使い分け

ることができれば，十分であると予想される．例えば，垂直方向にビームが絞

られたアンテナを使用する場所は，一般的にヘリカルアンテナやパッチアンテ

ナが使用される階段の踊り場，高天井の所，狭い室内などが挙げられ，水平方

向にビームが開かれたアンテナは，通常ホイップアンテナが使用される長い廊

下や広い室内などの開けた場所で使用するのが有効と言える．そこで本節では，

前節で提案した可変ビーム幅アンテナの考え方を応用し，ビーム幅を電気的に

切り替え可能な「デュアルビーム幅アンテナ」を新たに提案する． 

2.8.1 アンテナアレイの概要 

まず，アンテナ素子の配置を図 2.26 に示す．4 つのアンテナ素子が半波長（95 
mm）の間隔で正方形状に配置される．ここで，4 つのアンテナ素子は直線偏

波を放射するが，P1と P2は X 軸に平行に，P3と P4は Y 軸に平行に放射する．

その結果，P1 と P2 および P3 と P4 はそれぞれ異なるアンテナアレイとしてみ

なされる．それぞれのアンテナアレイペアの原理は，1×2 アンテナスロットア

 
図 2.26 アンテナ素子の配置 

 
図 2.27 アンテナアレイのブロック図 
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レイと同様のものである[68]．次に，ブロック図を図 2.27 に示す．送信電波は

4 つのパスに分岐され，P2，P3，および P4はそれぞれα，－π/2，α－π/2 だ

け位相がシフトされる．ここでαは 0 またはπのどちらかの値をとるものとし，

その際，P1～P4の位相シフトは（0, 0, －π/2, －π/2）または（0, π, －π/2, 
π/2）となる．このため，α=0 の時，アンテナアレイ正面では IMES 送信機に

望ましい右旋円偏波を放射する． 

2.8.2 開発したデバイス 

提案したデュアルビーム幅アンテナアレイを評価するために開発したデバイ

スを図 2.28 に示す．表面にはアンテナ素子，裏面にはパワーデバイダ付のマイ

クロストリップ線路を配置した．アンテナ素子としては，小型ショートパッチ

アンテナを用いた[67]．プリント基板サイズは 124 mm 角とした．本アンテナ

基板においては，上述した位相を 0 またはπに切り替えるために，2 つの異な

る入力ポート C0および Cπを設けた．つまり，位相シフトが 0 の入力が得たけ

れば C0に，πの入力が得たければ Cπに電波を入力できるようにした． 

2.8.3 評価実験 

開発したアンテナアレイを評価するために，実際に電波の放射パターンを計

測し，理論値と比較した（図 2.29）．アンテナ正面がθ＝0°である．図より，

理論値・実測値ともに，アンテナ正面におてα＝0 の場合，最大のパワーが得

られ，α＝πの場合，ヌルになることが見て取れる．一方，θ＝±90°におい

ては，α＝0 の理論値においてヌル点になっているが，実測値ではそれが発生

 
図 2.28 デュアルビーム幅アンテナアレイ 

表面 裏面
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していない．これは理論値のアンテナ素子に点ソースを使用しているが，実際

の素子における放射点は点ではなく一定の幅を持つため，P1～P4の位相シフト

によって放射パワーが正しく打ち消し合わなかったからと考えられる．いずれ

にせよ，垂直方向に絞られた放射パターンと，水平方向に絞られた放射パター

ンの 2 パターンの電波の放射に成功したと言える． 

2.9 漏洩同軸ケーブルの提案 

IMES 送信機の電波到達範囲は，電波法における微弱無線という仕様上，一

般的なアンテナを用いた場合 20 m 程度が限界である．一般的に IMES のメッ

セージ取得時間は 3 秒程度であるが，2.4 節で紹介した送信機切り替え実験で

は，歩行者を対象としていたため 1 つの IMES 送信機の測位エリア内に数十秒

とどまり，歩行中も複数の送信機で切れ目なく測位を行うことが可能であった

（図 2.9 や図 2.10）．しかしながら，電車や自動車などの高速で移動する移動

 
図 2.30 実験フィールド上面図 

 
図 2.29 放射パターンの理論値と実測値の比較 

理論値 実測値
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体は，IMES から位置情報を取得する前に測位エリアを通過してしまうため，

一般的な IMES アンテナでは対応できない． 
用途の拡大はインフラ化要件であり，高速移動体への IMES 応用は必須であ

るため，ここでは移動体通信で実績のある漏洩同軸ケーブル（以下，LCX）を

送信アンテナとして用いる手法を提案する．LCX は外部導体に一定間隔にスロ

ットが開けてある同軸ケーブルであり，スロットから漏れる電波を使用して通

信を行うことができるケーブルである[69]．電波の放射はケーブルの周囲に制

限されるため，トンネルの中や線路沿いなど，移動体が直線的に移動する場所

の通信で使用される．ここでは LCX の IMES 応用の評価として，実際の鉄道

路線を用いて行った移動体測位のフィールド実験を紹介する． 

2.9.1 実験セットアップ 

図 2.30 は実験フィールドの上面図である．ほぼ直線状の線路に沿って 4 つの

IMES 送信機（それぞれの ID は 1750，1800，1770，1820）を配置した．図

2.31 に送信機設置の様子を示すが，1770 番と 1820 番はプラットフォーム上に

 
図 2.31 送信機（アンテナ）設置の様子 

 

 
図 2.32 使用した LCX（日立金属製 F-42D-LCX） 

height: 3.6 m height: 4.0 m
height: 0.4 m
length: about 30 m

ID: 1800
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設置し，1750 番と 2800 番は線路沿いに設置した．1800 番のみ 30m の LCX
を用い（図 2.32），残りは図 2.13（c）と同じホイップアンテナを用いた． 
図 2.33 で示すように，2 つの受信アンテナ（GPS/IMES 両用）を電車の上

に取り付けた．これらアンテナは IMES 受信機だけでなく高精度（cm レベル）

な RTK-GPS 受信機にも接続されており，IMES の測位結果のリファレンスと

して使用した．また，電車の速度を取得するため，タコメータもロガーに接続

した． 
このセットアップにおいて，電車を移動させながら各送信機からの PRN 番

号を取得する実験を行った（PRN 番号の取得は位置情報をデコードする前段階

であり，正しく取得できる必要がある）．電車の速度を低速（0～7 km/h）・高

速（0～40km/h）の 2 パターンと電車の進行方向を東から西・西から東の 2 パ

ターンの組み合わせ，計 4 つのケースで移動しながらの PRN 番号の取得を行

った． 

2.9.2 実験結果 

速度と進行方向の組み合わせにおける PRN 番号取得結果を図 2.34 に示す．

本図は図 2.30 の 2 次元地図をグラフ上に表現したものであり，上が北，右が東

になっている．線路が 2 本描かれているが，1800 番と 1750 番，1820 番と 1770
番の送信機がそれぞれ接近しているため，図示の際のオーバーラップを避ける

ため，200 m 南北にずらして描いている．各グラフの下部には電車の速度も併

せて記載してある．図中のカラーのプロットが PRN 番号の取得結果を示して

いるが，False は誤った PRN 番号取得したことを，True は正しい PRN 番号

を取得できたことを示している．図に見られるように，低速の時に False が多

 

 
図 2.33 受信機セットアップ 
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く発生している．実験の目的である LCX の測位範囲に関しては，LCX を用い

た 1800 番の送信機が概ね他の送信機より広い測位範囲（最大 70 m）を得られ

ていることが分かる． 

2.9.3 考察 

実験では長さ 30 m の LCX を用いたことにより，他の送信機と比較して長い

測位距離が得られたが，1800 番と 1750 番を比較する限りでは，測位距離は大

きく変わらず LCX の利点は小さく見える．しかし，LCX は長さを任意に延長

できることから（途中で電波の増幅が必要だが），本実験結果は LCX が高速移

動体にも適用可能であることを示唆するものと言える．また，PRN 番号の取得

が False になる原因としては，他の IMES 送信機との相互干渉や GPS との干

渉などが挙げられる．しかしながら，低速走行で False が増えた原因は不明で

あり，今後綿密な調査が必要である． 

2.10 本章のまとめ 

本章では，まず製品として開発した IMES 送信機の設計方針と，送信機切り

替え実験およびアンテナ評価実験を通した評価結果について述べた．それらの

知見を踏まえ，インフラ化要件である，測位の安定化，設置・運用の容易化，

 
図 2.34 実験結果 

(a) 0～7km/h （東→西） (b) 0～7km/h （西→東）

(c) 0～40km/h （東→西） (d) 0～40km/h （西→東）



47 
 

および用途の拡大を目指し，新たな電波送信方法を提案した． 
まず測位の安定化に関しては，マルチパスフェージングによる不感帯の影響

を低減するため，送信ダイバーシティ方式を提案した．実験の結果，各アンテ

ナからの電波の不感帯の発生位置がずれることで，少なくとも一つの電波を取

得できることを確認した．設置・運用の容易化に関しては，環境に応じた物理

アンテナの交換コストを低減するという視点から，電気的にビーム幅を変える

ことができる可変ビーム幅アンテナおよびデュアルビーム幅アンテナを提案し，

それが想定通り機能することを確認した．そして，用途の拡大に関しては，単

位時間あたりの移動距離が大きい高速移動体への対応として，LCX を IMES
のアンテナとして用いることを提案した．実験により，LCX の長さを延長する

ことで移動体の測位に対して有効であることが示唆された． 
次章以降において，もう一つのインフラ化要件としての「測位の高精度化」

を実現するための方法を提案する．高精度化は，人や車両への測位だけでなく，

特にロボットなどの移動体への測位にも利点があるため，本章で紹介したイン

フラ化要件である「用途の拡大」の一環とも言える取り組みである．以降の議

論では，ロボットヘの適用を主眼に置いた，IMES 高精度化の基礎理論の確立

と，その実験的な評価について述べる．将来的には本章で紹介した各種電波送

信手法と一体化させ，より魅力的な測位インフラを構築することを目指したい

と考える． 
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第3章 搬送波ノイズ比を用いた測位 

3.1 まえがき 

IMES の標準的な方法は近傍検知という測位手法を用いることから，測位精

度は送信機設置間隔の 2 分の 1 と等しくなる（5～10 m 程度）．本章では，前

章までに電波の取得状態を示す値として用いた搬送波ノイズ比を測位に活用す

ることで，IMES の高精度化を目指す．搬送波ノイズ比は電波強度に類似する

指標であり，送受信機間の距離が大きくなるにつれて減少するため，電波伝搬

のモデルが構築できる．それを用いることで，搬送波ノイズ比から送受信機間

の距離を求め，GPS 同様の三辺測量を用いて受信機の位置を計算することがで

きる． 
本章で目標とする測位精度はサブメートルレベルである．図 1.15 にも示した

ように，サブメートルレベルの測位が可能になると，店内の売場誘導や動線分

析などの人へのきめ細かいサービスができることに加え，機器管理や車両管理，

荷物管理などの物品管理が可能になる．これは IMES の応用先を大幅に拡大す

ることを意味する．また，搬送波ノイズ比は，ほぼすべての GPS 受信機で出

力できることから，本章で紹介する手法は高精度屋内外シームレス測位の有力

技術になり得る． 

3.2 関連研究 

多くの屋内測位研究において，電波強度が観測値として用いられている[70]
～[73]．1.2.2 項でも述べたように，Wi-Fi や Bluetooth のビーコンを用いて電

波強度マップを作成し，取得した電波強度と比較することによって測位を行う

フィンガープリンティングという手法が既に確立されている．これらのデバイ

スでは，測位ではなく情報通信が主目的であることから，送信機への視線方向

が壁や什器などで遮断されていても電波の取得が十分可能であるが，その一方

で取得する電波強度は同一空間内においてもまだらに変化してしまう．そのた

め，送受信機間距離を用いて三辺測量を行うことは難しく，電波マップを用い



50 
 

たフィンガープリンティングに頼らざるをえない． 
一方，IMES においては，極めて微弱な電波（受信回路内の熱雑音に埋もれ

るレベルの強度）を用いるため，電波強度は直接観測できない．そのため，受

信機内部のレプリカ信号と受信電波のマッチングの尺度である搬送波ノイズ比

を用いる．このような方式は GPS／GNSS や IMES ならではであり，他の電

波ベース屋内測位の方式には見られないものである．また，送信機の設置に関

しても，Wi-Fi 等と異なり視線方向を確保することが望ましいことから，本章

で紹介する手法では，天井に送信機をアレイ状に設置して運用する．発想とし

ては，1.3.2 項で述べた床面 RFID タグアレイの設置間隔をより粗くし，天井

に設置したものとも言える．そして，床面 RFID のケースと同様に，IMES 電

波測位とロボットや歩行者のデッドレコニングを，確率モデルを用いて組み合

わせることで，送信機設置間隔以上の測位精度を達成することを目指す．なお，

Wi-Fi の電波測位とデッドレコニングを確率モデルで組み合わせた研究として

は[74]～[77]などが挙げられるが，絶対位置を与える電波測位と比較的精度の

高い相対移動を組み合わせるという考え方においては，本研究も同じである． 

3.3 測位手法 

波の特性の一つとして送信機・受信機間の距離に応じた電波強度の損失が挙

げられ，自由空間伝搬損失（パスロス）と呼ばれる．以下，IMES における観

測値は搬送波ノイズ比であるが，電波強度と同様のものと仮定することで議論

を進める．この自由空間伝搬損失を利用し，送信機・受信機間の距離と搬送波

ノイズ比の関係をモデル化し，それを基に三辺測量で測位を行う． 

3.3.1 電波伝搬モデル 

屋内環境において，電波の伝搬の際に，壁や床などのマルチパスや干渉の影

響を受けることで生じる伝搬損失のモデル式が提案されている（パスロスモデ

ルと呼ぶ）[78]．実際に壁や床，障害物をどこまで具体的にモデル化するかに

よりモデル式の複雑性は異なるが，それらをまとめて経験的な係数とした式が

以下のようになる． 
 

)()/(log)( 0100 nLddNdLL f++=  (3.1) 
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N：伝搬損失係数 
L：伝搬損失 [dB] 
d：送受信機間距離 [m] 
d0：送信機-基準受信機間距離 [m] 
Lf：床貫通伝搬損失 [dB] 
n：通過する床の数 

 

ここで，d0は屋内において通常 1m とし，その距離までは屋内特有の伝搬損失

ではなく自由空間の伝搬損失として損失を表現し，20log10f－28 で表される（f
は周波数で単位は MHz）．また，IMES は床面を通過しないことを想定してい

るため（実際に電波が微弱なため通過しない），Lf(n)=0 となる．したがって，

式(3.1)は以下のように変形される． 

dNdNfL 1001010 loglog28log20 +−−=  (3.2) 

定数部分をαとしてまとめると， 

dNL 10log+=α  (3.3) 

ここで，送信電力を P（任意単位）とすると，受信電力は R=P－L となり，

また搬送波ノイズ比 C/N0を受信電力 R と同等のものと仮定した場合，以下の

式が得られる． 

)log( 100 dNPNC +−= α  

dN 10log−= β　　　  
(3.4) 

C/N0：搬送波ノイズ比 [dB-Hz] 
N：伝搬損失係数（定数） 
β：定数 
d：送受信機間距離 [m] 

 

式(3.4)を IMES 電波における電波伝搬モデルの基本式として，以降はこの電波

伝搬モデルを基にパラメータを設定して利用する． 

3.3.2 電波伝搬モデルを用いた三辺測量 



52 
 

式(3.4) で示したように取得した搬送波ノイズ比の値を距離に変換し，その

送受信機間の距離と送信機位置から位置を推定する．三辺測量では距離を用い

て座標の一点を求めることから，最低 3 つの IMES 送信機の設置位置と各々か

らの距離が得られれば，平面上における受信機位置は幾何学的に計算できる．

図 3.1 にそれを示すが，実際はノイズの影響で送受信機間の正しい距離が得ら

れることはなく，距離を半径にした円の交点が一つになることはない．また，

4 つ以上の送信機が存在した場合は，冗長な観測方程式が得られることから，

最小二乗法を用いて受信機位置を推定する（具体的な式は付録 C.1.1 参照）． 

3.3.3 カルマンフィルタ処理 

電波伝搬モデルを利用した基本となる測位手法を上で述べたが，電波だけを

用いる場合，マルチパスフェージング等の影響によりモデル通りの搬送波ノイ

ズ比が得られないことがある．一方で，人間の測位の場合はスマートフォン内

蔵の加速度計やジャイロセンサ，ロボットの測位の場合は車輪エンコーダなど，

多くの場合，測位の補助的な情報が取得できる．そこで，各種センサ情報を統

合し，位置を推定可能なカルマンフィルタを導入する． 
カルマンフィルタは，ノイズを含む観測値（今回の場合は搬送波ノイズ比）

から隠れた状態（今回の場合は受信機位置・方位）を推定することができる推

定器である．その概念図を図 3.2 に示す．初期値を設定し，そこから慣性航法

や車輪エンコーダなどを用いたデッドレコニングにより次の状態を予測し，搬

送波ノイズ比の観測値を得て予測値を更新することで位置を推定するというサ

イクルを繰り返すことで，精度の高い位置推定値を得ることができる．本章で

は，送受信機間距離の計算式が線形でないため，カルマンフィルタの中でも拡

 
図 3.1 三辺測量の概念図 

(x1,y1)

(x2,y2) (x3,y3)

d1

d2 d3

X, Y: receiver position
xi, yi: transmitter position
di: measured distance



53 
 

張カルマンフィルタと呼ばれる非線形システムに対応したものを利用する．カ

ルマンフィルタの詳細な計算に関しては付録 C.1.2 に記す． 

3.4 電波伝搬モデルの決定 

実際の動作環境における送受信間距離と搬送波ノイズ比のデータに対し，パ

スロスモデルに基づいた非線形回帰分析を行い，式(3.4)に示されるモデルパラ

メータを決定した．その回帰曲線を図 3.3 に，その式を式(3.5)にそれぞれ示す． 

以降では，電波伝搬モデルにおいて式(3.5)を用いて C/N0 から距離を算出す

ることで測位を行う．しかし，実験データにおいて 6,000 mm 以上の距離があ

った際，搬送波ノイズ比が取得できない場合と，20~30 dB-Hz の搬送波ノイズ

比が得られる場合があった．搬送波ノイズ比が非常に小さいにもかかわらず値

が取得できた時は，モデル式から極端に大きな距離が計算されてしまうため，

C/N0が 30 dB-Hz 未満の場合は，電波が取得できないことと同等とし，距離を

計算しないようにした． 

( )dNC 100 log57.3246.151 −=  (3.5) 

 

図 3.2 カルマンフィルタによる位置推定の概念図 

1. set initial position

2. prediction: dead reckoning

4. update: estimation value
3. measurement: C/N0

5. prediction: dead reckoning

7. update: estimation value
6. measurement: C/N0
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3.5 ロボットを用いた評価実験 

ロボットでのナビゲーションに用いることを前提として，式(3.5)で得られた

電波伝搬のモデル式に基づき，前述した三辺測量およびカルマンフィルタを用

いて受信機の測位を行い，その精度について検証を行った．今回は IMES 送信

機を本来の使用用途より大幅に近接した配置をとり（本来は 10～20m 間隔な

のに対し，今回は 1.5～2m 間隔），サブメートルレベルの測位精度を目標とし

 
図 3.3 電波伝搬モデル（回帰曲線） 

Distance (mm)

C/
N

0
(d

B-
Hz

)

 
図 3.4 実験の外観 
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て実験を行った．測位結果としては，搬送波ノイズ比による三辺測量，オドメ

トリを使用したデッドレコニング，およびそれらを拡張カルマンフィルタによ

って結合したものを取得し，比較を行った． 

3.5.1 実験方法 

早稲田大学西早稲田キャンパスの 59 号館 4 階西側廊下にて実験を行った（図

3.4）．廊下天井に IMES 送信機を 6 つ設置し，受信アンテナを移動ロボット上

部高さ 400 mm の位置に取り付けた（図 3.5）．移動ロボットは，8 の字の経路

上を 100 mm/s の速度で 5 往復させ，その間 100 ms 毎に各 IMES 送信機の搬

送波ノイズ比と車輪エンコーダの値（相対移動量）を記録した．また，ロボッ

トの実際の位置を計測するため，環境にレーザレンジファインダを設置し，そ

こで取得した位置情報も併せて記録した．送信機と受信機は，第 2 章で紹介し

たものと同じものを使用した． 
カルマンフィルタを用いる際は，その観測ノイズ（搬送波ノイズ比から求め

た送受信機間距離の誤差）および予測ノイズ（ロボットのスリップ等による相

対移動量における誤差）をある程度正確にモデル化する必要がある．そのため，

予備実験を行い，観測ノイズの標準偏差を 621 mm に，予測ノイズの標準偏差

 
図 3.5 実験レイアウト 
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を 0.63 mm（100 ms の移動量に対する誤差）に設定した．また，カルマンフ

ィルタのメリットを分かりやすくするため，カルマンフィルタおよびデッドレ

コニングの初期値を実際の初期位置と異なる位置とした． 

3.5.2 実験結果 

図 3.6 に三辺測量，デッドレコニング，およびカルマンフィルタを，レーザ

レンジファインダで取得した実際の移動経路と比較したものを示す．図より，

青い点で示された三辺測量の結果は，正しい経路に近いにも関わらず散らばっ

ており，緑の線で示されたデッドレコニングの結果は，散らばりはなく 8 の字

を描いてはいるが，正しい経路から大きくずれていることが分かる．一方，カ

ルマンフィルタは，比較的正しい経路上を散らばりなく移動できていることが

分かる． 
図 3.7 と図 3.8 に，三辺測量とカルマンフィルタの測位誤差の時系列とその

統計（ヒストグラム）をそれぞれ示す．図より，カルマンフィルタの測位性能

が三辺測量のそれより遥かに高いことが分かる．三辺測量の平均誤差は 766 
mm，95%の誤差範囲は 1,474 mm だったのに対し，カルマンフィルタの平均

 
図 3.6 ロボットを用いた測位結果 
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誤差は 217 mm，95%誤差範囲は 458 mm という良好な結果が得られた． 

3.5.3 考察 

図 3.6 に示されているように，カルマンフィルタによって，相対移動量とし

ては精度が高いデッドレコニングの利点と，精度は低いが絶対位置を与える三

辺測量の利点が十分活用されていることが分かる．それにより，平均誤差 217 
mm を達成できたことは，1.5～2 m の送信機設置間隔を考えると，極めて高い

測位性能を発揮できたと言える．ただし，カルマンフィルタ以外の推定器を用

 
図 3.7 三辺測量とカルマンフィルタの測位誤差時系列 

 

 
図 3.8 三辺測量とカルマンフィルタの測位誤差統計 
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いることで，さらに高い測位精度を達成できる可能性がある．カルマンフィル

タは，その計算アルゴリズムにおいて，観測ノイズと予測ノイズがゼロ平均ガ

ウス分布（正規分布）であることを仮定しているが，図 3.3 を見ても分かる通

り，赤いモデル曲線を中心にした左右のプロットが対象でなく，明らかにガウ

ス分布にはなっていない．また，デッドレコニングのスリップ方向に関しても，

左右どちらかにバイアスがかかり，ゼロ平均ガウス分布になっているとは考え

にくい．従って，パーティクルフィルタなどの任意の誤差分布を扱うことがで

きる推定器を用いることで，さらに高い測位精度が実現できると考えられる． 

3.6 歩行者による評価実験 

ロボットを用いた評価実験同様に，電波伝搬のモデル式に基づき，三辺測量

およびカルマンフィルタを用いて受信機の測位を行い，歩行者デッドレコニン

グの結果とともに測位精度の検証を行った． 

3.6.1 実験方法 

実験の場所や送信機のセットアップ，移動経路は，ロボットを用いた実験と

同様としたが（図 3.4・図 3.5），経路の往復回数は 15 回とし，受信機高さは歩

行者の腰の高さを想定して約 800 mm の位置に保持するようにした．歩行者の

移動速度は約 300 mm/s と若干遅めとし，歩行者が保持した 3 軸姿勢センサ（3
軸加速度，3 軸ジャイロ，3 軸電子コンパス内蔵）から取得した情報から歩数

を割り出し，歩幅と掛け合わせることで移動距離を算出した．ただし，IMES
受信機の搬送波ノイズ比の出力レートは 10 Hz と歩行者の歩行リズム（1.5～2 
Hz）と比較し速いため，歩行者の一歩をさらに 100 ms ごとに分割し，各エポ

ックの相対移動量を求めた．予備実験を行い，カルマンフィルタにおける観測

ノイズの標準偏差をロボットの場合と同じ 621 mm に，予測ノイズの標準偏差

を 1.51 mm（100 ms における移動量の約 5%）に設定した．ロボットの場合と

同様に，カルマンフィルタのメリットを分かりやすくするため，カルマンフィ

ルタおよびデッドレコニングの初期値を実際の初期位置と異なる位置とした． 
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3.6.2 実験結果 

図 3.9 に三辺測量，デッドレコニング，およびカルマンフィルタを，レーザ

レンジファインダで取得した実際の移動経路と比較したものを示す．図より，

デッドレコニングの結果がロボットを用いた場合より大幅に悪化してしまって

いることが分かる．また，三辺測量の推定値も実際の経路の外側に大幅に広が

り，カルマンフィルタの結果に関しても，デッドレコニングによるドリフトは

防いだものの，図の右側のほうにシフトしてしまっている． 
図 3.10 および図 3.11 に，三辺測量とカルマンフィルタの測位誤差の時系列

とその統計（ヒストグラム）をそれぞれ示す．時系列の図から見られるように，

三辺測量の誤差分布の中心付近にカルマンフィルタの誤差が収束しており，ヒ

ストグラムにおいても三辺測量とカルマンフィルタの結果にロボット実験ほど

大きな違いは見られない．三辺測量の平均誤差は 2,102 mm，95%の誤差範囲

は 3,179 mm であり，カルマンフィルタの平均誤差は 1,846 mm，95%誤差範

囲は 2,480 mm であった． 

 
図 3.9 歩行者による測位結果 
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3.6.3 考察 

ロボットの実験と比較し，三辺測量の結果は極めて悪かった．特に，三辺測

量による推定位置が実際の経路の外側に広がってしまったが，おそらく送受信

機間に入った歩行者の体が電波の減衰要因になったと考えられる．つまり，電

波の減衰により，実際の送受信機間距離より長い距離の観測値が得られてしま

ったのではないかと推測される．また，カルマンフィルタにおいても，デッド

レコニングによるドリフトは防ぐことができたが，最終的な測位精度は三辺測

 
図 3.10 三辺測量とカルマンフィルタの測位誤差時系列 

 

 
図 3.11 三辺測量とカルマンフィルタの測位誤差統計 
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量とほぼ同等になることが確認された．これも上述のような人体の影響がモデ

ル化されていなかったため，フィルタの性能が十分に発揮されなかったものと

考えられる． 

3.7 人体による電波干渉調査 

前節において，人体による電波干渉が歩行者実験における三辺測量の大きな

誤差要因であるとの仮説が立った．本節ではこれを明らかにするため，搬送波

ノイズ比に対する人体の影響を調査する． 

3.7.1 実験 

実験の概要を図 3.12 に示し，これを踏まえ実験手順を説明する．まず，前節

で説明した実験と同じ場所において，一つの IMES送信機を天井に取り付ける．

 

図 3.12 人体による電波干渉実験の概要 
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実験者は高さ約 800 mm の位置に受信機を持ち，送信機直下（図 3.12 におけ

る Y 軸原点）から水平距離が 4,000 mm の場所まで移動する．そして，Y 軸上

各 500 mm の点において，30 度ごとに体の向きを変えつつ，各向きに対し 50
エポック（5 秒間）静止状態で搬送波ノイズ比（C/N0）を取得する．送受信機

間に人体が直線上に配置される角度を 0 度（＝360 度）とし，送信機－受信機

－人体と直線上に並ぶ角度を 180 度とする． 
実験を実施し，各位置・各角度において取得した搬送波ノイズ比を図 3.13

に示す．図に見られるように，人体が送受信機間にない角度である 180 度付近

が，搬送波ノイズ比が平均的に高くなっており，一方で人体の干渉が大きい 0
度（360 度）付近は搬送波ノイズ比が小さくなっていることが分かる．また，

送信機直下付近では搬送波ノイズ比が角度に応じてさほど大きく変化しないが，

送信機から離れると大きく変化するようになっていることが見て取れる．同じ

Y 軸位置における角度による搬送波ノイズ比の変化量は，概ね 5～15 dB-Hz と

なった． 

3.7.2 考察 

実験結果を考慮すると，人体の搬送波ノイズ比に与える影響は明確である．

搬送波ノイズ比の 5～15 dB-Hz の変化は，図 3.3 に示した電波伝搬モデルによ

 
図 3.13 各位置・各角度における搬送波ノイズ比 
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ると 1～3 m 程度の距離誤差となって現れるため，深刻な問題である．この問

題の解決方法の候補としては，人体の影響をモデル化し取得した搬送波ノイズ

比の補正に用いることである．しかしながら，補正量を得るには人体の正確な

位置と角度を知る必要があり，一方で正確な位置と角度を知るために補正量が

必要なことから，鶏と卵の問題になってしまい解決は簡単ではない．おそらく，

位置と角度と補正量を同時に収束させる仕組みが必要だが，その検討は将来の

課題としたい． 

3.8 本章のまとめ 

本章では，前章までに電波の取得状態を示す値として用いた搬送波ノイズ比

を測位に活用することで，IMES の高精度化を実現した．特にロボットを用い

た測位実験においては，送信機設置間隔が 1.5～2 m にも関わらず，カルマン

フィルタを用いて三辺測量とデッドレコニングの利点を活用することで，平均

誤差は 217 mm，95%誤差範囲 458 mm を実現した．この測位精度が意味する

ところは，冒頭でも述べたように，IMES が物品や車両の管理にも適用できる

ことである．本章で紹介した手法では車輪エンコーダなどのオドメトリと組み

合わる必要があるが，物品を運ぶカートや車両からオドメトリ情報を吸い上げ

ることができれば，物品自体を当該精度で測位可能になる． 
歩行者による実験では三辺測量の性能が低く，カルマンフィルタを用いた場

合でも平均誤差で 1,846 mm，95%誤差範囲で2,480 mmという結果になった．

この原因として，人体が送受信機間に入った際に電波の減衰を引き起こしてい

るとの仮説を立て，実験によってそれを明らかにした．本実験では，高精度

IMES の人への応用である店舗内誘導に必要なサブメートルレベルの測位精度

は達成できなかったが，ロボットを用いた測位実験によって，50 cm 以下の測

位精度が達成可能なポテンシャルがあることは確認できた．そのため，人体の

影響を巧妙にモデル化することができれば，サブメートルレベルの測位精度を

達成することは十分に可能であると考える． 
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第4章 ドップラー測位 

4.1 まえがき 

本章では，IMES の高精度化手法の一つとして実施してきたドップラー測位

について論述する．ドップラー測位は，受信アンテナを動かすことで IMES 送

信機からの搬送波にドップラー変化を引き起こし，それにより送受信機間の相

対位置関係を求める方法である．送受信機間の相対位置関係が分かれば，送信

機の位置と受信機の姿勢から，受信機の位置を一意に定めることができる．こ

の方法は，前章の搬送波ノイズ比を用いた測位手法と比較すると特別な受信機

を用いるためシステムが複雑になるが，期待できる測位精度はセンチメートル

レベルとなる．そのため，図 1.15 に示した高精度化により可能になるサービス

を考慮すると，ロボットナビゲーションへの応用が期待できる． 
ドップラー測位は，様々な発展形態を取り得る．まず，最も基本的なドップ

ラー測位は，1 つの IMES 送信機使用下で位置を推定するものである．これを

「基本ドップラー測位」と呼ぶ．それを発展させ，2 つ以上の送信機を用いて

位置と方位を同時に推定できるようにしたものを「ドップラー位置方位推定」

と呼ぶ．それをさらに，受信機が移動しながらのリアルタイム測位に対応させ

たものを「リアルタイム・キネマティック・ドップラー位置方位推定」（RTK
ドップラー位置方位推定）と呼ぶ．本章ではこれらの研究成果について網羅的

に解説する． 

4.2 関連研究 

衛星測位やセンサーネットワークの領域において，測位にドップラーシフト

を使用した研究がいくつか存在する．衛星測位の分野では，トランシット衛星

航法（トランシット，これは GPS に置き換わる前の 1960 年代から 1980 年代

にアメリカ海軍で主に利用されていた）が，受信機位置を推定するために，衛

星の動きにより生成されたドップラーシフトを利用していた[79][80][3]．トラ

ンシットでの測位方法では，受信機が単一衛星の動きにより生成されたドップ



66 
 

ラーシフトを 10 分から 20 分の間継続的に観測する．そして，衛星位置と観測

したドップラーシフトの関係から位置を決定する． 
GPS の場合，トランシットと異なり受信機は基本的に受信機と衛星の間の距

離を観測し，三辺測量を用いて位置を決定する．しかし，ドップラーシフトも

また測位に使用可能である．Lehtinen は，測位のために GPS 衛星の動作によ

り生じたドップラーシフトを用いる「GPS ドップラー測位」と呼ばれる測位理

論を提案した[81]．この手法は実際のアプリケーションにとって効率的とは思

われなかったが，複数衛星を用いたドップラー測位の基本理論となった．本論

文で提案する測位理論の一部は彼の研究を元にしている． 
一方，センサーネットワークの分野において，ドップラーシフトは環境に導

入されたデバイス（多くの場合センサー（受信機）である）の動作により生成

されるものでなく，目的となるデバイス（位置を推定されるべきもの：多くの

場合アクティブビーコン（送信機）である）の動きにより生成される[82]～[84]．
すなわち，衛星を基にするドップラー測位とセンサーネットワークを基にする

ものとの間にはわずかなセットアップの違いがある．しかし，両手法で用いら

れる観測方程式（観測されたドップラーシフトと送受信機の幾何学配置との関

係を定義する方程式）は類似している．位置算出のプロセスに関しては，衛星

ベース，センサーネットワークベースの両方で用いられる技術もある．例えば，

[81][84]は非線形最小二乗法を，[82]は非線形最小二乗法と拡張カルマンフィル

タの組み合わせを，[83]は解を探索するためにグリッドサーチアルゴリズムを

使用している． 
トランシットを除く上述した研究はいずれも多数の「アンカーノード」（位置

が既知であるデバイス）の使用下で測位対象デバイスの位置を決定する方式を

採っている．本研究は，最低 1 つの送信機（アンカーノード）使用下で受信機

のアンテナ自体を移動（回転）させ，送受信機間の相対位置関係と受信機の姿

勢を利用することで測位を行うという点で，他の研究と異なっている．これは，

可視送信機数が一つという従来の IMES インフラのコンセプトを踏まえ，それ

を高精度化するという発想から研究を開始した経緯のためである． 

4.3 基本ドップラー測位 

本節では，すべてのドップラー測位の基本となる基本ドップラー測位手法と，

開発した受信機，および評価実験について記載する． 
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4.3.1 測位手法 

ドップラー測位の概要を図 4.1 に示す．ローカル座標系（LCS），地磁気座標

系（MCS），部屋座標系（RCS），世界座標系（WCS）の 4 種類の座標系を定

義する．WCS には ECEF や ENU などのグローバル座標系で，地球上のどこ

でも使用することが可能である座標系を用いる．RCS は，各部屋と建物に対し

て任意に定義することができる．しかし，RCS の 3 つの軸の内 2 つは，真北（地

球の地理的な北）と，重力方向と平行である必要がある．RCS の代わりに直接

WCS を使用することも可能である．MCS は磁北と重力の方向により定義され

る．磁北は真北と同等ではなく，場所と時間に依存して変化する．姿勢センサ

の中に，地磁気センサが含まれているので，MCS が必要である．LCS は受信

機を原点としている．動作する受信アンテナの位置や速度はこの LCS 座標系

で取得される．屋内外シームレス測位を達成するためには，LCS，MCS，そし

て RCS が WCS と変換可能である必要がある． 
ドップラー測位の目的は，RCS（WCS）に対する受信機の位置（すなわち

LCS の原点）を測定することである．測位のプロセスは以下の通りである．ま

ず，受信アンテナを動作させることにより，送信機から放射された搬送波の周

波数にドップラーシフトを生成する．ドップラーシフトをバイアスなく取得す

るために，2 つの同期された受信機を用いる．（一方は静止受信アンテナに，他

方は可動アンテナに接続する．）可動アンテナと静止アンテナの出力を減算する

ことにより，送信機と受信機の周波数バイアスが相殺され，ドップラーシフト

のみが抽出される．このドップラーシフトに波長を乗算することで，GPS の技

 
図 4.1 基本ドップラー測位概念図 
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術用語で「デルタスードレンジ」と呼ばれるもの（単位時間あたりの送信アン

テナと受信アンテナを結ぶ視線方向の距離変化）を計算する．デルタスードレ

ンジはドップラー測位の観測値として用いる．動作アンテナの LCS における

位置と速度は，モータに取り付けられたエンコーダより毎エポック取得する．

これら LCS における変数は，受信機に取り付けられた姿勢センサを用いて

MCS に変換し，磁気偏差（磁北と真北の間の角度）を使用して RCS に変換す

る．磁気偏差は基本的に国土地理院などが公表する外部ソースより取得する． 
上記の情報をアンテナを回転させながら収集し，観測値と推定すべき位置か

らなる観測方程式を立て，非線形最小二乗法等で解くことにより RCS におけ

る受信機位置を推定する．観測方程式は以下のようになる． 

d
ua

l
l

m
m

r
t

ua
l

l
m

m
r

t
a

l
l

m
m

rd ε+
−−
−−

⋅=
rrRRr
rrRRrvRR )(  (4.1) 

ここで，d は観測値としてのデルタスードレンジ， m
r R は MCS から RCS に変

換する回転行列， l
m R は LCS から MCS に変換する回転行列， a

l v は LCS にお

ける移動受信アンテナの速度，rt は IMES 送信機の位置， a
l r  は LCS におけ

る移動受信アンテナの位置，ru は測定されるべき受信機の位置，およびεd は

デルタスードレンジの測定誤差を表す（すべて RCS における値）．デルタスー

ドレンジの定義式，観測方程式の導出過程，および測位演算の詳細は付録 C.2.1
を参照のこと． 

4.3.2 開発したデバイス 

ドップラー測位用に開発した受信機モジュールを図 4.2 左に示す．受信モジ

ュールは共通のクロックで同期された 2 つの GPS 受信機ボードから構成され

る．受信機ボードとして NovAtel 社の SUPERSTAR IITM を用い，

OpenSourceGPS[85]を IMES 用に修正したファームウェア組み込んでいる．

 
図 4.2 同期型受信モジュール（左）と回転式可動アンテナユニット（右） 
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開発した回転式可動アンテナユニットを図 4.2 右に示す．このユニットは搭載

されたバーを，最大 360 度，時計回り・反時計回りに回転させることができる．

回転式可動アンテナユニットが直線式よりも優れている点は，1 つの自由度で

二次元的な動きを生成できる点である．回転式可動アンテナユニットに搭載さ

れた姿勢センサとしては，MicroStrain 社の 3DM-GX3®-25 を使用した．この

センサは，三軸加速度計，三軸ジャイロ，三軸磁力計を備えており，三次元で

の姿勢（オイラー角）をドリフトなく取得することができる．仕様上，静的な

状態での精度は±0.5 度以内（2σ）である． 

4.3.3 評価実験の手順 

基本ドップラー測位方式と，開発したデバイスを評価するため実験を実施し

た．図 4.3 と図 4.4 はそれぞれ実験セットアップの概要と外観を示している．

推定すべき位置は RCS 座標系に対する受信機位置（LCS 座標系の原点）であ

る． 送信機座標は，RCS で(0, 0, －2610)（単位は mm）にセットした．静止

受信アンテナは可動受信アンテナの近くに配置した（本提案手法では，静止ア

ンテナは送信機と受信機のクロック誤差をキャンセルするためだけに使用する

ので，任意の位置に設置可能である）．LCS の全ての軸は，RCS の軸方向と一

致させた．これによって，姿勢センサ（磁気センサ）の出力は磁気偏差の値と

して使用できる．したがって，MCX を無視することができ，磁気コンパスと

磁気偏差による方位誤差はゼロになる． 
実験を 2 種類（以降，実験 A，B と呼ぶ）行った．実験 A では，受信アンテ

ナの回転半径を変え，6 回の計測を行った（30，60，100，150，200，250（単

 
図 4.3 実験セットアップ 
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位は全て mm））．受信機位置（測定位置）は RCS で，(－2000, 0, －973)に固

定した．実験 B では，回転半径を 250mm に固定し，x 軸上の受信機位置を変

え，同じく 6 回の計測を行った（0，－1000，－2000，－3000，－4000，－

5000（単位は全て mm））．（以降，位置ではなく X-Y 平面上の送受信機アンテ

ナ間距離を表すため，受信機座標のマイナス記号は省いて記述する．）各計測で，

アンテナは交互に時計回り，反時計回りに 360 度回転する動作を 10 回繰り返

した．回転速度は 4 rpm，回転加速度は 4 rpm/s に設定した．これら回転速度，

加速度は動作時間に対して良い精度を記録できるよう，探索的・経験的に決定

した． 

4.3.4 実験結果 

実験 A，B それぞれの計測において，RCS 座標系における受信機の X-Y 平

面上の二次元位置を推定した．図 4.5 と図 4.6 はそれぞれ実験 A と B の結果を

表している．縦軸の誤差 Exy は，次のように計算される：Exy = �Ex2 + Ey2，こ

こで Exと Eyはそれぞれ X 座標，Y 座標の誤差を表している．グラフ上の大き

な点は，10 回の全ての往復動作から取得した観測値をもとに推定した測位誤差

 

 
図 4.4 実験セットアップの外観 
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であり，小さな点は各往復動作での測位誤差である．グラフに見られるように，

測位誤差と分散は，回転半径が減少すると共に，また距離が増加すると共に大

きくなっている．図 4.5 が示すように，回転半径 100，200mm のようなイレ

ギュラーなケースも観測された．各実験 A，B での大きな点の中で，最も小さ

な測位誤差は，それぞれ回転半径 250mm での 91.3mm と，距離 0mm（送信

機の真下）での 29.2mm であった．実験 A，B の各計測において発生したサイ

クルスリップ（マルチパスフェージング等の影響で電波が正しく取得できず位

相が飛んでしまう現象）の数をそれぞれ表 4.1 および表 4.2 に示す． 
 

 
図 4.5 実験 A における各計測での測位誤差 

 

 
図 4.6 実験 B における各計測での測位誤差 
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4.3.5 考察 

図 4.5 において，半径 100，200 mm の条件ではイレギュラーな数値が観測

された．この数値の原因を特定するべく，観測したデルタスードレンジと可動

受信アンテナの位置の関係を図 4.7 に示した．この図の 250，150 mm（誤差

表 4.1 実験 A におけるサイクルスリップ発生数  
回転半径（mm） 30 60 100 150 200 250 
サイクルスリップ発生数 0 0 8 0 19 1 

 
表 4.2 実験 B におけるサイクルスリップ発生数  

距離（mm） 0 1000 2000 3000 4000 5000 
サイクルスリップ発生数 0 0 1 1 0 16 
 

 
図 4.7 デルタスードレンジの計測値と可動アンテナ位置の y 軸成分の関係 
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が少ない条件）と 200，100 mm（比較的誤差の大きい条件）の結果を比較し

た．このグラフの縦軸は計測したデルタスードレンジであり，横軸は可動受信

アンテナの RCS における位置の Y 軸成分である（図 4.3 参照）．デルタスード

レンジの絶対値は，受信機が送信機の視線方向に移動している時に最大になり，

視線方向と垂直に移動している時はゼロになるはずである．よって，デルタス

ードレンジはアンテナの位置の Y 軸成分に，強い正と負の相関関係があるはず

である．図 4.7 を見るに，回転半径が 200 mm の時，特に図の右手側では，相

関関係が成立していない．回転半径が 100 mm の時は，不規則なプロットが何

点か確認できる．表 4.1 記載のサイクルスリップの発生数を考慮すると，回転

半径 200，100 mm の時は信号受信条件が劣悪だったと言うことができる．例

えば，直接波を取得できないときは，一時的に反射波の信号を取得するような

ことが起きていたものと考えられる． 
回転半径 200，100 mm は GPS／IMES の L1 帯波長（190 mm），またはそ

の半波長と近い数値ではあるが，サイクルスリップが頻繁に起きていたことに

特別な理由はない．サイクルスリップは，第 1 章や第 2 章で見てきたように，

基本的にマルチパスフェージングなどにより信号強度が弱くなっている場所に

おいて生じる．他の場所で何回か実験を行ったが，サイクルスリップが発生す

る傾向はこの実験と異なっていた． 
4.3.1 項で述べたように，基本ドップラー測位では，RCS 座標系に対する受

信機の方位を取得するためには磁気コンパス（姿勢センサに含まれている）の

出力と，磁気偏差の値を使用する必要がある．しかし，上述した実験において

は，方位誤差は LCS 座標系の全ての軸の方向を RCS 座標系に合わせる事で，

無視することができた．屋内で磁気コンパスを用いることは，環境に存在する

磁性体や電子機器の影響を受けるため，この条件は明らかに実用的ではない．

例えば，我々のグループが実施した室内環境における磁気コンパスの精度検証

実験では，電力線などの影響で最大で 180°の計測誤差が生じる場所も存在し

た[86]．そこで次節では，姿勢センサから取得する 3 軸の姿勢のうち，方位に

関しては位置と同時に推定する「ドップラー位置方位推定」手法を提案する． 
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4.3.6 アンテナ回転速度の評価 

本システム構成において，回転速度が測位精度に影響を与えることは容易に

想像できる．ドップラー位置方位推定手法を解説する前に，本項において，回

転速度が測位精度に与える影響を調査した結果を報告する． 
まず，図 4.8 に示すような新しい回転式可動アンテナユニットを開発した．

これは，図 4.2 に示す旧来型とは異なり，回転速度を 1～720 deg/s まで変更可

能なものになっている．アンテナ回転半径は 200 mm とし，実験における送信

 
図 4.8 回転式可動アンテナユニット ver. 2 
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図 4.9 回転速度と測位誤差と往復時間の関係 
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機の高さや受信機の位置は，図 4.3 に示すものと同一に設定した．そして回転

速度を，1, 2, 3, 6, 18, 30, 60, 90, 120, 150, および 180 deg/s と変化させ，ド

ップラー測位に使用するデータを取得した．各計測においては，受信アンテナ

を 360 度時計回り・反時計回りに 10 往復回転させ，各往復運動において位置

を計算した（つまり各計測で 10 の測位結果を得た）． 
各回転速度において10個の測位結果を平均したものを図4.9にプロットした．

同図にはアンテナが一往復に要する時間も併せてプロットしてある．図から分

かるように，回転速度が小さい時と大きい時に測位誤差が大きく，回転速度が

10 deg/s 前後の時に最小になっていることが分かる．回転速度が小さい時に測

位誤差が大きくなった原因としては，アンテナの移動から生じたドップラー変

化が小さく，ドップラー観測値のランダム誤差の中に埋もれてしまったからと

考えられる．一方，回転速度が大きい時に誤差が大きかった原因は以下のよう

に推察される．アンテナを回転させると，その軌跡は円形になるが，ドップラ

ー測位の計算の中で用いるアンテナ速度の項は円弧を近似して直線上になる．

従って，受信機のサンプリングレートと比較し回転速度を十分に上げた時に，

直線近似の影響が大きくなり，誤差が増大したものと考えられる． 
経験的には，受信機が一往復する間にデータを収集し測位を行えば，十分な

測位精度が得られることが分かっている．図 4.9 から分かるように，一往復に

要する時間と測位誤差には明確なトレードオフがある．4.3.3 項で紹介した実験

においては，トライ＆エラーによって 4rpm（24 deg/s）という回転速度を使用

したが，図を見る限りそれなりに妥当な値であったと言える．ただし，最適な

回転速度は，回転半径や受信機のサンプリングレート，アプリケーションによ

って変わってくるため，それらに応じて決める必要がある． 

4.4 ドップラー位置方位推定 

4.3 節において説明した基本ドップラー測位は，磁気コンパスを用いるため，

深刻な方位誤差をもたらし，それが大きな位置誤差に繋がるというリスクがあ

った．それを回避するため，本節では，2 つ以上の送信機を用いて受信機の位

置と方位を同時に推定する「ドップラー位置方位推定」手法を提案する． 

4.4.1 測位手法の概要 

ドップラー姿勢推定手法の概要を図 4.10 に示す．ここで紹介する手法は，前

節で述べた基本ドップラー測位手法を基礎としているが，セットアップとして

は以下の違いがある． 
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 推定に 2 つ以上の送信機を用いる． 
 磁気コンパスと磁気偏差情報を必要としない． 
 地磁気座標系を使用しない． 

位置方位推定の手順は基本ドップラー測位と同様に，アンテナを回転させるこ

とで生じたドップラー変化と姿勢センサから取得した重力方向に対する傾き

（2 軸）から観測方程式を立て，それを非線形最小二乗法で解くことで位置と

方位を推定する．ドップラー位置方位推定の観測方程式を以下に示す． 
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ここで， kd は送信機 k に対するデルタスードレンジ， l
r R は LCS から RCS に

変換する回転行列， a
l v は LCS における移動受信アンテナの速度， k

tr  は IMES
送信機 k の位置， a

l r  は LCS における移動受信アンテナの位置，ruは推定され

るべき受信機の位置，および k
dε はデルタスードレンジの測定誤差を表す． 

また，C と S はそれぞれコサインとサインを表し，θは推定すべき方位を表す．

φとψは姿勢センサ（加速度センサ）から取得する受信機の傾きである．アル

 
図 4.10 ドップラー位置方位推定の概念図 
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ゴリズムの詳細は付録 C.2.2 を参照のこと． 

4.4.2 位置方位推定実験 

提案した位置方位推定手法を評価するため，2 つの同一の実験を異なる場所

（研究室と会議室）において実施した．特に 2 つの送信機の距離に応じて位置

および方位の推定精度がどのように変化するか調査した．使用したデバイスと

しては，図 4.2 で紹介した受信モジュールと，図 4.8 で紹介した回転式可動ア

ンテナユニットを用いた． 

A）実験セットアップと手順 

図 4.11 と図 4.12 に実験のセットアップと実験場所の外観を示す．研究室と

会議室における実験ともに，受信機位置（LCS の中心）を（0, 0, －974）とし

た（単位は mm）．また，受信機の姿勢（傾き・方位）を RCS のそれに一致す

るように設置した（こうすることで，推定方位の誤差を評価することが可能に

なる）．受信機の位置と姿勢は実験を通して一定とした．また，2 つの送信アン

テナは，X 軸上の高さ 2268～2405 mm の位置に，受信機から等距離になるよ

うにセットした．アンテナ高さがある範囲をとっている理由としては，受信状

態を良好にするため，パッチアンテナの正面を常に受信機に向けるようにした

からである． 
実験手順としては以下のようにした．まず，送信機間隔を 10 パターン(100, 

250, 500, 1000, 1500, 2000, 2500, 3000, 3500. 4000 mm)変化させ，それぞれ

 
図 4.11 実験セットアップ 
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においてデルタスードレンジやアンテナ移動速度，受信機傾きなど，ドップラ

ー位置方位推定に必要な観測値を取得した．各計測において，受信機を 360 度

時計回り・反時計回りに 10 往復，4 rpm で回転させた．そして，各往復およ

び 10 往復まとめた形で位置と方位を計算した．回転の最中にサイクルスリッ

プが起こった場合は，一旦回転を止め，10 度ずつのステップ回転モードに移行

し，再び電波を取得した際に連続回転モードに移行するように制御を行った． 

B）実験結果 

各実験場所の各送信機間隔において，X-Y 平面上の測位誤差 Exy を

Exy = �Ex2 + Ey2 の式を用いて計算した（Exと Eyはそれぞれ X 方向，Y 方向の

誤差を表している）．図 4.14 はそれをプロットしたグラフである．青い×型の

プロットは各往復における推定誤差を示しており，赤い菱型のプロットは 10
往復のデータをまとめて位置推定した際の誤差を示している．図より，送信機

設置間隔が 3,000 mm 以下の時に，センチメートル～デシメートルレベルの測

位精度を実現できていることが分かる．また，設置間隔が大きくなるにつれて，

往復ごとの測位結果のばらつきが大きくなっていることが分かる．特に会議室

における 3,000 mm 以上のケースでは，ばらつきと 10 往復の誤差ともに，研

究室の同条件のケースと比較して非常に大きくなっている． 

 
図 4.12 実験場所外観 
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図 4.13 は方位推定誤差をプロットしたものである．実験室，会議室ともに，

いくつかのケースにおいて，数度レベルの推定精度を達成していることが見て

取れる．送信機設置間隔が 100 mm と 250 mm の時は，他の条件の時と比べ方

位誤差が非常に大きくなっていることが分かる．また，会議室における 3,000 
mm から 4,000 mm のケースでは，位置推定結果同様に，研究室の同じ条件の

場合と比較し方位誤差が大きくなっている． 

4.4.3 考察 

2 つの場所における実験ともに，比較的良好な実験条件（今回の場合送信機

 
図 4.14 各実験場所・各送信機設置間隔における位置推定誤差 
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図 4.13 各実験場所・各送信機設置間隔における方位推定誤差 
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設置間隔が 500～3,000 mm）において，センチメートルからデシメートルレベ

ルの位置推定精度と数度レベルの方位推定精度が得られた．しかし，一方で，

位置と方位の推定精度が劣化する実験条件も存在した．これには 2 つの理由が

考えられる． 
まず，最初の理由は，サイクルスリップの発生である．会議室において送信

機間隔が 3,000 mm 以上の時に，表 4.3 に示すように研究室の同じ条件の場合

と比較して，多数のサイクルスリップが生じていた．これは 4.3 節における実

験でも同様の現象が見られたが，受信機と送信機の距離が離れると，反射波（マ

ルチパス信号）と直接波の干渉が起こりやすくなり，サイクルスリップの発生

数が増加するものと考えられる． 
もう一つの理由は，送信機・受信機間の幾何学関係の悪化による精度の劣化

である．図 4.14，特にサイクルスリップの発生数が少ない研究室のケースに見

られるように，送信機間隔が大きくなると往復ごとの位置推定のばらつきが大

きくなった．これは直感的に次のように説明できる．送信機・受信機間距離が

長くなると，送信機からの見た受信アンテナの円状の回転軌跡が小さくなり，

最終的には点になってしまう．その場合，受信アンテナの回転軌跡の空間情報

が失われてしまうため，精度が劣化する．また，図 4.13 に見られるように，研

究室，会議室ともに，送信機設置間隔が小さい時に方位誤差が大きくなった．

これも，上述した送受信機間の距離が長くなるケースと同様の考え方で，送信

機設置間隔が小さくなればなるほど，受信機からの見ためとして 2 つの送信機

は点に近づき，最終的に 1 点に収斂した時，受信機としては方位を知る手がか

りを完全に失ってしまう．これが，送信機設置間隔が小さい時に方位誤差が増

大した原因である．このような送受信機間の幾何学関係による精度の劣化（な

いし観測誤差の測位誤差への写像）は，精度劣化指数として定式化することが

でき，付録 C に掲載している． 

4.4.4 初期値収束分析 

4.4.1 項で述べたように，位置方位推定は観測方程式を非線形最小二乗法で解

くことによって行われる．これは基本ドップラー測位においても同様であるが，

ドップラー位置方位推定では，観測方程式内の回転行列における方位を解かな

ければならないため，非線形性が非常に高くなっている．そのため，非線形最

小二乗法における繰り返し計算の初期値に対する解収束の鋭敏性が高く，不適

表 4.3 実験におけるサイクルスリップ発生数  
送信機間隔 100 250 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 
研究室 0 0 0 0 0 0 0 1 0 7 
会議室 0 3 0 0 0 0 0 28 21 28 
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切な初期値では解が収束しないこともあり得る．そこで本節では，どのような

初期値をとれば解が収束するのか調査を行った． 
前節の研究室と同じ実験環境において，2 つの異なるセットアップにおいて

実験を行った．一つは，受信機を X-Y 平面の原点に方位 0 度で配置し，もう一

方は受信機位置を（－50 mm, －150 mm）とし，方位 0 度として配置した．

また，送信アンテナ間隔は 2,000 mm とし，それ以外の条件は上述した実験と

等しくし，測位計算に必要なデルタスードレンジ観測値を取得した． 
測位計算における非線形最小二乗法の初期値（x0, y0, θ0）をそれぞれ 500 

mm，500 mm，60 度ずつ変化させながら，－3000≦x0≦3000 mm，－3000
≦y0≦3000 mm，－180≦θ0≦180 度の範囲において位置推定を行った．各推

定においては，非線形最小二乗法の繰り返し計算を 10 回終えた値が，実際の

受信機の位置方位を初期値に与えて計算した値に十分近かった時，適切な解が

得られたと見なした．ここで，十分近いとは，X 方向・Y 方向の誤差が±10 mm，

方位誤差が±1 度以内に入っていることを意味する．実際の受信機の位置方位

を初期値に与えて推定した位置（X, Y）と方位は，受信機を原点に設置した場

 
図 4.15 初期値収束結果 

horizontal axis: y-axis (mm) vertical axis: x-axis (mm): receiver position : transmitter antenna position
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(deg)180:0 −θ (deg)120:0 −θ

(deg)60:0 −θ (deg)0:0θ

(deg)60:0θ (deg)120:0θ

receiver position: (0, 0) receiver position: (-50, -1500)
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合で，（x, y, θ）＝（33.3 mm, 0.9 mm, －0.99°），受信機が X=－500 mm，

Y=－1500 mm の位置にあった場合で，（x, y, θ）＝（－464.9 mm, －1277.9 
mm, －1.5°）であった． 
初期値の収束の様子を図 4.15 に示す．図中の赤色と青色の点は，それぞれ受

信機位置と送信機位置を示している．緑色のエリアは適切な値に収束した初期

値を示している．本実験においては，非線形最小二乗法で解が得られた時はす

べて適切な値に収束した．図中のグレーのエリアは，最小二乗法内の逆行列が

計算できず，解そのものが得られなったケースである．つまり，ローカルミニ

マムのような非最適解に収束することはなかった．図を見る限り，解が得られ

た緑色のエリアは分断されていることも多く（これは観測方程式の非線形性の

ためであるが），正しい初期値を見つけることが難しいようにも思える．しかし

ながら，解が得られた時（非線形最小二乗法の逆行列解けた時）は基本的に適

切な位置と方位が得られているので，適切な解が得られるまで何度か初期値を

変えながら推定を行えば，実時間で解を得ることは十分可能である． 

4.5 RTKドップラー位置方位推定 

前節で述べたドップラー姿勢推定の主な欠点は，リアルタイム（エポックご

との測位），または受信機自身が移動しながら推定することができない点である．

これは，位置推定に後処理で非線形最小二乗法を用いていることが原因である．

本節では，ドップラー位置方位推定を改良し，リアルタイムかつ受信機プラッ

トフォーム（受信機を搭載したロボットなど）が移動しながらの推定を可能と

する「リアルタイム・キネマティック・ドップラー位置方位推定」（RTK ドッ

プラー位置方位推定）を提案する．この提案手法を評価するために，一般的な

移動ロボットを用いて位置方位推定実験を行う． 
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4.5.1 測位手法の概要 

RTK ドップラー位置方位推定の概要図を図 4.16 に示す．位置方位推定理論

は基本的に前節で述べた手法に基づいているが，以下の点で異なっている． 
 ドップラーシフトが受信アンテナの移動のみによって生成されるのでな

く，受信機プラットフォーム（ロボットや車両）の移動によっても生成

される． 
 測位理論を一般化し，移動アンテナと静止アンテナの区別をなくしてい

る． 
 位置方位推定に受信機プラットフォームの移動速度と回転速度が必要で

ある（これらはロボットの車輪エンコーダか他の速度センサから取得す

る）． 
 リアルタイムに各エポックの受信機位置と方位が推定される． 
 受信機プラットフォームが移動している間，受信機位置と方位が推定さ

れる． 
観測値（デルタスードレンジ）取得のプロセスは 4.3節や 4.4節と同様であ

るが，観測方程式は複数の受信アンテナと送信アンテナ，ロボットの移動を考

慮するためより複雑になっている．観測方程式を以下に示す． 

 
図 4.16 RTK ドップラー位置方位推定の概念図 
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ここで
k
jd ， k

id はそれぞれ送信アンテナ k に対する受信アンテナ j と受信アンテ

ナ i のデルタスードレンジ（単位時間あたりの距離変化）， l
r R は LCS から RCS

に変換する回転行列， )( ja
l v は LCS における受信アンテナ j の速度（アンテナ

の回転と受信プラットフォームの移動速度が加味される）， k
tr は RCS における

送信アンテナ k の位置， )( ja
l r は LCS における受信アンテナ j の位置， ur は推

定すべき受信機の位置，および k
dε はデルタスードレンジの測定誤差を表す． 

RTK ドップラー位置方位推定において，受信機プラットフォームそのものが

移動する都合上，非線形最小二乗法を適用することができない．そこで，動的

システムの状態推定器である拡張カルマンフィルタを用い，位置と方位を推定

する．これは第 3 章において，搬送波ノイズ比観測値を用いた三辺測量と車輪

エンコーダ値を用いたデッドレコニングを組み合わせたように，ドップラー観

測値によるドップラー位置方位推定とロボットのデッドレコニングを組み合わ

せる役割を果たす．具体的なアルゴリズムは付録 C.2.3 を参照のこと． 

4.5.2 位置方位推定実験 

提案手法を 2 輪駆動型のロボットの位置方位推定に適用し，二次元平面を直

線運動や回転運動をさせながら走行するロボットの位置方位推定精度を評価し

た．実験の外観を図 4.17 に，実験のセットアップを図 4.18 にそれぞれ示す．

ロボットには Willow Garage 社の TurtleBot を使用した．2 つの車輪が独立し

て動き，回転軸がロボットの中心にあるため，位置を変えることなく回転する

ことができる．図 4.18 にこの実験におけるロボットの移動経路を示しているが，

#1 をスタート地点とし，#2 から#8 と番号づけた位置をサブゴール，#9 は最終

ゴールとしている． 
RTK 姿勢推定のためのデータ取得手順は以下の通りとした．まず，移動ロボ

ットを X-Y 平面における（1000, 1000）の位置に設置し，ロボットが静止状態

のまま受信アンテナを時計回り・反時計回りに 360 度交互に回転させ，この往

復運動を 3 回繰り返す．3 回の往復運動の後，直ちにロボットが 100 mm/s で

移動し始める．ロボットは前進し，#3，#4，#6，#7 で方向を転換することで

ゴールに到達する．動作の最中，受信アンテナは回転し続けることとする．ロ
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ボットがゴールに到達した後，ロボットが静止したまま受信アンテナはさらに

3 回の往復運動を行い，計測が終了する．各サブゴールにて，ロボットは 3 秒

間停止し，その間に実験者がロボットの実際の位置を床にマーキングする．ロ

ボットがサブゴールに到達したかどうかの判断材料には，車輪のエンコーダの

みを使用する．従って，実際にロボットが止まった位置は真のサブゴールとは

異なっている（つまりデッドレコニング）．このプロセスの間，ドップラー姿勢

推定のためのデータが取得される． 
データの取得が完了した後，各エポックでのロボットの 2 次元位置と方位を，

拡張カルマンフィルタを使用し，オフラインで推定した．ここでオフライン処

理を行った理由は，パラメータを様々に変更して推定可能だからであり，リア

ルタイムでの推定も当然ながら可能である．カルマンフィルタの観測誤差の共

分散は 16.4（デルタスードレンジ観測誤差標準偏差 4.05 mm の二乗）と設定

し，カルマンフィルタの予測誤差の共分散は，X 座標と Y 座標に関し，それぞ

れ 1（1 エポック（0.5 秒間）で 1 mm 誤差が生じることを想定）を設定した．

そして，方位予測誤差の共分散（以後，Q22とも表す）を，それぞれ 0，0.00001
（1 エポックで 0.001 ラジアンの誤差が生じることを想定），0.001 の 3 つのケ

ースについてカルマンフィルタ処理を行い，推定結果を比較した． 

 
図 4.17 ロボットを用いた位置方位推定実験の外観 

transmitter
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movable antenna unit

mobile robotX

Y



86 
 

実験結果を図 4.19 に示す．図中の Q22が方位予測誤差の共分散，赤色のライ

ンが推定位置，黒色のラインが実際の位置を示している．ロボット移動開始前

の受信アンテナの 3 往復過程により，カルマンフィルタ初期位置であるフィー

ルド中心から#1 のスタート地点まで推定値が収束していることが見て取れる．

方位予測誤差の共分散が 0 の時は他の 2 つのケースと比較し，推定位置がデッ

ドレコニングの軌跡に沿う傾向があることが分かる．一方，共分散が 0.001 の

時は，推定位置はデッドレコニングの軌跡とは大きく異なり，実際の移動軌跡

の小さな曲線（#4―#6，#7―#9）に追従しているように見える．共分散が

0.00001 の時は，他 2 つのケースの中間の性質を持っていると推察される．全

ての平均推定誤差は，共分散が 0 の時に 116 mm，0.00001 の時に 99 mm，0.001
の時は 181 mm であった． 

4.5.3 考察 

実験結果より，位置方位推定は方位予測誤差の共分散の値に敏感であったこ

とが分かる（実際は位置予測誤差の共分散にも敏感だが，この値は予備実験等

で導きやすいため今回は問題としていない）．共分散が 0 の時，位置方位推定

精度はデッドレコニングの性能に強く依存する．一方，共分散が大きいとき，

推定軌跡は実際の軌跡に追従するようになるが，推定誤差は増加する．したが

って，共分散はロボットと床面の滑りの状況を十分に考慮して設定しなければ

 
図 4.18 ロボットを用いた位置方位推定実験のセットアップ 
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ならない． 
方位予測誤差共分散の値が 0，または 0.00001 の時，推定位置はサブゴール

#5 までの間，実際のパスを正確に推定していた．これは，ロボットが動作し始

める前（静的条件での姿勢推定）にロボットの位置と方位が適切な値に収束し

たことと，サブゴール#5 まで大きなスリップが起きなかったことに起因する．

動作中，一貫して正確な姿勢推定を行うためには，何らかのナビゲーション戦

略が必要である．例えば，実際の観測値と予測値の差が，数エポックの間増加

するような時，ロボットを停止させて，姿勢推定のプロセスを初期化するなど

の方法が考えられる． 

 
図 4.19 位置推定実験結果 
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4.6 本章のまとめ 

本章では，IMES の高精度化手法の一つとして実施してきたドップラー測位

の方法論と検証結果について解説した．まず，すべてのドップラー測位の基礎

となる「基本ドップラー測位」において，回転半径や回転速度，送受信機の位

置関係が測位精度にどのような影響を及ぼすか実験的に調査した．そして，方

位も同時に推定するドップラー位置方位推定を提案し，送信機設置間隔と位置

方位推定精度の関係の検証と，非線形最小二乗法の初期値収束性能について調

査した．最後に位置方位推定をリアルタイムかつ受信機プラットフォームが移

動しながら行うことができる RTK ドップラー位置方位推定を提案し，その測

位精度を評価した．本章全体を通して，ドップラー測位はセンチメートルから

デシメートルレベルの測位精度を達成可能であることを示した．本章冒頭でロ

ボットナビゲーションへの応用が期待できると述べたが，ドップラー測位に使

用される受信機は機械要素を用いているため，ロボットとの親和性は高いと言

える． 
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第5章 搬送波を用いた双曲線測位 

5.1 まえがき 

前章で述べたドップラー位置方位推定において，条件に応じてセンチメート

ルからデシメートルレベルの測位精度と数度程度の方位推定精度を達成したが，

ドップラー変化を引き起こすための特殊なデバイスや姿勢センサが必要になり，

普及の際の障害になる可能性がある．そこで本章では，送信機を工夫すること

で既存の受信機ハードウェアが使用可能な測位手法として，搬送波を用いた双

曲線測位を提案する．本手法は，IMES の高精度化手法の一つとして，ドップ

ラー測位同等のセンチメートルからデシメートルレベルの測位精度を目指すも

のである．そのため，基本的にはロボットナビゲーションへの応用を想定する

ものであるが，特殊な受信機を必要としないことから，人に対するサービスに

用いることも十分可能であると考える．本章ではまず，基礎的な 2 次元測位の

方法論とその評価実験について述べ，それらを 3 次元測位に拡張する方法に関

して説明する． 

5.2 関連研究 

双曲線測位はマルチラテレーションとも呼ばれ，一般的な測位手法として確

立している（例えば，[87][88]）．図 5.1 に双曲線測位の概念を示す．2 つの送

信機から送信される電波の到達時間差が観測できるならば，受信機位置は描か

れた双曲線の線上に存在することになる．そして，送信機が 3 つ以上ある条件

では，2 つ以上の双曲線の交点が受信機位置として推定される．双曲線測位は

電波の到達時間差を利用することから，絶対時刻を必要としないという特徴を

持つ測位方法である． 
双曲線測位の実運用の歴史は長く，例えばロラン C と呼ばれる双曲線航法シ

ステムは 1970年代～2000年代にかけて民間用の海上航法として主に北半球を

覆域として使用されていた．一方，オメガと呼ばれる航法システムは 1970 年

代～1990 年代に世界全体を覆域としていた[3]．このオメガの測位方法は信号
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の到達時間差を測定するのではなく，信号間の位相差を測定するもので，本章

で提案する測位手法はこの方法に基づくものである． 
双曲線測位で高精度測位を実現させるためには，基本的に，受信アンテナの

周りを囲うように送信アンテナを設置しなければならない．しかしながら，こ

の条件をスードライトや IMES などの屋内測位に当てはめる場合，1.3.2 項で

述べた遠近問題や整数不定性決定問題，および送信機関の同期の問題などが生

じ，屋外ほど容易ではない．詳細は次節で示すが，本提案手法では，複数の送

信アンテナをアンテナアレイ状に近接配置させることで，これらの問題を回避

している．このようなアンテナを近接させる方法は一般的に送信アンテナの方

向探知に使われるが[89]～[91]，位置推定に使われるものではない．本提案手

法は，IMES の仕様に基づき位置測定用の近接アンテナを提案するところが，

他の手法と大きく異なる点である． 

5.3 測位手法の概要 

図 5.2 に搬送波を用いた双曲線測位システムの概略を示す．図に示すように，

多チャンネル IMESに接続されたアンテナをGPS／IMESの搬送波の半波長分

の間隔（95mm）で配置する（以降，近接配置アンテナアレイと呼ぶ）．それぞ

れのアンテナは異なる C/A コード（信号を区別するコード）と航法メッセージ

（ID やアンテナ座標が含まれているメッセージ）を変調し，搬送波に乗せて送

 
図 5.1 双曲線測位の概念図 
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信している．アンテナから送信される搬送波は一つの位相同期回路（PLL）に

よって生成されているため，波長は全て等しくなる．これにより，受信機が得

る搬送波の各チャンネル間の位相差が等しい限り，受信機位置は一定になり，

また受信機位置が変化した際には位相差が変動するといった情報が得られる．

提案する搬送波位相差測位では，このように位相差を用いることで受信機位置

を推定する． 
このような近接配置アンテナアレイの構成をとれば，前節で述べたように，

1.3.2 項で紹介した遠近問題や整数不定性決定問題，および送信機関の同期の問

題などを回避できる．まず，遠近問題に関しては，そもそも送信アンテナ間の

距離が近いため生じない．また，測位時の最大位相差が半波長になるようアン

テナを配置しているため，搬送波における整数部分の差は常に 0 になり，整数

不確定性決定の問題を考慮せずにすむ．加えて，一つの PLL を共有するだけで

同期が可能になるため，同期の問題も回避できる．このように近接配置アンテ

ナアレイを用いた双曲線測位にはスードライトが抱えていた問題点を解決でき

る利点を持つ． 
測位の手順としても前章のドップラー測位と比較して単純である．まず受信

機の搬送波出力値のチャネルごとの差分を，それらに対応する送信アンテナ・

受信機間距離の差分としてモデル化する観測方程式を立てる．それを送信アン

テナの組み合わせ分だけ得て，非線形最小二乗法を用いて解くことで受信機位

 
図 5.2 搬送波を用いた双曲線測位システムの概略図 



92 
 

置を得ることができる．観測方程式を以下に示す． 
lk

ut
k

ut
llk

λφελφ +−−−= rrrr  (5.1) 

ここで，λは搬送波の波長（190 mm），
lkφ は受信機から出力された送信アン

テナ l に対応する搬送波と送信アンテナ k に対応する搬送波の差分（搬送波位

相差）， t
lr ， t

kr はそれぞれ送信アンテナ l と k の位置， ur は解くべき受信機の

位置，
lk
λφε はランダム誤差をそれぞれ示している．アルゴリズムの詳細は付録

C.3 に示す． 

5.4 2次元測位実験 

5.4.1 実験装置 

 
図 5.4 受信モジュールと受信アンテナ 

(a) receiver module (b) receiver antenna

 
図 5.3 3ch 送信機と近接配置アンテナアレイ 

(a) three-channel IMES (b) transmitter antenna array

code generator
(FPGA)

divider
RF output (PLL)

mixers

band-pass filters
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多チャンネル IMES の試作機として開発した 3ch 送信機を図 5.3a に示す．

内部の接続構造は図 5.2 に示した搬送波位相差測位の概略図とほとんど同一で

ある．PLL によって作成された GPS の L1 搬送波（1575.42MHz）が 3 つに

分配され，FPGA（Field-programmable gate array）によって作られたデジタ

ル信号（1.023MHz の C/A コードと 50bps の航法メッセージ）によりそれぞれ

の信号を変調する．同一の PLL を用いているため波長が等しくなり，送信機の

電源を入れ直しても受信機によって取得される搬送波の位相差は常に一定であ

る．実験時には，この 3ch 送信機を図 5.3b に示す 3 つのアンテナから成る 3ch
アンテナアレイに接続した．このアンテナアレイにはパッチアンテナ（PA175-S 
of Allis Communications Co.）を互いに 95.15mm，つまり GPS の L1 搬送波

の半波長の間隔で配置している．また受信機としては，IMES の信号を受信で

きるように修正されたファームウェアを NovAtel 社製の SuperStar IITMに組

み込んだ（図 5.4a）．そして，受信アンテナを床面からのマルチパスの影響を

回避するために直径 200 mm のグランドプレーンの上に配置した（図 5.4b）． 

5.4.2 実験手順 

提案した搬送波を用いた双曲線測位の 2 次元測位評価のために，会議室と廊

下という異なる場所において，同様のセットアップで測位実験を行った（図

 
図 5.5 双曲線測位の実験フィールドとセットアップ 
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X
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IMES antennas
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5.5）．図 5.6 に搬送波位相差の計測点と 4 m 四方の座標系を与えた IMES アン

テナの位置を示す．図にあるように，X 軸と Y 軸上で 500 mm 間隔，それ以外

の場所ではグリッド状に 1,000 mm 間隔の計 33 点で計測を行った．アンテナ

アレイは，円形の板に描かれた一辺 95.15mm（搬送波の半波長）の正三角形

の頂点に#1，#2，#3 の 3 つのパッチアンテナを配置した形にした．そしてそ

の描かれた三角形の重心が座標系の原点の真上に，アンテナ#1 が X 軸上にな

るように，アンテナアレイを正確に配置した．この座標系の原点を以下，単に

「原点」と呼ぶ．アンテナアレイの傾きを水平方向 0 度に調整した．アンテナ

アレイの高さは会議室で 2,832 mm，廊下で 2,546 mm に設置し，受信アンテ

ナの高さを両方の場所で 944mm とした． 
原点では受信アンテナとアンテナアレイ上のすべての送信アンテナの距離が

等しくなるため，各アンテナ同士の搬送波位相差をゼロにする必要があった．

このため，3ch 送信機の出力部と 3 つの送信アンテナの入力部の間にフェーズ

シフタを挿入し，原点ですべての位相差がゼロになるようにキャリブレーショ

ンを行った．搬送波を各計測点で 60 秒間，2 Hz の受信機のサンプリングレー

トで 120 エポック（1 分間）観測した．33 全ての計測点での計測を終えた後，

受信アンテナの 2 次元的な位置を，式(5.1)を非線形最小二乗法で解くことで推

定した（詳細は付録 C.3 を参照）． 

 
図 5.6 各実験フィールドにおける搬送波位相計測点 
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5.4.3 実験結果 

会議室と廊下での測位結果を X-Y 平面上にプロットしたものを図 5.7a，b に

それぞれ示す．黒く塗られた点は位置推定ができた場所を表し，白抜きの点は，

位置推定ができなかった場所を表している．これは，位置推定に必要な 3 つの

搬送波位相差（式(5.1)における∅21，∅32，∅13）のうち少なくとも 1 つを受信

できず，位置推定ができなかったためである．また，黒い矢印は推定位置と真

の位置との位置関係を表している．これらの図より，測位精度は原点周辺が比

較的良いが，原点から距離が離れると測位精度が低下することが分かる．また，

図の黒い矢印からわかるように，各測位点で起こる測位誤差は同じ方向にずれ

るわけではなく，誤差が起こる方向は不規則であることが分かる． 
図 5.7 に示した測位誤差を図 5.8 にまとめる．その手順として，まず，各実

験フィールドの各計測点，各エポックに対し X 座標，Y 座標の測位誤差（Ex ，

Ey）を算出し，Exy = �Ex2 + Ey2 の式を用いて X-Y 平面上の測位誤差 Exyを計算

した．そして，各実験フィールドの各計測点において誤差の平均と推定位置の

標準偏差を算出した．横軸に送信機直下からの水平距離をとり，縦軸に誤差平

均をとったものを図 5.8a に，縦軸に標準偏差をとったものを図 5.8b にそれぞ

れ示した．それぞれの図には誤差の理論値が同時に描かれているが，この理論

値は以下のように計算した．まず平均誤差に関しては，送信機等のセットアッ

プ時の偏りがないものと仮定し，理論誤差をゼロとした（これは理想値とも言

うことができる）．標準偏差に関しては，搬送波位相差観測値の誤差が位置誤差

に変換されて現れるものであることから，予備実験にて判明している 1.04 mm

 
図 5.7 各実験フィールドにおける測位結果 

(a) meeting room (b) corridor
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の搬送波位相差観測値の標準偏差（距離換算）に付録 C.5 で解説している精度

劣化指数を乗算することで理論値を算出した． 
図 5.8 の両方のグラフを見ると，計測点が原点から離れるにつれて，平均誤

差および標準偏差ともに増大していることが分かる（ただし，距離 1,400，2,000 
mm 付近にいつくかの例外が存在する）．このような例外を除けば，図 5.8b に

示される測位結果の標準偏差は，概ね理論値に沿っている．一方で，図 5.8a
に示される平均誤差は，理論値から大きなギャップがあると言っていい．そし

て，図 5.8 の 2 つのグラフを比較すると，約 10 倍のスケールの違いがあるこ

とから，測位結果に大きな影響を及ぼすのは観測値由来の誤差のばらつきでは

なく平均的な誤差（つまりバイアス）であるがことが分かる． 

5.4.4 考察 

平均誤差が理論値から大きく乖離した理由として，2 つの主要な原因が考え

 
図 5.8 測位結果サマリ（平均誤差と標準偏差） 
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られる．まず一つはマルチパスの影響である．実験環境には，網状の天井板や

金属製のパーティションなど，電波を反射する物が多く存在した．送受信機間

の距離が長くなったとき，直接波と反射波の入射角や受信強度が近づくことで，

偶発的にマルチパス電波を受信してしまった可能性がある．図 5.8 の両方の図

を見ると，1,400 mm 付近と 2,000 mm に極端に大きな誤差があり，マルチパ

スの影響があったものと考えられる．また，図 5.7 において，主にフィールド

の外側付近で電波が取得できない計測点が見られた．これは直接波と反射波が

打ち消し合うマルチパス干渉によるものと推察される． 
平均誤差が理論値から大きく乖離したもう一つの要因は，アンテナ位相中心

変動の影響であると考えられる．電波の放射点（位相中心）はアンテナの物理

的な中心とは通常異なっている．また，送受信機間の位置関係に応じて，最大

数 cm 程度変動することが知られている[92]．アンテナ位相中心変動はアンテ

ナの個性によってほぼランダムに起こるため，これにより図 6.7 の黒い矢印の

方向（推定値の真値からバイアスの方向）がランダムであることが説明できる．

また，数 mm のスケールである搬送波位相差観測値のランダム誤差と比べると

大きさに約 10 倍の違いがあるため，図 5.8a と図 5.8b の間でそのスケールに

10 倍の違いあったことに合理的な理由が付けられる． 
マルチパスとアンテナ位相中心変動は，仮想的にアンテナ配置を歪めてしま

っていることと同じ意味になる．つまり，これらは平均誤差のみならず推定値

の標準偏差にも影響を与えてしまう．マルチパスは偶発的に発生するため，防

ぐことは難しいが，アンテナ位相中心変動はアンテナの設計如何で低減できる

可能性がある． 

5.5 3次元測位への拡張 

双曲線測位の測位理論はベクトル計算で定式化されているため，2 次元から

3 次元に拡張することは容易である．ただし，アンテナを近接配置しなけれな

ばらないという制約上，セットアップを再検討しなければならない．そこで本

節では，シミュレーションを用いて適切なセットアップを決定し，それに基づ

き実験を行う． 

5.5.1 3次元測位のシミュレーション 

図 5.2 で示したアンテナアレイは 3 つのアンテナが一つの平面上に配置され

ているため，2 次元測位のみ可能であった．3 次元測位を実現するには，4 つ以

上のアンテナが 3 次元に配置される必要がある．ここでは 2 種類の単純なアン
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テナセットアップについて検討する．一つは，図 5.9 に示される最も単純なア

ンテナ配置（正四面体のアンテナアレイ），もう一つは次に単純と考えられるア

ンテナ配置（2 つの 3 チャンネルアンテナアレイを使用）とする．ここで便宜

上，前者をシングルアレイ，後者をダブルアレイと呼ぶ．シングルアレイでは，

図 5.2 で示したアンテナアレイと同様に，搬送波の半波長である 95.15 mm の

間隔でアンテナを正四面体頂点に配置し，ダブルアレイでは，図 5.2 で示した

アンテナアレイを 2 つ傾けて使用する．ここで，もう一つの単純なアレイ構成

として，2 つのアンテナからなるアンテナアレイを 3 つ用いるトリプルアレイ

も考えられるが，ダブルアレイのケースのほう，ハードウェアを 2 次元測位専

用にも転用できるため，ここでは検討しない．また，ダブルアレイの利点とし

て，2 セットのアレイ同士の同期をとる必要がなく，2 次元測位用の 2 つのシ

ステムを組み合わせるだけでダブルアレイを構成可能なことが挙げられる． 
図 5.9 はまたシミュレーションのセットアップも示している．前節で示した

実験と同様に，計測エリアの大きさは 4,000 mm 四方とし，計測点は 500 mm
グリッドの計 81 点とした．シングルアレイ，ダブルアレイともに，送信アン

テナ高さを 2,500 mm とした．また，ダブルアレイのケースでは，計測点のア

ンテナアレイの正面が計測エリアの中心を向くように 45 度回転させた．2 つの

アンテナアレイの間隔は 3,000 mm としたが，これはビルの入り口や，廊下の

交差点などに取り付けることを想定したためである．また，3,000 mm はアン

テナ高さと比較して決して長い距離であるわけではないので，遠近問題も避け

ることができると考えた． 
シングルアレイ，ダブルアレイそれぞれに対し，前節の図 5.8b において理論

 
図 5.9 シミュレーションセットアップ 

measurement plane
grid: 500-mm square

X

Y

Z

a pair of antenna arrays each with three antennas
height: 2,500 mm, interval: 3,000 mm, inclination: 45 °

single antenna array with four antennas
height: 2,500 mm

1,000 mm

4,000 mm

measurement plane
grid: 500-mm square

X

Y

Z

1,000 mm

4,000 mm

4,000 mm

(a) single array (b) double array

4,000 mm



99 
 

値を算出した方法と同じ手法を用いて，各計測点における 3 次元誤差を算出し

た．その際，搬送波位相差観測値（距離換算）の標準偏差は前節同様 1.04 mm
とした．計算結果を図 5.10 に示す．図を見る限り，シングルアレイを用いた場

合，誤差が極めて大きいことが分かる．一方でダブルアレイを用いた場合は，

100 mm 以下の誤差が緩やかな変化で分布していることが分かる．ここで，前

節で議論したように，アンテナ位相中心変動などの影響により平均誤差（バイ

アス誤差）が標準偏差の 10 倍のスケールで生じるとしたら，図 5.10 に示され

る値は単純に10倍になる（例えばダブルアレイの計測エリア中心で299mm）．

従って，少なくともこのシミュレーションにおいては，ダブルアレイを用いれ

ば，センチメートル～デシメートルレベルの 3 次元測位が可能なことが示され

たと言える． 

5.5.2 実機を用いた 3 次元測位実験 

シミュレーション結果を評価するため，ダブルアレイを想定したデバイスを

実際に開発し，実験を行った．送信機本体としては，9 チャンネルの同期型送

 
図 5.10 3 次元測位誤差 
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信機を，送信アンテナとしては角度が調整可能な 3 チャンネルアンテナアレイ

を開発した．それらを図 5.11 に示す．9 チャンネルの同期型送信機は，9 個の

チャネルすべての搬送波が 1 つの PLL で生成されるため，任意の 3 チャネル

をダブルアレイの一方のアンテナに使用できる（ダブルアレイにおいては，必

ずしも 2 つのアンテナアレイ同士の同期をとる必要はない）．角度を調整可能

なアンテナに関しては，つまみの回転によって 0.01°単位でアンテナの取り付

け角度（重力方向に対する傾き）を 2 軸で調整可能なツールを製作した． 
図 5.12 に示すように，オフィスと教室にダブルアレイを取り付けて 3 次元測

位実験を行った．2 つの場所における実験条件は同一とし，ダブルアレイの間

隔を 3,000 mm，送信アンテナアレイの傾きを 45°，実験フィールドのサイズ

を 3,000 mm 四方とした．計測点は，まず高さ方向に関しては，受信アンテナ

の高さを床面からでなくアンテナアレイからの距離で考慮し，1,726 mm，

1,326 mm，926 mm の 3 段階の距離を設定した．水平方向の計測点に関して

は，実験フィールドを 500 mm グリッドで区切り，同一の高さにおいては 49
点で計測を行った．オフィスにおいては高精度移動可能なロボットの上に，教

室では三脚の上に受信アンテナをそれぞれ配置したが，特に大きな理由はない． 

  
図 5.11 9 チャンネル送信機（左）と角度を調整可能な送信アンテナ（右） 

 

 
図 5.12 実験場所：オフィス（左），教室（右） 
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図 5.13 および図 5.14 に，それぞれオフィスおよび教室における 3 次元計測

の結果（X-Y 平面および X-Z 平面）を示す．図中の赤丸は全ての観測値が得ら

れることで測位ができた点，白抜きの丸は少なくとも一つの観測値が得られず，

測位ができなかった点を示す．矢印は実際の値と測位結果の対応付けを表して

いる．図より 3 次元測位に成功していることは確認できるが，図 5.7 に示す 2
次元測位の結果同様に，一定の場所でのばらつきよりもむしろ，図中の矢印で

示されるように，大きな平均的な誤差（バイアスエラー）が生じていることが

 

図 5.13 実験結果（オフィス） 

 

図 5.14 実験結果（教室） 

X-Y plane (Z=1,326) Y-Z plane (X=0)
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Y[mm]
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分かる．図 5.13 におけるオレンジ色の点（X=0, Y＝500, Z=1326 の位置におけ

る計測結果）が大き発散しているが，これは電波干渉により，受信機が搬送波

を正しく追尾できなかったことによるものと考えられる． 
図 5.15 および図 5.16 に，それぞれ図 5.13 および図 5.14 の X-Y 平面の各計

測点における測位誤差の平均と標準偏差を数値化したものを記載する（上述し

たオレンジの点に該当する値は外れ値として除いた）．それぞれの図の(b)標準

偏差の分布において，値が良好なケースでは図 5.10 に示すダブルアレイのシミ

ュレーション結果と近い値であることが見て取れるが，一方で突発的に大きな

 
図 5.15 3 次元測位平均誤差・標準偏差（オフィス：Z=1,326 mm） 

 

 
図 5.16 3 次元測位平均誤差・標準偏差（教室：Z=1,326 mm） 
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誤差が含まれる箇所も存在する．また，5.4 節で紹介した 2 次元測位の結果同

様に，平均誤差は標準偏差の 10 倍前後のスケールとなっている． 
表 5.1 にオフィスと教室それぞれに対し，計測点全体の 3 次元測位の平均誤

差と標準偏差の平均をとったものを記す．図 5.15 および図 5.16 に示される値

と同様の値となっていることが分かる． 

5.5.3 考察 

5.4 節における図 5.8 に示した 2 次元測位の結果は，送信機直下からの距離

に依存するが，平均誤差で cm～m レベル（測位精度が良好な送信機直下で数

cm，送信機から 50cm 離れた場所で数 dm，時折 m レベルの誤差が発生），標

準偏差で cm～dm レベルの測位精度であった．本節で述べた 3 次元測位の結果

は，図 5.15 と図 5.16 の(a)を見る限り，2 次元測位の結果と比較し平均誤差で

幾分精度が落ちたように見えるが，概ね同様の結果が得られたと言える．いず

れにせよ課題としては平均誤差が標準偏差の 10 倍程度大きいことであり，ア

ンテナ位相中心変動をいかに低減するかが重要な課題と言える． 

5.6 本章のまとめ 

本章では，既存の受信機ハードウェアを用いて高精度測位が可能な，搬送波

を用いた双曲線測位を提案した．一つの 3 チャンネルアンテナアレイを用いる

2 次元測位と，二つの 3 チャンネルアンテナアレイを用いる 3 次元測位を実際

に行い，測位性能を評価した結果，幅はあるが cm～m レベルの測位結果が得

られた．この幅を生み出している主な原因はアンテナ位相中心変動と考えられ，

これを低減することが今後の課題として残った．しかしながら，2 次元測位で

あれば送信アンテナの直下，3 次元測位であれば 2 つのアンテナアレイの中央

において良好な測位結果が得られることが確認できたため，例えば，人やロボ

ットのデッドレコニングの初期値を与える用途としてなら，現状のままでも十

分機能すると考えられる． 
 

表 5.1 3 次元測位平均誤差・標準偏差平均 
オフィス 教室 

平均誤差 標準偏差平均 平均誤差 標準偏差平均 
876.1 mm 93.9 mm 701.8 mm 56.9 mm 
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第6章 スードライト 

6.1 まえがき 

1.3 節において，スードライト，特にその搬送波測位が実現困難であるため，

時代が IMES にシフトして行ったと述べた．しかし，IMES とスードライトは，

GPS 互換の地上設置型送信機という意味でデバイスは類似しており，逆に

IMES の発展形がスードライトと言うこともできる．本章では，これまでに提

案した IMES の高精度化手法に基づき，スードライトによる搬送波測位を実現

することを試みる． 
スードライトの実現困難性の最たる理由として，1.3.2 項でも述べたように，

整数不定性決定（送受信機間の波の数をカウントすること）が挙げられる．整

数不定性決定の難しさは，スードライトが GPS 衛星と違って移動しないこと，

および不定性を決定する手がかりになるコード測位の精度がメートルレベルと

低いことにある．しかし，第 4 章で述べたドップラー測位のアプローチを用い

れば，コード測位の 10 倍程度の測位精度が得られるため，整数不定性に対し

有効な情報になると考えられる．また，第 5 章で紹介した多チャンネル同期型

IMES 送信機をスードライトとして用いれば，整数不定性の決定以外の測位理

論は既に紹介した双曲線測位と同じものになる． 
スードライトの屋内利用における実現困難性のもう一つの理由は，1.3 節で

見たようにサイクルスリップの多発である．ただし，近年のスマートフォンや，

スードライトの主要なアプリケーションであるロボットには，慣性センサやオ

ドメトリが標準で実装されているため，サイクルスリップ発生時の効果的な外

部情報として使用できる．本章ではロボットのオドメトリを用いることで，ド

ップラー測位と双曲線測位をカルマンフィルタによって統合することで，スー

ドライトによる搬送波測位の実現を目指す． 

6.2 関連研究 

搬送波測位における整数不定性決定問題は GPS 測位の分野において既に十
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分検討が進められており，測量分野や移動体測位において実用化されている．

GPS 搬送波測位では，衛星や受信機のクロック誤差の他，対流圏遅延や電離層

誤差なども誤差要因になるため，基本的に基準局（または仮想基準局）を設置

し，誤差をキャンセルする方法を採っている．具体的には，各衛星と各受信の

間で立てられた観測方程式に対し，衛星間の差分および受信機間の差分を取る

2 重差という方法によって誤差項を排除する．この時，求めるべき受信機位置

は，基準局受信機からの相対位置となり，しばしば相対測位と呼ばれる[3][93]．
また，整数不定性の 2 重差は，送受信機の初期位相（位相オフセット）が排除

され，理論的に整数となる．これを解くにあたり，まずコード測位に用いる擬

似距離 2 重差と搬送波 2 重差から，小数値の整数不定性（フロート解）を求め，

その近傍で誤差を最も小さくする整数値を探索する．GPS の分野では，これら

を効率よく行う方法がいくつか提案されている（[94]に体系的にまとめられて

いる）． 
上述した整数不定性は，送信機または受信機が移動することで生じる送受信

機間の幾何学関係の変化を利用することで決定する[3]．屋外測位においては，

測位衛星が宇宙空間を移動することで幾何学変化が必ず生じるため，整数不定

性を決定可能だが，屋内のスードライトにおいては受信機が移動しない限り，

整数不定性決定ができない．また，屋内における受信機の移動はコード測位の

誤差（メートルレベル）と比較し大きくすることが難しいため，整数不定性決

定が困難である．そのため，多くの研究では，既知の位置で予め整数不定性を

解くことで測位する方法が採られてきた（1.3.2 項で紹介した WABOT-HOUSE
における研究や[95][96]）．この場合，一度サイクルスリップが生じると復帰で

きなくなるため，実用としては現実的でない．また，コード測位と搬送波測位

を組み合わせ，かつ受信機が移動することで整数不定性を決定した研究例もい

くつか見られるが，論文数も少なく，十分な検証がなされているとは言い難い

[97][98]．これは，屋内スードライトにおけるコード測位適用の難しさを示す

ものと言える． 
本研究では，ドップラー測位と搬送波双曲線測位を組み合わせることで，整

数不定性を決定する手法を提案する．ドップラー測位はコード測位と比較して

高い精度の絶対位置を与えることができ，より確実な整数不定性決定が期待で

きる．本手法は，他に類似の研究がなく，本研究において新たに提案されるも

のである． 
ところで，屋内スードライトでは，多くの場合誤差補正用の基準局を移動局

受信機の近傍に設置せざるを得ず，移動局の移動の妨げになることが多い．ま

た，屋内利用の場合，対流圏遅延や電離層誤差などが無視できるため，基準局

の利用価値は屋外に比べて小さい．そこで，本節で紹介する測位手法において
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は，同期型送信機を用いることで移動局・基準局間の差分を不要とする方法を

採っている．しかし，この場合，スードライト送信機の位相オフセットがキャ

ンセルできないため，理論的に整数不定性は整数にならない．そこで，整数不

定性に対して整数制約を課さず，一定の誤差分散があるものとし，受信機位置

と整数不定性をカルマンフィルタによって同時に推定する方法を用いる． 

6.3 測位手法の概要 

通常 GPS の搬送波測位は，低分解能であるが絶対位置を得ることができる

コード擬似距離と，絶対位置を得ることはできないが高分解能の搬送波を組み

合わせることで行う．そのため，コード擬似距離の精度が十分で無いと，搬送

波測位を実現することは難しい．ここでは，絶対位置を得る手段として，コー

ド擬似距離の代わりに，搬送波のドップラー変化を用いることで，より高精度

な絶対位置を提供し，搬送波測位を実現することを目指す． 
まず，測位の概要を図 6.1 に示す．本手法はまずは 2 次元測位を想定してい

るため，3 つ以上の送信機を用い，それらが同期している必要がある．3 つ以

上の送信機は，1.3.2 項の図 1.13 のように，測位エリアを包含するように配置

する．受信機は搬送波が取得できるのであれば，第 4章で述べたドップラー測

位と異なり，特別なものは必要ない．一方，搬送波にドップラー変化を起こす

 
図 6.1 提案手法の概要 



108 
 

ためには，受信機そのものが動く必要がある（この点で，ドップラー測位の原

理は第 4章で紹介したものと同じである）．また，受信アンテナの単位時間あた

りの移動量を知る必要があるため，ロボットにはオドメトリ（車輪エンコーダ

等）が必要である． 
本手法における観測値は，ドップラー変化から導かれたデルタスードレンジ

（単位時間あたりの距離変化；第 4章参照）の送信アンテナ間の差分（以下，

単にデルタスードレンジと呼ぶ），および送信アンテナ間の搬送波位相の差分

（第 5章参照）である．まず，デルタスードレンジを用いた観測方程式を以下

に示す． 
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ここで
kd ， ld はそれぞれ送信アンテナ k，l に対する受信アンテナのデルタス

ードレンジ， l
r R はLCSからRCSに変換する回転行列（推定すべき方位含む），

u
l v はLCSにおける受信アンテナの移動速度（ロボットのオドメトリから取得），

k
tr および l

tr はそれぞれ RCS における送信アンテナ k，l の位置， ur は推定すべ

き受信機の位置，および klε はデルタスードレンジの測定誤差を表す． 
搬送波位相差を用いた観測方程式は，第 5章の双曲線測位に用いた式(6.2)と

同等になるが，送信アンテナ同士を半波長以上離すため整数不定性が除かれな

い点，およびフェーズシフタ等で位相オフセットを取り除かない点において若

干異なる．その方程式を以下に示す． 

( ) klklkl
u

l
tu

k
t

kl N λφεδφλλφλ ++−−−−= rrrr  (6.2) 

ここで，λは搬送波の波長（190 mm），
lkφ は送信機 l に対応する搬送波と送信

機 k に対応する搬送波の差分（搬送波位相差）， t
lr ， t

kr はそれぞれ送信機 l と
k の位置， ur は解くべき受信機の位置， klN は整数不定性，

klδφ は位相オフセッ

ト，
kl
λφε はランダム誤差をそれぞれ示している． 

式(6.1)と式(6.2)の観測方程式をカルマンフィルタの観測プロセスに用い，ロ

ボットのオドメトリによるデッドレコニングを拡張カルマンフィルタ（以下

EKF）にて組み合わせることで，受信機の位置と方位，整数不定性（位相オフ

セットを含めるため厳密には整数でない）を推定する．本節では特に，式(6.1)
のみをカルマンフィルタに適用して受信機の位置と方位を求める方法を「ドッ

プラー測位」，式(6.1)と式(6.2)を組み合わせた方法を単に「搬送波測位」と呼
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ぶ．アルゴリズムの詳細は付録 C.4 に記載する． 

6.4 シミュレーションによる実験条件の検討 

6.4.1 シミュレーションの概要 

実験を行う前に，セットアップ等の実験条件を検討すべく，シミュレータソ

フトを作成しシミュレーションを行った．整数不定性が解けるかどうかは，絶

対値を与えるドップラー測位の性能に依存するため，式(6.1)を用いたドップラ

ー測位で整数不定性を解くのに十分な測位精度を達成可能か検討した．整数不

定性を解くのに十分な測位精度とは，整数不定性のフロート解（小数値）を求

めた際に，四捨五入することで正しい整数不定性および測位解が得られる精度

のことである．整数 1 が搬送波の波長 190 mm に対応することから，それは半

波長である 95 mm に対応する．これになるべく近い値の測位精度になるよう

なセットアップを見つけるべく，シミュレーションを行った． 
シミュレーションを行うにあたり，その後の実験を行うフィールドの場所的

制約を考慮し，計測エリアのサイズは 3,000 mm 四方，送信アンテナはその周

囲（フィールド中心から 1,500 mm 離れた場所）に設置するように条件を固定

した．また，移動ロボットに搭載する受信アンテナの高さを 828 mm とし，ロ

ボットの動作としては，原点を中心に反時計回りに回転させることを想定した．

回転動作の理由は，限られた空間内で長時間の測位が可能であるためである．

その際の移動速度は，ロボットの性能と安全性を考慮して，120 mm/s （本研

究では 0.5 s を 1 epoch とするので，60 mm/epoch とも言える）とした．また，

シミュレーションにおいてロボットのスリップは発生しないこととした．この

条件下において，以下のパラメータについて最適なものを探索した． 
 送信アンテナの数 

3，4，および 5 つの 3 通りの送信アンテナ数を想定．4 つの場合のアンテ

ナ配置は図 6.2 に示される通りであり，3 つの場合は図中 Tx4 を削り，5
つの場合は図の中央天井に更に送信アンテナを配置した． 

 送信アンテナの高さ 
すべてのアンテナで共通とし，1,700，1,900，2,100，2,300，および 2,500 
mm の 5 通りの送信アンテナ高さを想定した． 

 ロボットの回転半径 
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500，750，および 1,000 mm の 3 通りの回転半径を想定（それぞれ図 6.2
の赤，緑，青の円）．なお，回転中心はすべて図 6.2 の中央とした． 

以上の条件における計 45 通りの組み合わせにおいて，ドップラー測位のシミ

ュレーションを 10 回ずつ行った．その際，デルタスードレンジの観測誤差（ゼ

ロ平均の正規分布を仮定）は，過去の実験で取得した値である標準偏差 4.05 
mm を用いた．測位誤差の評価の際は，カルマンフィルタの収束過程を省くた

め，2 周目と 3 周目の平均誤差を算出した． 

6.4.2 シミュレーション結果 

各条件においてシミュレーション上で測位を行った際の測位誤差をプロット

したものを図 6.3 に示す．図より，送信アンテナの数が多いこと，ロボットの

回転半径が小さいこと，送信アンテナの高さが低いこと（すなわち受信アンテ

ナと送信アンテナの高さ方向の距離が小さいこと）が測位精度の向上につなが

ることが確認できる．特に目標である 95 mm 前後の精度（誤差）が達成でき

るセットアップとしては，送信機数を 5 つ用い，回転半径は 500 mm 程度，送

信機高さが 2,300 mm 以下であることが分かる． 

6.4.3 考察 

 
図 6.2 シミュレーション環境 
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送信アンテナ数が多い時に測位精度が高かった理由としては，今回想定した

送信アンテナ配置の場合，アンテナ数が増えた時に受信機の移動エリアを囲む

ようになるため，空間的な情報量が増え，精度が向上したものと思われる．ま

た，回転半径が小さい時に精度が比較的高かった理由であるが，回転半径が小

さくなることで，複数の送信機に均等に囲まれる中心付近に受信機が存在する

ことになったからと考えられる．最後に，アンテナ高さが低い時に精度が高か

った原因は，以下のように考えられる．仮に，送信アンテナが，ロボットの動

作する平面から無限遠に存在する場合，ロボットが二次元上を動作しても，ド

ップラーシフトはほとんど生成されない．すなわち，送信アンテナが高いほど，

観測値であるドップラーシフトが小さくなり，ノイズに埋もれてしまう可能性

が高いことを示唆している．従って，送信アンテナの高さが低い方が，観測値

が相対的に大きく，より高精度な測位につながったと考えられる． 

 
図 6.3 シミュレーション結果 
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6.5 測位実験 

提案手法を評価するため，前章で検討した条件を踏まえ，測位実験を行った．

実験においては特に，ドップラー測位と搬送波測位の測位精度の比較を行う．

実験に用いた送受信機としては，第 5 章において図 5.4 に示した受信機ボード

と，図 5.11 に示した 9 チャンネル同期型送信機を用いた． 

6.5.1 実験セットアップと手順 

実験のセットアップの概要と外観を，それぞれ図 6.4 と図 6.5 に示す．5 つ

の送信機は，シミュレーション結果に基づきそれぞれ(x, y, z) = (0, 1530, －
2096)，(1510, 0, －2117)，(0, 0, －2240)，(－1553, 0, －2110)，(0, －1537, －
2120)（単位は全て mm である．以降，断りのない限り，座標の表記は左から

x，y，z とし，単位は mm とする）に設置した． 
ロボットは初期位置として，(0, 500, －828)の位置に設置し，半径 500 mm

の円を描くよう反時計まわりに 120 mm/s の速度で 3 周走行させた．使用する

受信機の動作レートが 2 Hz なので，EKF により 0.5 秒毎に位置を推定した．

ロボットの実際の位置は，環境設置のレーザレンジファインダによりリアルタ

イムに取得し，0.5 秒毎に記録した（図 6.5 においてロボットに円筒状のカバ

ーが被せてあるのはその理由からである）．5 つの送信アンテナのうち，4 つ以

上から電波を取得している時，すなわち観測方程式が 6 本以上たつときはロボ

 
図 6.4 実験セットアップ 
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ットの移動を続け，電波の取得が 3 つ以下の時はロボットを停止するようプロ

グラムした． 

6.5.2 実験結果 

1 周目，2 周目，3 周目のロボットの実際の位置と推定位置をそれぞれ図 6.6，
図 6.7，図 6.8 に示す．青の実線がレーザレンジファインダによる実際のロボ

ットの軌跡を表し，赤色のプロットおよび緑色のプロットがそれぞれドップラ

ー測位による推定位置と搬送波測位による推定位置を示している．図から分か

るように，ドップラー測位，搬送波測位ともに，1 週目は概ね位置の収束に費

やしているが，周回を重ねるに連れて実測値に収束し，3 週目に至っては，特

に搬送波測位の軌跡が実測値の軌跡と一致していることが分かる． 
表 6.1 にドップラー測位と搬送波測位の推定誤差の平均と標準偏差を示す．

表より，誤差平均と標準偏差ともに，搬送波測位のほうが小さいが，収束後は，

ドップラー測位，搬送波測位ともにセンチメートルレベルの測位を実現してい

ることが分かる． 

 
図 6.5 実験の外観 
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6.6 考察 

 
図 6.6 測位結果（1 週目） 

 

 
図 6.7 測位結果（2 週目） 
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ここで，誤差の比率に着目する．ドップラー測位のみでの 2 周目と 3 周目の

平均誤差を，搬送波測位の 2 周目と 3 周目の平均誤差で割ると，78.66÷55.66
≒1.413 という結果が得られた．これは理想的な値に近い言ってよい．その理

由を以下に説明する．まず，本研究におけるドップラー測位は送信アンテナ間

で一つの差分を形成し，時間でさらに差分を形成しているので二重差といえる．

一方，本研究における搬送波測位は送信アンテナ同士で差分を形成しており，

一重差である．基本的に一重差から二重差をとる過程で，一重差の観測誤差の

標準偏差が√2 倍（≒1.414）されるため，実験結果は理論値に極めて近いと言

える（この値は若干理想的過ぎるが，何度か実験を繰り返した結果，概ね同様

の値が得られた）．従って，本実験におけるドップラー測位および搬送波測位は，

 
図 6.8 測位結果（3 週目） 
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表 6.1 推定誤差の平均と標準偏差 

 

Doppler positioning carrier phase positioning 

average (mm) 
standard 

deviation (mm) 
average 
 (mm) 

standard 
deviation (mm) 

lap 1 188.51 120.86 157.62 129.98 

lap 2 75.76 24.28 60.73 19.71 

lap 3 80.66 28.25 52.15 14.72 

lap 2 & 3 78.66 26.73 55.66 17.41 
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想定通りに性能を発揮していたと言ってよい． 
また，誤差の原因として，ドップラー測位による位置推定が，ロボットが移

動を行った後ではなく，移動する前を推定しているという可能性が考えられる．

受信機の動作周波数は 2 Hz であり，ここで行う推定は 0.5 秒ほど遅れている

と言える．実際に，図 6.8 を見る限り，搬送波測位の結果が極めて実測値に近

いにも関わらず，表 6.1 を見るとドップラー測位の結果と測位誤差が大きくは

変わらないという結果となっている．つまり，搬送波測位の測位誤差は，推定

の時間遅れに由来している可能性が高い．120 mm/s というロボットの速度を

考えると，0.5 秒で 60 mm 進むため，表 6.1 の搬送波測位の結果からこの値を

引くと，極めて測位精度が高くなる可能性がある．この問題に対する解決策と

して，観測方程式の設計の見直しや，EKF の設計を変更することが挙げられる．

具体的には，EKF の予測フェーズと更新フェーズの順を，更新フェーズ，予測

フェーズの順に変更するといった具合である．もしくは，受信機周波数をより

高レートなものに変更することで，改善できると考えられる．実験で使用した

受信機の動作周波数は 2 Hz であるが，市場には 20 Hz の製品も存在する．高

レートなものになるほど，各エポックにおける移動量が小さくなるので，時間

遅れも小さくなる．  

6.7 本章のまとめ 

本章では，従来のスードライトにおける搬送波測位の最大の課題であった整

数不定性決定に対し，絶対位置を与える手段としてドップラー測位を用いるこ

とで解決する手法を提案した．実験の結果，ドップラー測位のみを用いた測位

結果で約 79 mm，整数不定性を決定した状態での搬送波測位の結果で約 56 
mm を達成した．この結果はこれまで困難だったスードライトにブレイクスル

ーを与えるものであり，ロボットナビゲーションへの応用を中心に，今後の研

究や実用化を促進するものと言える． 
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第7章 結論と将来展望 

7.1 本研究の成果 

IMES が屋内外シームレス測位のための屋内測位インフラになるための課題

である①測位の安定化，②設置・運用の容易化，③用途の拡大，および④測位

の高精度化に対し，それらを実現する手法の提案と評価，および制約条件の明

確化を目的に本研究を実施した．  
第 2 章では，まず，著者らが実際に製品化した IMES の送受信機を紹介し，

その設計方針と評価結果について述べた．大学のキャンパスを用いた実際的な

環境における評価の結果，建物出入り口における IMES と GPS の測位情報の

切り替えや，マルチパスフェージングによる不感帯の発生の回避，アンテナの

使い分けなどが課題として存在することが確認できた．特に不感帯の克服は上

記①の測位の安定化に繋がり，アンテナの使い分けは②の設置・運用の容易化

に関係するものであるため，重要な課題として抽出された．また，IMES の標

準的な使用方法では，測位エリアが狭く，低速移動の歩行者にしか対応できな

いため，③の用途の拡大のためにはこれを改善する必要があることが分かった． 
これら抽出された課題に対し，まず，測位安定化の障害になる不感帯発生の

回避を実現するため，送信ダイバーシティという手法を提案した．複数の送信

チャネルを一定間隔離すことで，チャネルごとに不感帯の発生位置をずらすこ

とができ，電波の取得成功率を向上できることが確認された．また，アンテナ

の使い分けの際に，アンテナを物理的に交換する手間を省くための手法として，

可変ビーム幅アンテナおよびデュアルビーム幅アンテナを提案した．実際にデ

バイスを開発し，テストを行った結果，可変ビーム幅アンテナではビーム幅を

電気的に変化させることに，デュアルビーム幅アンテナでは 2 つ異なる放射方

向の電波を発生させることに成功した．加えて，用途の拡大の一環として電車

などの高速移動体の測位に対応するため，漏洩同軸ケーブル（LCX）をアンテ

ナとして提案した．実際の電車を使ってフィールド評価を行い，LCX を延長す

ることで高速移動体に対し IMES が十分応用可能であることを示した． 
第 3 章～第 6 章では，上記④の高精度化を念頭に置き，スードライトの課題

克服も含む IMES の高精度化の検討を行った．ここでは表 7.1 を用いて，それ
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ら手法を比較する． 
まず第 3 章では，物品管理や車両管理，スーパーマーケット等での店内の売

り場誘導等を実現可能なサブメートルレベルの測位の実現を目的とし，搬送波

ノイズ比を観測値として使用する測位方法を提案した．搬送波ノイズ比は電波

強度と同様の意味を持つ指標であり，ほとんどの GPS 受信機で出力可能な値

であるため，屋内外シームレス測位にとって有効な観測値となり得る．本手法

は，特別な送受信機を必要としないため極めて簡便という利点があるが，観測

値が本質的に不安定という問題がある．そこで，本研究においては，ロボット

のエンコーダ情報をカルマンフィルタによって統合することで，平均で約 22 
cm，95%の誤差範囲で約 46 cm の測位精度を実現した．また，本手法を人に適

用する場合，人体によって電波が妨害されるため数メートルレベルまで測位精

度が低下することも確認した．ただし，人体の影響をモデル化できれば，ロボ

ットに準じるレベルの測位精度が期待できるため，その研究は今後の課題とし

た． 
第 4 章から第 6 章では，主にロボットナビゲーションをアプリケーションと

して想定し，センチメートルレベルの測位を目標に研究を実施した．まず，第

4 章では観測値として IMES 搬送波のドップラー変化（距離換算ではデルタス

ードレンジ）を用いた，ドップラー測位手法を紹介した．本手法は駆動機構を

表 7.1 IMES 高精度化手法の整理 
 第 3 章 第 4 章 第 5 章 第 6 章 

観測値 搬送波ノイズ比 搬送波ドップラー 搬送波位相 搬送波ドップラー 
搬送波位相 

測位方式 三辺測量 ドップラー測位 双曲線測位 

ドップラー測位 
＋双曲線測位 

※EKF 等を用い

た動的推定必須 
測位精度 dm～m cm～m cm～m cm 
システムの

簡便さ ◎ △ ○ ○ 

利点 既存の受信機が使

用可能． 

複数の送信アンテ

ナを用いれば高精

度測位が可能． 

既存の受信機が使

用可能（搬送波位

相の取得が条件）． 

既存の受信機が使

用可能（要搬送

波）．高精度． 

欠点 他の手法に比べ低

精度． 
特別な可動型受信

機が必要． 
アンテナ位相中心

変動に弱い． 
受信機が動かない

と測位できない． 

応用 

物品管理 
車両管理 
店内の売り場誘導 
等 

ロボットナビゲー

ション 

ロボットナビゲー

ション 
店内の売り場誘導 
等 

ロボットナビゲー

ション 
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持つアンテナが回転することで，自らドップラー変化を引き起こし，それによ

って位置を推定するという手法である．最も基本的な基本ドップラー測位から

理論化し，方位も推定するドップラー位置方位推定，さらにそれをリアルタイ

ムかつ受信機プラットフォームが移動しながら行う RTK ドップラー位置方位

推定にまで発展させた．その測位性能として，好条件において数センチメート

ルの測位精度を達成した．ドップラー測位に使用される受信機は機械要素を用

いているため，他の高精度化手法の受信機と比較し複雑になるという欠点があ

る．ただし，機械要素で構成されるロボットとの親和性は高いと言える． 
第 5 章では，観測値としてアンテナアレイの各アンテナから送信される搬送

波位相の差を用いた，双曲線測位を提案した．本手法の利点は，搬送波ノイズ

比を用いた測位同様に，既存の GPS/IMES 受信機が使用できる点である（た

だし，搬送波位相が取得できる必要がある）．そのため，ロボットへの応用のみ

ならず，人に対するサービスへの適用も視野に入れることができる．測位実験

の結果，幅はあるがセンチメートルからメートルレベルの結果が得られた．こ

の幅を生み出している主な原因はアンテナ位相中心変動と考えられ，これを低

減することが今後の課題として残った．しかし，送信アンテナ直下や送信アン

テナアレイの中央において良好な測位結果（最良でセンチメートルレベル）が

得られることが確認できたため，人やロボットのデッドレコニングの初期値を

与える用途として，現状のままでも使用可能なことが示唆された． 
第 6 章では，これまで困難だったスードライトの搬送波測位に対し，ドップ

ラー測位を応用することで実現を試みた．具体的には，ドップラー測位と双曲

線測位，およびロボットのオドメトリをカルマンフィルタで統合することで，

スードライトで困難だった整数不定性を決定すると同時に位置を推定した．実

際には第 4 章同様にドップラー測位のみでも測位可能であったが，搬送波を用

いたほうがより測位精度が高くなることが確認できた（数センチメートルの測

位を達成）．本手法は，搬送波位相が取得できれば既存の GPS/IMES 受信機が

使用可能という利点があるが，一方で，ドップラー変化を引き起こすために，

受信機がロボットなどに搭載されることで移動しなければならないという欠点

がある．もしそれが許容できるのなら，IMES 高精度化手法の中で最高精度の

測位性能を提供できる． 
このように本論文では，屋内測位インフラという観点から，IMES の標準的

な電波送信手法を拡張した方法と高精度化手法を多岐に渡って論じた．そのど

れを取っても，すべての側面で優れているという手法はなく，長所と短所ある

のが現状である．このような場合，各手法の向き不向きを考慮し，用途に応じ

て使い分けることが望ましい．今後，IMES は，まず人間用の測位インフラと

して整備され，サービスロボットの普及に応じて，将来的には人間と共存する
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ロボット用のインフラとして展開すると予想される．これらの整備の際に，本

研究の成果がガイドラインとして一定の役割を果たすことができると考える． 

7.2 将来の展望 

将来の展望を述べるにあたり，本研究を中心としたこれまでの著者らの

IMES 研究の沿革について，図 7.1 を参照しながら振り返る．まず，第 1 章に

おいて，早稲田大学 WABOT-HOUSE 研究所におけるスードライト研究につい

て述べた．早稲田大学と(株)日立産機システムが 2004 年より共同で開始した研

究であるが，既に述べたように，スードライトには屋内使用における解決困難

な課題が見出されたため，日立グループによる事業化としては IMES に焦点が

当てられることになった．実際に IMES 送信機の開発に着手したのは 2007 年

である．その後，日立グループでは，新丸ノ内ビル，阪急三番街，網走刑務所

博物館，鉄道博物館，東京海洋大学（第 2 章），等における多数の実証実験を

通して実用化への課題を見出した．そこで抽出した課題を解決することに加え，

 

図 7.1 IMES 研究の沿革 
 

No. 章 研究開発テーマ 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

1 日立グループにおける取り組み

1.1 - 原理実験

1.2 2 送信機開発

1.3 2 実証実験

1.4 B 送信機量産（認証機能）

1.5 3 送信ダイバーシティ

1.6 3 可変・デュアルビームアンテナ

1.7 3 漏洩同軸ケーブル

2 早稲田・日立共同の取り組み

2.1 1 スードライト＠WH研

2.2 4 搬送波ノイズ比測位

2.3 5 ドップラー測位

2.4 6 搬送波双曲線測位

2.5 7 スードライト
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IMES のインフラ化を更に進めるため，送信ダイバーシティ，可変・デュアル

ビーム幅アンテナ，および漏洩同軸ケーブルなどの研究開発を実施した．また，

開発が進むにつれ，国内の IMES 関係者において，1.4 節の本研究の目的と意

義で述べたように，屋内測位インフラになるために必要な条件である送信機位

置の保証，つまり送信機の送信する位置情報の正しさを担保する仕組みが必要

であるとの認識が広まった．そこで日立グループでは，それを実現するアクテ

ィベーション機能（付録 B.2）を搭載した送信機を 2014 年に製品化した． 
一方，早稲田大学との共同研究においては，5 年以上に渡るスードライト研

究の知見を活かし，第 4 章で紹介したドップラー測位という IMES 高精度化の

ブレイクスルー技術を見出した．この頃までには，送信機と受信機の両面から

システムをデザインできるノウハウを獲得していたため，第 5 章で紹介した搬

送波を用いた双曲線測位，第 3 章における搬送波ノイズ比を用いた測位など，

新たな測位手法を提案することができた．そして，それらの研究成果を活かし，

スードライトにおける最大の課題である整数不定性を克服する方法論を考案し，

第 6 章にて，新たなスードライトとして結実させた． 
このように，スードライトから IMES まで，GPS 互換信号を用いた屋内測

位を包括的に研究してきたグループは世界的に類がない．GPS の最大の魅力は，

世界的に担保された位置の特定出来るインフラであることである．その特徴を

利活用するために，複数の衛星システムが共存しかつ高度化している状況であ

る．電子デバイス技術も進歩し，今では腕時計にも GPS 受信チップが内蔵さ

れている．航空機，船舶，鉄道，自動車，産業・農業機械，軍事兵器まで屋外

で使われる殆ど全ての機械に GPS または GNSS 受信機が搭載される時代にな

ってきた．人間や動物に対しても同様である．そのような GPS を屋内の人間

社会生活空間の中で活用できるように，そしてロボットとの共存社会の位置情

報インフラになるのではと考え本研究を進めてきた． 
将来の展望としては，まず，インフラ化要件として実施した個別の研究を統

合可能か検証する必要がある．例えば，以下のような統合システムの検証が考

えられる． 
 共に近距離に送信アンテナを配置する送信ダイバーシティ方式と搬送波

双曲線測位の同時実行とその有効性の検証 
 可変ビーム幅アンテナやデュアルビーム幅アンテナを用いての搬送波ノ

イズ比測位やドップラー測位の実現可能性調査 
 漏洩同軸ケーブルを用いた高精度測位の方法論の検討 
 異なる観測値（搬送波ノイズ比，ドップラー，搬送波）を用いた高精度

化手法を統合した際の測位安定性と測位精度 
このような検討を進めることで，各手法における長所短所のトレードオフを超
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えた，優れた設計が導かれる可能性がある． それにより，インフラ化の実現可

能性はより高まるはずである．また，インフラとして欠くことができないのは，

運用規則の策定や法的な整備である．例えば，漏洩同軸ケーブルに入力する電

波強度が IMES 標準の微弱無線のレベルだと，電波の減衰により大きくケーブ

ルを延長することが難しい．その際，適宜増幅器を入れるべきか，送信出力を

大きくしてよいかなど，規則作りとセットで検討する必要がある． 
IMES は，2007 年 10 月に米国防省より地上補完用の PRN コードを割り当

てられ運用を開始したものであるが，2017 年に 10 年の期限を迎えることにな

る．これまで位置を保証する方法など，インフラとして安心して利用できる運

用方法も決まり，それに対応できる送信機や受信機の製品化も進んできている．

既存の GNSS との干渉もなく，極めて親和性の高いシステムといえる．また，

本研究の成果の様な屋内での高精度測位の可能性もあるシステムであり，今後

も様々な適用先の事例研究が進んでいくと考えられる．現在，運営管理元であ

る JAXA を中心に，IMES の PRN コード使用更新を米国に対し働き掛けを行

っているが，ぜひ同仕様で継続して使用できるよう切望する次第である． 
まずは人間のための IMES が日本だけでなく，GPS と同じように世界で認

知されたインフラとして普及させたい．そして，その技術の延長として必要な

ところには，高精度化を実現させた IMES インフラを普及させ，ロボット自身

も使えるグローバルで屋内外シームレスな測位環境を実現したいと考えている．

その思いが早稲田大学 WABOT-HOUSE 研究所の原点でもある． 
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付録A 用語説明 

C/N0 
Carrier to noise density ratio；搬送波ノイズ比．搬送波強度のノイズ対する

比率．単位は dB-Hz．GPS 受信機の場合は，搬送波の強度を直接観測できな

いため，受信機内レプリカ信号と受信電波の一致率としてこの値を出力する．

より詳しくは[99]を参照． 
 
EKF 

Extended Kalman Filter；拡張カルマンフィルタ．非線形の予測方程式・観

測方程式に対応したカルマンフィルタ． 
 
LCX 

Local Cordinate System；局所座標系．受信機に固定された座標系．ドップ

ラー測位全般で使用される． 
 

MCX 
Magnetic Cordinate System；磁気座標系．地磁気が指す方位と重力方向か

らなる座標系．基本ドップラー測位にのみ使用される． 
 

RCX 
Room Cordinate System；室内座標系．IMES が設置された室内で任意に定

義された座標系（水平面は重力方向に垂直）．ドップラー測位全般で使用される． 
 

観測方程式 

受信機の観測値（実装値）と送受信機の位置関係，誤差等をモデル化した方

程式．これを解くことで位置が求まる． 
 

サイクルスリップ 

位相飛び．送波位相を追尾している受信機が，電波干渉等の理由で追尾に失
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敗すること． 

精度劣化指数 

電波を観測し位置を計算するにあたり，電波の観測誤差が位置誤差にどのよ

うに反映されるかの指標．詳細な定義は付録 C.5 を参照．DOP（Dilusion of 
Precision）と略されることが多い． 

マルチパス 

壁や床で電波が反射すること，またはその電波．特に屋内環境においてはマ

ルチパスの影響が大きく，測位において深刻な問題となる． 
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付録B IMES の仕様 

B.1 IMESの概要 

B.1.1 IMESと GPSの相違点 

IMES の概要について説明する（詳細は[100]を確認のこと）． 
表 B.1 は IMES と GPS の信号の違いをまとめたものである．IMES 信号は，

GPS 衛星の L1-C/A 信号と互換性のある周波数，変調方式，拡散符号，および

データメッセージ・フォーマットを用いる．周波数は GPS 衛星の L1-C/A 信

号との電波干渉を軽減するため，GPS L1-C/A 信号の中心周波数より 8.2KHz
をオフセットし，1.5754282GHz(将来拡張用 1.5754118GHz)と定義されている． 

PRN 番号は米国が管理するゴールド符号の系列の識別番号で，送信時はキャ

リア周波数を特定PRNのコードでBPSKにより直接スペクトラム拡散を行う．

受信時は PRN 番号を変えながらサーチし，送信時の特定 PRN と同じコードの

ときに逆拡散で復調される仕組みである．2007 年に米国 GPS の運用管理機関

である GPSD（Global Positioning System Directorate（コード割り当て・許

諾時は，Global Positioning System Wing））が L1C/A の PRN コード（173～
182）を IMES 用として割り当て，JAXA に使用を許諾したものである． 

IMES の送信出力に関しては，日本の電波法上は 1.5GHz 帯では約-65dBm
以下であれば微弱無線として免許不要になる．表 1 の規定は電波法上の上限を

示しており，IMES 送信機は最大出力時でも微弱無線の範囲内になるよう設計

される．実際の運用ではアッテネータによりさらに電波強度を抑制し，概ね-70
～-75dBm 程度に減衰させて使用する．-65dBm は相当に微弱なレベルであり，

IMES ではいかに安定に微弱電波を制御するかが送信機実装の一つのポイント

となる． 
ビットレートは当初の 50bps に加え，高速な 250bps の仕様が 2013 年 3 月

27 日に公開された JAXA 制定版の仕様書で加えられた．フレーム構成はメッ

セージタイプと呼ぶ識別子によって現在のところ 1～4 ワードの構成が定義さ

れている．未定義のメッセージタイプも予約されているため，将来の拡張が可

能である． 
IMES 信号のメッセージフォーマットは GPS L1-C/A 信号と同じく 1 ワード

（30bit）のメッセージストラクチャを用いて，24bit にデータを，6bit にパリ
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ティを格納する．メッセージには，GPS L1-C/A 信号の航法メッセージの代わ

りに，緯度・経度・高度などの位置情報データを格納して送信する．メッセー

ジの１フレームの長さは，IMES 信号のメッセージタイプによって異なり，シ

ョート ID メッセージであれば１ワード，ミディアム ID メッセージであれば２

ワード，緯度・経度・フロア階数の位置情報１メッセージであれば３ワード，

緯度・経度・高度・フロア階数の位置情報２メッセージであれば４ワードであ

る．IMES 送信機は，自身に設定された位置情報（緯度・経度・高さ情報や ID
など）を放送する．なお，ショート ID または，ミディアム ID は単独では送信

してはならないことが規定されており，必ず，緯度・経度・フロア階数の情報

を持つ位置情報メッセージと組み合わせて送信する． 
 
以下用語説明． 
IS-QZSS : Interface Specifications for Quasi-Zenith Satellite System/準天頂

衛星のユーザインタフェース仕様書 
BPSK : Binary Phase Shift Keying/二位相偏移変調 
CDMA : Code Division Multiple Access/符号分割多元接続 

表 B.1  GPS と IMES の信号の違い 
 GPS L1-C/A 

(P コードを除く) 
IMES L1-C/A 

(IS-QZSS v.1.5 版) 
中心周波数 

1.57542GHz 
1.5754282GHz 

(予備:1.5754118GHz) 
変調方式 BPSK 
アクセス方式 CDMA 
拡散変調 直接スペクトラム拡散 
拡散符号長 1023 
チップレート 1.023Mcps(C/A コード) 
PRN 番号 
(衛星番号) 

1～32 173～182 番 

送信出力 +44dBm 約-65dBm 以下 
ビットレート 50bps 50 or 250bps (高速) 
1 ワード 30bit (24bit +パリティ 6bit) 
1 サブフレーム 10 ワード  
1 フレーム 30 サブフレーム 1～4 ワード 
測位方式 レンジベース レンジフリー 
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PRN 番号 : Pseudo Random Noise 番号/擬似雑音符号のビット配列に関係し

た番号 
 

B.1.2 IMESの測位方式 

IMES の測位方式はレンジフリー測位方式を採用している．レンジフリー測

位方式は，あらかじめ位置情報が既知であるランドマークを設置して，各セン

サ端末は複数のランドマークとの位置関係から位置を推定する． 
IMES 対応 GPS 受信機は受信した IMES 送信機からの位置情報を自身の位

置とする．IMES 信号のアクセス方式は CDMA であるため，同時に複数の

IMES 信号を受信可能である．複数の IMES 信号を受信した場合は，最も受信

信号強度の高い信号の位置情報を自身の位置とするか，複数の位置情報の中間

点を現在位置とする． 
また，IMES の測位精度は IMES の測位方式がレンジフリーであるため，

IMES 信号の到達範囲が重要である．到達範囲は，IMES 送信機が送信する送

信出力，信号品質，送信アンテナの放射パターンに依存する．IMES の測位精

度は，10 m 程度と一般的に言われている．これは IMES 信号の送信出力を電

波法微弱無線規定の最大出力で送信した場合の到達範囲から推定している．し

かし，送信出力が高くても，信号の波形が歪んだりして信号品質が悪ければ，

到達範囲は狭くなる．また，送信アンテナの特性により，電波の飛ばない方向

であれば到達距離は短くなる． 
 
IMES 対応 GPS 受信機の特性 
一般的な GPS 受信機は，GPS 信号を捕捉するダイナミックレンジの幅が 15

～20[dB]程度であり，IMES 対応 GPS 受信機も同じである．これは，無線 LAN
などの他の無線システムに比べると非常に狭い． 

IMES では，受信信号強度に相当する C/No が 40[dB Hz]程度より弱いと，

IMES 対応 GPS 受信機では信号の捕捉時間が徐々に遅くなり，35[dB Hz]を下

回ると捕捉できなくなるものが一般的である． 
また，受信信号強度が 55[dB Hz]より強いと，サチレーションという現象を

起こし，PRN 番号を誤検知する他，信号の捕捉時間が長くなる． 
IMES 信号の受信時間 
IMES 信号の受信時間は，IMES 対応 GPS 受信機における，信号捕捉時間と

信号追尾・復調・デコード時間の２つに大きく分けられる． 
IMES 信号の捕捉時間は，IMES 対応 GPS 受信機の信号捕捉方式やその性能

に依存する．IMES の信号捕捉方式は，一般的な CDMA と同じく，シリアル
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サーチ方式と，マッチドフィルタ方式の２つがあるが，IMES 対応 GPS 受信

機がどちらの方式を用いているかは一般には公開されていない． 
シリアルサーチ方式は，回路規模が小さいが，信号捕捉時間はマッチドフィ

ルタ方式に比べて長いとされる．マッチドフィルタ方式は回路規模が大きいが，

信号捕捉時間が短い．GPS 受信機によるシリアルサーチ方式の実装例では，0.5
チップ，500Hz 刻みで受信信号と一致するレプリカ信号を探す． 

IMES 信号の受信時間は，250bps で位置情報２の IMES 信号をシリアルサ

ーチ方式の IMES 対応 GPS 受信機で受信すると，受信時間は C/No が 47[dB 
Hz]において 3 秒程度と推定される． 

 
マルチパスによる不感地帯 
IMES 送信機が設置される屋内や地下空間においては，建物の壁や床，柱な

どで反射波が生じる．直接波と反射波が合成されると，受信信号強度が極端に

低くなる不感地帯が発生する．これをマルチパスによる不感地帯と呼ぶ．これ

により，自由空間の減衰による計算では，本来電波が届く距離であっても，

IMES 信号を受信できない場合がある． 
2009 年ごろの初期の IMES 実証実験ではこのような不感地帯が実証実験の

問題となり報告された．2010年 2月に経済産業省の「e空間実証プロジェクト」

の一環として実施した「光のマジカルクエスト in 阪急三番街北館」の実証実

験[101]以降，同一の位置情報を異なる２つのアンテナから，異なる PRN 番号

で送信する複数 IMES信号による送信ダイバーシティ方式を用いるのが一般的

である． 
 
IMES の移動体への適用範囲 
IMES の移動体への適用範囲は，IMES 信号の到達範囲と，IMES 受信機で

の受信時間に依存する．50bps の IMES 信号を用いた列車への適用実験では，

漏洩同軸ケーブルアンテナを用いた実験が行われ，時速 40km 程度でも適用可

能なことが報告されている． 
 
シームレス測位 
IMES 信号は，GPS 信号と互換性があり，GPS 受信機はソフトウェアの改

修でシームレス測位に対応可能とされる．しかし，実際のシームレス測位性能

は，IMES 対応 GPS 受信機の実装に依存し，IMES 対応 GPS 受信機メーカ各

社の競争領域である． 
シームレス測位は，屋外から屋内へのシームレス測位と，屋内から屋外への

シームレス測位の２つに分けられる． 
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屋外から屋内へのシームレス測位と，屋内から屋外へのシームレス測位には，

それぞれ異なる技術や運用が求められる． 
（１）屋外から屋内へのシームレス測位 
屋外から屋内へのシームレス測位においては，IMES 対応受信機が IMES 信

号の探索に，どれくらいのリソースを割り当てているかに依存する． 
電池駆動で低消費電力を考慮した GPS 受信機は，同時に受信できる信号数

は 12～16 チャネルが一般的である． 
このうち IMES 用にチャネルを割り当てるとすると，1～4 チャネル程度し

か割り当てることができない． 
このリソースで，PRN 番号 173～182 番の 10 個の IMES 信号を探す必要が

あり，屋内に移動した際に，IMES 信号を直ぐに捕捉できない可能性がある．

屋内と屋外の境界では使用する IMES信号を173番固定にしたら良いのではな

いかなどの意見が提唱されているが，現状，統一の運用ルールはない． 
（２）屋内から屋外へのシームレス測位 
屋内から屋外へのシームレス測位においては，IMES 対応 GPS 受信機が屋

外において，高精度で測位できるか否かに依存する． 
特に，屋内に数時間滞在してしまうと，GPS 測位に必要となるエフェメリス

情報が 2 時間ごとに更新され，寿命が 4 時間であるので，IMES 対応 GPS 受

信機が保持しているエフェメリス情報が古くなってしまい，屋外において測位

できなくなってしまう．屋内から屋外への移動の際には，最新のエフェメリス

情報を更新しておく必要がある． 
また，屋内と屋外の境界はでは GPS 衛星が建物の影に隠れているケースが

多く，測位精度が悪化しやすい．屋外に出た瞬間は GPS 衛星による測位が安

定せず，大きな誤差を生じるケースがある． 
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B.1.3 IMES送信機管理の必要性 

さて，IMES 用に割り当てられた PRN の使用にあたって，米国からの使用

許諾前提条件は次の 3 つであった． 
① 日本国内限定 
② 10 年間限定（2017 年以降は更新が必要） 
③ GNSS サービスに影響を与えないこと 
これら①～③の条件をクリアするために，JAXA は，技術基準を満たした

IMES 送信機が日本国内でのみ正しい座標を出力するとともに，GNSS サービ

スに影響を与えないよう管理することが求められている．IMES の普及展開の

ためには，次のような管理項目を考慮する必要がある． 
 
・IMES 送信機の目的外使用の防止 
・IMES 送信機による適切な位置情報の送信 
・PRN コードの重複による IMES 送信機間の干渉防止 
・IMES 送信機の送信電力の管理 
 
以上のような背景から，IMES 送信機の厳密な管理が必要とされ，逆に厳密

な管理を行うことで IMES送信機が出力する位置情報が担保できる下地ができ

た．IMES 送信機には厳密な管理を行うための仕組みが求められている． 
表 B.2 は JAXA 発行の IMES 送信機管理実施要領[102]に規定された IMES

送信機のタイプと管理レベルをまとめた表である．A 型，B 型，C 型は機能の

違いによる IMES 送信機の分類であり，それら機能の違いによってどのように

管理しなければならないかの管理レベルが異なることを示している． 
 

  



131 
 

 
※１：設置時に運用管理者から配布されるアクティベーションコードを用いな

ければ IMES 信号を送信できなくする機能 
※２：取り外した場合に信号の送信を停止し，所定のアクティベーション操作

を行わないと信号を再送信できなくする機能 
 
機能として求められるのがアクティベーションとディアクティベーションと

いう 2 種類の機能である．表 2 欄外の説明にあるように，A 型，B 型送信機は

アクティベーションというプロセスを踏まない限り，座標情報の電波を送信し

ない．A 型はさらに移設を検知すると，アクティベーション前の電波を出さな

い状態に戻るディアクティベーション機能を備える．これにより，A 型の IMES
送信機の管理レベルは表のように大幅に緩和される．C 型は開発用と考えてよ

い． 
 

  

表 B.2 IMES 送信機のタイプと管理レベル 
 A 型送信機 B 型送信機 C 型送信機 

アクティベーション機能※1 ○ ○ × 
ディアクティベーション機能※2 ○ × × 

取り付け場所 
天井裏 ○ ○ ○ 
天井 ○ △手が届かない場所または容易

に取り外せない方法で設置 壁 ○ 

形状 
照明器具内蔵 ○ × × 
壁コンセント ○ × × 

所在確認 不要 1 回以上/6 ヶ月 
型式認定 必要 必要 必要 
メーカ指定 無し 無し 有り 
出荷制限 無し 無し 取付け計画要 
廃棄証明 不要 必要 必要 
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B.2 IMESの運用管理 

図 B.1 は IMES 運用管理における管理者，運用者および製造販売者の相互関

係を示したものである（詳細は[102]を参照）． 
 

 

図 B.1 IMES の運用管理 
 
管理者は IMES の適切な運用を管理する者で，現在は IMES 運用管理者およ

び IMES 製品管理者ともに JAXA が主体となっている． 
製造販売者は仕様に基づく IMES 送信機を製造・販売する者で，IMES 送信

機は IMES 製品管理者から型式認定を受ける必要がある．現在，何機種かの

IMES 送信機が型式認定を受けており，JAXA のサイトから閲覧することがで

きる． 
運用者および運用代行者は，例えばビル，地下街など管理している者で，

IMES 送信機の設置，運用を行おうとする者およびその代行者のことである． 
運用者は管理者に対して設置申請を行う．具体的には IMES 送信機を設置し

ようとする設置場所の座標(緯度，経度，階数など)，PRN 番号，送信機の情報

(型式，個体を識別できるシリアル番号，仮に決めた送信電力など)をリストに

して仮申請する． 
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図 B.2  IMES 送信機の設置申請の流れ(常設設置) 
 
図 B.2 はこの様子をフローにしたものである． 
 
 

B.2.1 仮申請まで 

 
配置検討・位置情報算出・仮申請では，IMES 送信機の設置位置を決定した

うえで設置先の座標を算出し，設置先座標・設定値（階数，PRN 番号）などを

JAXA に対して申請する． 
位置情報の算出では，配置検討を行った図面より緯度・経度の算出を行う．

屋内では GNSS による測位が不可能なためである．位置情報の算出のため，配

置検討を行った図面上の 2 点の緯度・経度を決定する．決定した緯度･経度を

利用し図面と散布図を重ね合わせ，図面上の IMES 送信機の位置とプロットが

重なるよう IMES 送信機の緯度・経度を算出する． 
IMES 送信機の配置・PRN 番号の割り当て・位置情報の算出完了後に JAXA

への申請を行う．申請内容に不備があれば再度申請となるが，不備がなければ

申請内容を反映したアクティベーションコードが発行される． 
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B.2.2 本申請 

本申請では，出力微調整時に取得した各 IMES 送信機の受信信号強度を基に

JAXA に再度申請を行う．本申請は仮申請から 1 ヶ月以内に行う必要があり，

申請内容は確定した PRN 番号，IMES 送信機の設置年月日，仮申請から変更

があった場合の緯度・経度，階数などである． 
本申請ではオプションで国土地理院の場所情報コードをリンクして登録する

ことが可能である． 
 

B.2.3 位置座標の担保 

運用者からの設置申請情報は運用者と共に管理者の管理 DB に登録される．

したがって，申請した位置への IMES 送信機設置は運用者が責任を負うことに

なる．申請した座標情報は次章で述べるようにアクティベーションコードを用

いて IMES 送信機が認証，格納する．途中，人の手を介して設定しないので，

入力ミスや申請と異なる座標が設定されることはない．このような仕組みで設

置場所の座標情報等は担保される． 
 

B.2.4 IMES 送信機のアクティベーション 

次に IMES 送信機内部でのアクティベーションの仕組みについて述べる．前

述のように，アクティベーションとは，JAXA へ事前に申請した位置情報と

IMES 送信機に設定された位置情報が一致する場合にのみ IMES 信号を送信可

能とする機能である．位置情報の一致・不一致の判別は，JAXA と IMES 送信

機のそれぞれで位置情報を基に生成するハッシュ値を比較することで行う．位

置情報が一致しない場合には IMES 信号が送信されないため，IMES 送信機か

ら出力される位置情報は JAXA によって管理されたものとなる． 
なお，位置情報を変更する場合，変更後の位置情報を再度 JAXA に申請し，

アクティベーションコードを再発行してもらう必要がある． 
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図 B.3 IMES 送信機におけるアクティベーション処理 
 
図B.3は IMES送信機におけるアクティベーション処理の流れを示したもの

である．アクティベーション機能を実現するための IMES 送信機内部の処理を

下記に示す． 
 
1). 設定された位置情報をハッシュ化しハッシュ値を生成 
2). IMES 送信機に設定されたアクティベーションコードを IMES 送信機の

型式に結び付けられた公開鍵により復号しハッシュ値を生成 
3). 上記 1，2 それぞれにより得られるハッシュ値を比較し，一致している場

合に IMES 信号送信機能のロックを解除 
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B.3 IMES送信機仕様  

 株式会社日立産機システムで製品化している屋内 GPS 送信機の仕様を説

明する．屋内 GPS 送信機の諸元を表 B.3 に示す（詳細は[103]を参照）． 
 

表 B.3 屋内 GPS 送信機諸元 
 項目 仕様 備考 

IM
E

S

無
線
方
式 

接続ネットワーク JAXA IS-QZSS 方式 IS-QZSS ver.1.6 
認定番号 ITX-15B-0000009 JAXA 認定番号 
周波数 1575.4282MHz（±0.2ppm）  
占有帯域幅 2.046MHz  
コード C/A コード(1.023MHz)  
送信出力 日本国内の微弱無線局の規定内  
送信機種別 B 型送信機 IMES送信機管理実施要領 
アンテナ偏波 直線偏波 SI-ANT4 を使用 

外
部
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス 

NFC(近接無線通信) 13.56MHz，パッシブ方式 
ISO/IEC15693 設定用インタフェース 

Bluetooth 
通信用コネクタ USB A メス 設定用インタフェース 

LED 状態表示用 LED(緑) 
（点灯：IMES 信号送信）  

リセットスイッチ 押下によりリセット  

電
源 

電圧範囲 DC 5 ～ 24 V 専用 AC100V 
AC アダプタ使用 

コネクタ 

専用コネクタ２ピン 
本体側： Molex 53259-0229 
ケーブル側： Molex 51067 シリー

ズ 
消費電力 1W 以下  

使
用
環
境 

動作温度 -10℃ ～ +40℃  
動作湿度 20% ～ 90%RH 結露なきこと 

使用場所 腐食性ガスがないこと 
塵埃がひどくないこと 

 

外
形 

寸法(W×D×H)  120×120 ×20mm 突起部除く 
質量 約 300g  
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B.3.1 機器外観，寸法図 

屋内 GPS 送信機の外観を図 B.4 に寸法図を図 B.5 に示す． 
 

 
図 B.4 屋内 GPS 送信機の外観((株)日立産機システム製) 

 

 
図 B.5. 屋内 GPS 送信機の寸法図((株)日立産機システム製) 
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B.3.2 機能 

屋内 GPS 送信機は以下の機能を持つ． 
 
１．IMES 信号送信機能 
 設定により IS-QZSS 仕様に準拠した IMES 信号を送信する． 
 
２．設定変更 
表 B.4 に示す各種設定を変更する． 

 
３．アクティベーション機能 
JAXA より発行されるアクティベーションコードを屋内 GPS 送信機に入力

することにより，IMES 信号を送信することができる． 
 

  

表 B.4 設定パラメータ 
項目 内容 設定範囲 デフォルト値 

IMES 信号出力状態 IMES 信号の出力 
ON/OFF 状態 ON/OFF OFF 

PRN IMES 信号の 
PRN 番号の変更 173～182 173 

航法 
メッセージタイプ 

IMES 信号の 
メッセージタイプ 

位置情報 1 
位置情報 2 
ショート ID 
ミドル ID 

位置情報 1 

航法メッセージ内容 メッセージタイプに沿った 
メッセージ内容 

メッセージタイプ

により異なる 

緯度：0 
経度：0 
フロア：1 

送信出力レベル IMES 信号の出力レベル 10 段階 0 

ビットレート IMES 信号の 
ビットレートの設定 50bps or 250bps 250bps 
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付録C 測位理論詳細 

C.1 搬送波ノイズ比を用いた測位 

ここでは，第 3 章で紹介した搬送波ノイズ比を用いた測位における測位理論

の詳細を述べる． 

C.1.1 三辺測量 

まず，図 C.1.1 に示す三辺測量について説明する．送信機位置を ( )nn yx , ，送

信機・受信機間の距離を nr （ただし受信機数 3≥n ）とすると，観測方程式は以

下の式(C.1.1)のように書くことができる． 

 











=−+−

=−+−
=−+−

222
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2

2
2

2
2

2
1

2
1

2
1

)()(

)()(
)()(

nnn ryyxx

ryyxy
ryyxx


 (C.1.1) 

非線形最小二乗法を用いて上式(C.1.1)を解くことで，受信機位置を求めるこ

とができる．そのために式(C.1.1)を変形して式(C.1.2)の形にする． 

 
図 C.1.1 三辺測量の概念図 

(x1,y1)

(x2,y2) (x3,y3)

d1

d2 d3

X, Y: receiver position
xi, yi: transmitter position
di: measured distance
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ここで，仮の初期位置 ( )00 ,YX を設定し，式(C.1.2)の一つの式をテイラー展開す

ることで，以下の式(C.1.3)を得る． 

 ( ) ( ) ( ) ),(,,, 000000 YXy
y
rxYyXx

x
rYXryxr ii

ii ∆+∆
∂
∂

+∆==
∂
∂

+=  (C.1.3) 

得られた式(C.1.3)を基に線形方程式を作ると，式(C.1.2)は以下の形式で表され， 

 B
y
x

A =







∆
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⋅  (C.1.4) 

より具体的には，以下のように表される． 
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ここで式(C.1.4)から，逆行列を求めると 
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となり，初期設定した ( )00 ,YX からの差分 x∆ と y∆ が求まる．次に以下の式

(C.1.7)のように新たな初期位置 ( )11,YX を設定する． 

 




∆+=
∆+=
yYY
xXX

01

01  (C.1.7)) 

式(C.1.3)から式(C.1.7)を数回繰り返し，更新された位置 ( )YX , を求める． 
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また，受信機数 2=n の時は以下の計算式に基づき，受信機位置 ( )YX , を求め

る．送信機 1，送信機 2 の位置をそれぞれ ( )11, yx ， ( )22 , yx ，距離を 1r ， 2r とす

ると，以下のように受信機位置を求める． 

 ( ) ( )221
2

21 yyxxr −+−=  (C.1.8) 
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以上より，受信機位置 ( )YX , が計算できる． 

 

C.1.2 カルマンフィルタ 

本編でも述べたように測位に電波だけを用いる場合，マルチパスやフェージ

ングの影響でモデル通りの搬送波・ノイズ比が得られないことがある．その際，

推定する位置が瞬間的に大幅に移動することがあるなど，測位やナビゲーショ

ンにおける大きなノイズ源になる．そのため，移動する人やロボットの位置を

求めるシステム全体で測位を行うこと考慮すると，そのようなノイズを除去す

るフィルタが必要となる．そこで誤差のある観測値から動的システムの状態を

推定あるいは制御するための，無限インパルス応答フィルタの一種であるカル

マンフィルタを用いた平滑化を利用することで，それらの問題を解決する． 
本論文で扱うのは時間変化する平面上の位置という動的システムであるため，

 
図 C.1.2 カルマンフィルタによる位置推定の概念図 

1. set initial position

2. prediction: dead reckoning

4. update: estimation value
3. measurement: C/N0

5. prediction: dead reckoning

7. update: estimation value
6. measurement: C/N0
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それを状態方程式として状態推定を行う．また，移動は線形的ではないためカ

ルマンフィルタの中でも拡張カルマンフィルタと呼ばれる非線形システムに対

応したカルマンフィルタを利用する． 
カルマンフィルタによる位置推定の概念図を図 C.1.2 に示す．その際，カル

マンフィルタ内で使用される三辺測量に関しては図 C.1.1 と同様の設定とする．

これに基づき，以下に測位の理論式を示す．まず，移動体の座標 ( )yx, と方向θ

を状態変数として式(C.1.10)に示す 

 















=

θ
y
x

X  (C.1.10) 

エンコーダや加速度計から取得した 1 ステップ間での距離変化量 d∆ と角度変

化量 θ∆ を入力変数として式(C.1.11)に示す． 

 







=








∆
∆

=
t

Vtd
ωθ

U  (C.1.11) 

電波伝搬モデルを用いた三辺測量で得られた送信機・受信機間距離 nr を観測値

として式(C.1.12)に示す． 

 



















=

nr

r
r


2

1

Z  (C.1.12) 

以上をもとに，システムダイナミクスの方程式（予測方程式）を立てる．本

方程式は式(C.1.13)のように表せ，偏微分行列（ヤコビアン）を線形化すると

式(C.1.14)のように表せる． 

 ( ) vkkkk +=+ UXfX ,1  (C.1.13) 

 
kkk XXX

fF =∂
∂

=  (C.1.14) 

今回の設定における予測方程式は以下の式(C.1.15)のように表せる． 
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ωθθ
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 (C.1.15) 

同様に，観測方程式は以下の式(C.1.16)の形で表すことができ，線形化する

と式(C.1.17)のように表せる． 

 wkkk += )(XhZ  (C.1.16) 

 
kkk 11 +=+ ∂

∂
= XXX

hH  (C.1.17) 

式(C.1.16)は具体的には式(C.1.18)のように表せる． 
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(C.1.18) 

ここで改めてパラメータを設定すると，システムダイナミクスの方程式のパラ

メータを式(C.1.19)に，観測方程式のパラメータを式(C.1.20)に示す． 

 
0

:
:

=Mean
covarianceErrorV

noiseDynamicsv

 (C.1.19) 

 
0

:
:

=Mean
covarianceErrorW

noisenObservatiow

 (C.1.20) 

それぞれ線形化されたシステムマトリックス kF ， 1+kH を式(C.1.21)，式(C.1.22)
に示す． 
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また，その際の初期状態を式(C.1.23)に示す． 

 

0
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0

0

=
=
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k

k

kk

kk

Z
U

P

X

 (C.1.23) 

位置推定ステップでは最初に予測プロセスを実行する．予測プロセスにおけ

る式は以下の 3 式で，式(C.1.24)は時間遷移に応じたエンコーダや加速度セン

サの値更新によるマトリックスの変化，式(C.1.25)は現ステップでの予測推定

位置，式(C.1.26)で現ステップでの予測誤差行列を求める． 

 kkk XXFF ==  (C.1.24) 

 ( )kkkkkk UXfX ,11 ++ =  (C.1.25) 

 kkkkkkk VFPFP T +=+1  (C.1.26) 

予測プロセスに続き更新プロセスを実行する．更新プロセスにおける 5 式を

以下に示す．式(C.1.27)は観測値と予測値の差である観測残差を求め，式

(C.1.28)は IMES から得られた距離による観測方程式のマトリックスの更新，

式(C.1.29)では観測残差の共分散の更新を行い，式(C.1.30)でカルマンフィルタ

におけるゲインであるカルマンゲインの更新，式(C.1.31)では更新後の誤差の

共分散を求める． 

 kkkk 111 +++ −= XHZD  (C.1.27) 

 kkk 11 +=+ = XXHH  (C.1.28) 
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 1111 ++++ += kkkkk WHPHS T
 (C.1.29) 

 
1

11
−

++= SHPR T
kkk  (C.1.30) 

 )( 111111 kkkkkkkk ++++++ −+= XHZRXX  (C.1.31) 

最後に，式(C.1.32)，式(C.1.33)に示すように次のステップに使用する値を設

定し直す． 

 kkkk XX →++ 11  (C.1.32) 

 kkkk PP →++ 11  (C.1.33) 

以上，式(C.1.10)から式(C.1.23)の設定を基に，式(C.1.24)から式(C.1.33)まで

を 1 ステップとして毎エポック繰り返すことで，予測と平滑化を行う．こうす

ることで，ノイズを低減しつつ受信機の位置を動的に推定することが可能とな

る． 

C.2 ドップラー測位 

C.2.1 基本ドップラー測位 

本項では 4.3 節における基本ドップラー測位の観測値であるデルタスードレ

ンジの取得，観測方程式の導出過程を説明する．一般的に，GPS・IMES 受信

機は搬送波位相（ドップラーカウントとも呼ばれる）を出力する．エポック t
での搬送波位相出力を )(tφ とおくと，次のエポックの搬送波位相は，以下のよ

うになる． 

( ) ( ) ( ) εφφ +∆−++ tfftt Lin 1=1  (C.2.1) 

inf は搬送波の周波数， 1Lf は GPS の L1 帯の周波数（1575.42MHZ）， t∆ は各

エポックの時間間隔であり，ε は観測誤差である．ここで， inf は，一般的な

GPSL1 周波数に加えて，受信機周波数バイアス fδ ，送信機周波数バイアス Fδ ，

さらに，送受信機の幾何学的変化により生成されるドップラーシフト dopf を含

んでいる．従って， 

1Ldopin ffFff +++= δδ  (C.2.2) 

)()1()( ttt φφφ −+=∆ と定義するなら，式(C.2.1)，式（C.2.2）より 
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εδδφ +∆++=∆ tfFft dop )()(  (C.2.3) 

ここで 2 つの同期された受信機 i と j（i は静止アンテナ，j は可動アンテナ）

を想定し，j に対する式(C.2.3)から i に対する式(C.2.3)を引き算すると， 

jidop

jidop

ijji

tf
tFftfFf

ttt

ε

εδδδδ

φφφ

+∆=

+∆−−∆+−=

∆−∆=∆

)()(
)()()(

 (C.2.4) 

これを長さの単位にすると， 

ddopji tfttd ελφλ +∆=∆= )()(  (C.2.5) 

λは GPSL1 帯搬送波の基本波長（190mm）である．式の d が，デルタスード

レンジであり，可動受信アンテナと送信機の，視線方向での相対的な幾何学変

化である． 
続いて，測位アルゴリズムについて説明する．図 C.2.1 は部屋座標径におけ

る各ベクトル図を表している：可動受信アンテナの位置を ar ，IMES 送信機の

位置を tr ，可動受信アンテナの速度を av ，式(C.2.5)から観測されるデルタスー

ドレンジを d，そして測定されるべき受信機の位置を ur としている．この図で

表される幾何学的な関係より， 

d
at

at
ad ε+

−
−

⋅=
rr
rrv  (C.2.6) 

ここで， 

 
図 C.2.1  RCS での各要素のベクトル図 
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a
l

l
m

m
r

a vRRv =  (C.2.7) 

a
l

l
m

m
r

ua rRRrr +=  (C.2.8) 

m
r R は MCS を RCS に変換する回転行列であり（この行列は磁気偏差から取得

される）， l
m R は LCS を MCS に変換する回転行列である（この行列は姿勢セ

ンサから取得される）． a
l v と a

l r は LCS での動作アンテナの速度と位置である．

これらは可動アンテナユニットに取り付けられたエンコーダから取得される．

特に，アンテナが角速度 ωl で回転しているときは， 

a
ll

a
l rv ×= ω  (C.2.9) 

また，本論文では，座標系は右手系に従い，回転行列は以下のよう表す． 
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(C.2.10) 

さらに， 
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SCCSSSCSSCCC

l
m R  (C.2.11) 

ここで，C と S はそれぞれコサインとサインを表し，α は磁気偏差，θ は姿勢

センサ（磁気センサ）から取得する LCS の方位，φとψは姿勢センサ（加速

度センサ）から取得するLCSの傾きである．簡単のため，式(C.2.10)と式(C.2.11)
で述べられた 2 つの回転行列を掛け合わせたものを，以下のように単一の回転

行列とする． 

l
m

m
r

l
r RRR =  (C.2.12) 

式(C.2.7)，式(C.2.8)，式(C.2.12)を式(C.2.6)に代入すると以下のようになる． 

d
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t
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rd ε+
−−
−−

⋅=
rrRr
rrRrvR )(  (C.2.13) 

この式が，基本ドップラー測位の観測方程式である．  
続いて，位置推定のアルゴリズムを説明する．観測方程式を解くために，基
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本ドップラー測位では非線形最小二乗法を用いている．式(C.2.13)の非線形項

を以下のように定義する． 
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位置ベクトル ur に対して偏微分すると， 
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(C.2.15) 

ur の初期値を ),,( 0000, zyxu =r とする．テイラー展開の第 2 次以降の項は無視し

て，更新解は以下のようになる． 
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u
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よって，式(C.2.13)は以下のようになる． 
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　　　  (C.2.17) 

式(C.2.17)が k 回の観測（k=1 から m）で得られたとすると，以下のように表

せる． 
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  (C.2.18) 

式(C.2.18)の左辺は GPS 用語で幾何行列 G と呼ばれる．右辺の列ベクトルを b
とする．式(C.2.18)は以下のようになる． 

du ε+=∆ brG 0,  (C.2.19) 
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0,ur∆ の推定値を 0,ˆur∆ とすると，式式(C.2.19)の解は以下のようになる． 

( ) bGGGr TT
u

1
0,ˆ −
=∆  (C.2.20) 

したがって，更新された推定位置は，以下のようになる． 

0,0,1, ˆuuu rrr ∆+=  (C.2.21) 

この更新プロセスを数回繰り返すことで，受信アンテナ位置の近似解が得られ

る． 
 

C.2.2 ドップラー位置方位推定 

続いて 4.4 節で紹介したドップラー位置方位推定の観測値の取得，観測方程

式の導出過程について述べる．送信機 k からの信号を受信機ボード j と i が取

得した時，デルタスードレンジは以下のようになる． 

k
d

k
dopL

k
jiL

k tfttd ελφλ +∆=∆= 11 )()(  (C.2.22) 

ここで， )(tk
jiφ∆ は送信機 k からの信号について，受信機ボード j と i の出力か

ら得る．この式は，送信機を意味する上付き文字を除けば式(C.2.5)と同一であ

る．式(C.2.6)にならい，デルタスードレンジのは以下のようにモデル化出来る． 

k
d

a
k
t

a
k
t

a
kd ε+

−
−

⋅=
rr
rrv  (C.2.23) 

可動受信アンテナの速度を av ，可動受信アンテナの位置を ar ， IMES 送信機 k
の位置ベクトルを k

tr としている．前項と同様， av 及び ar はより詳細に表記でき

る．それぞれ以下のようになる． 

a
l

l
r

a vRv =  (C.2.24) 

a
l

l
r

ua rRrr +=  (C.2.25) 

l
r R は LCS を RCS に変換する回転行列であり， a

l v と a
l r は LCS での動作アン

テナの速度と位置である．ドップラー位置方位推定では前項の基本ドップラー

測位と異なり磁気コンパスからの出力や，磁気偏差などを回転行列に使用しな

い．したがって，回転行列は l
r R 以下のようになる． 
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ここで，C と S はそれぞれコサインとサインを表しθは推定すべき方位を表す．

φとψは姿勢センサ（加速度センサ）から取得する LCS の傾きである．式

(C.2.24)，式(C.2.25)を式(C.2.23)に代入すると以下のようになる． 
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この式が，ドップラー位置方位推定の観測方程式である． 
続いて，位置方位推定のアルゴリズムを説明する．基本ドップラー測位同様，

ドップラー位置方位推定では非線形最小二乗法を用いて推定を行っている．式

(C.2.27)は 4 つの未知の変数を含んでいる．三次元の受信機位置 ),,( zyxu =r と

方位θである．これらをまとめて ),,,( θzyx=x とすると，式(C.2.27)の非線形項

は以下のように定義できる． 
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位置ベクトル ur に対する偏微分は，  
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(C.2.29) 

また，方位θに対する偏微分は 
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(C.2.30) 
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ここで， l
r R′は l

r R を θ に対して偏微分したものである． x の初期値を

),,,( 00000 θzyx=x とする．テイラー展開の第 2 次以降の項は無視して，更新解

は以下のようになる． 

)()()( 00
0

0
1 xx

x
xx FFF +∆

∂
∂

≈  (C.2.31) 

よって，式(C.2.27)は以下のように線形化出来る． 
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　　　  (C.2.32) 

ここで，受信機が m 個の送信機からの信号を n エポックの間取得した場合，m
×n 個の観測方程式が取得され，以下のように表すことが出来る． 
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  (C.2.33) 

左辺を幾何行列 G，右辺を b として，式(C.2.33)は以下のようになる． 

dε+=∆ bxG 0  (C.2.34) 

0x∆ の推定値を 0x̂∆ として，式(C.2.34)の解は以下のようになる． 

( ) bGGGx TT 1
0ˆ −
=∆  (C.2.35) 

したがって，更新された推定位置は，以下のようになる． 

001 ˆˆ xxx ∆+=  (C.2.36) 

この更新プロセスを数回繰り返すことで，受信アンテナ位置と方位の近似解が

得られる． 
 

C.2.3 RTKドップラー位置方位推定 

4.5節で紹介したRTKドップラー位置方位推定におけるデルタスードレンジ

の取得，観測方程式の導出過程を説明する．受信機から送信機 k が可視の状況

において，式(C.2.3)よりエポック間 t∆ における受信機ボードからの搬送波位相
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の出力は，以下のようになる． 
kk

u
k

a
kk tffFft εδδφ +∆+++=∆ )()(  (C.2.37) 

ここで， fδ は受信機周波数バイアス， Fδ は送信機周波数バイアス，
k

af は受信

機アンテナの動作によるドップラーシフト，
k

uf は受信機プラットフォームの動

作によるドップラーシフト，εk は観測誤差である．ここで，2 つの同期した受

信機モジュール i と j を想定し，i と j に対する式(C.2.37)を引き算して， 
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(C.2.38) 

長さの単位に変換して， 

k
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k
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 (C.2.39) 

)(td k
ji は観測方程式に用いられる観測値であり，2 つのデルタスードレンジ

)(td k
j と )(td k

i の差分と同等である（この観測値を以降，単にデルタスードレン

ジと呼ぶ）． 
 送信機 k と動いているアンテナ i に対する観測方程式は以下のようになる． 

k
d

ia
k
t

ia
k
t

ia
k

id ε+
−

−
⋅=

)(

)(
)( rr

rr
v  (C.2.40) 

k
id はデルタスードレンジ， )(iav は動いているアンテナ i の速度，

k
tr は IMES

送信機 k のアンテナの位置ベクトル， )(iar は動いているアンテナ i の位置ベク

トル，
k

dε は観測誤差である．ここで， 

)()( ia
l

l
r

ia vRv =  (C.2.41) 

)()( ia
l

l
r

uia rRrr +=  (C.2.42) 

l
r R は LCS を RCS に変換する回転行列であり， )(ia

l v と )(ia
l r は LCS でのアン

テナの速度と位置である（これらは前項と同様である）．これまで，速度ベクト

ルはアンテナの動作によってのみ生成されていたが，RTK ドップラー位置方位

推定では以下のようになる． 
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)()()( iu
l

im
l

ia
l vvv +=  (C.2.43) 

)(im
l v はアンテナの動作により生じた速度， )(iu

l v は受信機プラットフォーム

（LCS そのもの）の動作により生じた速度であり，これらの速度は LCS で定

義される．ここで，LCS の速度（ )(iu
l v ）を LCS で定義するのは一見間違って

いるようである．しかし，この速度は動作の瞬間的な変化であるので，LCS 自

身の速度を LCS で定義することができるのである．これらの速度は両方とも 2
つの要素，直線運動と回転運動の速度に分けることができ，以下のように表現

できる． 

)()()( ia
l

m
l

it
l

im
l rvv ×+= ω  (C.2.46) 

)()( ia
l

u
l

u
l

iu
l rvv ×+= ω  (C.2.47) 

)(it
l v と u

l v は直線運動の速度であり， m
lω と u

lω は回転運動の速度である．これ

らの値は可動アンテナユニットのエンコーダ，ロボットの車輪のエンコーダか

ら取得する．本研究では回転式の可動アンテナユニットを使用しているので，

)(it
l v はゼロである． 
式(C.2.41)と式(C.2.42)を式(C.2.40)に代入し，動作アンテナ j に対する式

(C.2.40)と i に対する式(C.2.40)を引き算して， 
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(C.2.48) 

この式が，RTK ドップラー位置方位推定の観測方程式である． 
続いて位置方位推定のアルゴリズムを説明する．RTK ドップラー位置方位推

定において，受信機プラットフォームそのものが移動するため，拡張カルマン

フィルタ（以降，EKF と呼ぶ）を用いて推定する．以下に，送信機が p 個，使

用する受信機ボード（アンテナ）が q 個ある状態における，EKF の設計を論述

する．  
RCS における受信機の位置と方位を状態ベクトルx と定義する． 

TTT
u zyx ][][ θθ == rx  (C.2.49) 

エポック n における，観測ベクトル yは， 
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[ ]T
p

qddd 1
1

13
1

12 =y  (C.2.50) 

観測モデルベクトルは， 
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ここで， 
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式(C.2.51)を状態ベクトルx について微分して， 
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ここで， 
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また， 
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(C.2.55) 

ここで， l
r R′は l

r R を θに対して偏微分したものである． 
エポック n における，EKF の前エポックからの状態予測は以下のようにな

る． 

xxx ∆+= −−− 1|11| ˆˆ nnnn  (C.2.56) 

QPP += −−− 1|11| nnnn  (C.2.57) 

ここで， 

[ ]
[ ]Tuuuu

TT
u

zyx

t

θ

θ

∆∆∆∆=

∆∆=∆ vx
 (C.2.58) 

1|ˆ −nnx は事前予測状態ベクトル， tu∆v は RCS における受信機プラットフォーム

（ロボット）のエポック間移動量， uθ∆ はエポック間でのプラットフォームの

角度変化量， 1| −nnP は誤差共分散の事前予測，Qは x∆ に含まれるノイズである．

より詳細に表記すると， 

u
l

l
r

u vRv =  (C.2.59) 

また， uθ∆ は以下のヨー成分である． 

tt u
l

l
r

u ∆=∆ ωω R  (C.2.60) 

u
lω は角速度ベクトルであり，LCS におけるプラットフォームの角速度を定義

する．この値は車輪のエンコーダやジャイロスコープから取得する． 
 エポック n における EKF の更新は，以下のようになる． 
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R)x(H')Px(H'S += −−−
T

nnnnnnn 1|1|1| ˆˆ  (C.2.61) 

1
1|1| ˆ −
−−= n

T
nnnnn S)x(H'PK  (C.2.62) 

)(ˆˆ 1|1| H(x)yKxx −+= −− nnnnn  (C.2.63) 

1|1|1|| ˆ −−− −= nnnnnnnnn )Px(H'KPP  (C.2.64) 

nK はカルマンゲイン，R は観測ノイズの共分散， nn|x̂ は状態ベクトルの事後推

定， nn|P は誤差共分散の事後推定である．RTK ドップラー位置方位推定では単

一エポックで複数の観測方程式が取得される．方程式の数を N とすると， 

q
p
pqN p ×
−

=×=
)!2(!2

!C2  (C.2.65) 

ここで 2Cp は p 個の要素から 2 個選択するコンビネーションである．したがっ

て，式(C.2.63)と式(C.2.64)は以下のように修正される． 

( )∑ −+= −−

N

nnnnn N
)(1ˆˆ 1|1| H(x)yKxx  (C.2.66) 

( )∑ −−− −=
N

nnnnnnnnn N 1|1|1|| ˆ1 )Px(H'KPP  (C.2.67) 

以上が RTK ドップラー位置方位推定における EKF の設計である． 
 

C.3 搬送波を用いた双曲線測位 

通常，GPS や IMES 受信機は，搬送波位相を出力可能である．送信アンテ

ナ k から取得した位相を∅𝑘としたとき，∅𝑘は以下のように表される． 

( ) kk
u NTtcr φεδδλλφ +−++− -1k

t
-1k r=  (C.3.1) 

ここでλは GPS の L1 搬送波の波長（190[mm]）を示し，𝑟𝑡𝑘と𝑟𝑢はそれぞれ送

信アンテナと受信アンテナの位置ベクトルを，c は光速，𝛿𝑡は受信機のクロッ

ク，𝛿𝑇は各送信アンテナ間の偏差，Nkは送信アンテナと受信アンテナ間にある

搬送波の波数，つまり未知の整数値で，ε∅kは搬送波の誤差を示す． 
ここで，送信アンテナが発信している電波は本編 5.4 節で述べたように，1
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つの送信機によって同期されているので式(C.1.1)より送信アンテナ l と k 間の

それぞれの受信アンテナとの位相差は次のように表される． 

( ) lklk
u Nr φελφφφ +−−−=−= k

tu
l
t

-1kllk r-rr  (C.3.2) 

このとき∅𝑙𝑘の単位を波数とするならば，6.4.1 項で述べたように，送信アンテ

ナ間の間隔が半波長であることによって，λ−1��rtl −  ru� − �rtk − ru��の絶対値

が 0.5 未満になり， Nlkは 0 になる．したがって，式(C.3.2)は次のようになる． 

lk
ur λφελφ +−− k

tu
l
t

lk r-rr=  (C.3.3) 

本編でも示したが，これが搬送波位相差測位の観測方程式である． 
しかし，この式は非線形であるためこの式だけでは受信機位置𝑟𝑢を解くこと

はできない．したがってこの観測方程式を非線形最小二乗法（Newton-Raphson
法）を用いて位置推定を行う．まず，(C.3.3)の非線形項を次のように定義する． 

( ) ur−− k
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l
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lk r-rr=rF  (C.3.4) 

これを𝑟𝑢で偏微分すると， 
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となる．𝑟𝑢の解の初期値をF�𝐫t,0� = (x0, y0, z0)として，F�𝐫t,0�の第 2 次以降の項

はテイラー展開で無視され，更新解は以下のように表される． 
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よって式(C.3.3)は以下のように書ける． 
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ここで送信アンテナの数を m とすると観測方程式の数，n は 

)!2(!2
!

2 −
==

m
mCn m  (C.3.8) 
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となる．したがって，観測方程式は以下の行列で表される． 
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 (C.3.9) 

式(C.3.9)の左辺の行列は GPS 用語で幾何行列 G と定義される．右辺の列ベク

トルを b とするなら式(C.3.9)は以下のようになる． 

λφεbrG +=∆ 0.u  (C.3.10) 

∆𝑟𝑢,0の推定位置を∆𝑟̂𝑢,0とするなら，式(C.3.10)は 

( ) bGGGr TT
u

1
0,ˆ −
=∆  (C.3.11) 

となる．その際，推定位置の更新は以下のようになされる． 

0,0,1, ˆˆ uuu rrr ∆+=  (C.3.12) 

この解の更新処理を数回繰り返し，受信アンテナ位置の近似解を得る．これが

搬送波を用いた双曲線測位の基本的なアルゴリズムである． 

C.4 スードライト 

本節では第 6 章で用いる単一受信機を用いたドップラー位置方位推定と，搬

送波測位（双曲線測位）の観測方程式の導出過程，及び位置方位推定アルゴリ

ズムについて述べる（以降，単一受信機を用いたドップラー位置方位推定を単

にドップラー測位と呼ぶ）． 
受信機から送信アンテナ k と l が可視の状況において，式(C.2.3)より送信ア

ンテナ k に対する搬送波位相の出力は以下のようになる． 
kk

dop
k tfFf εδδφ +∆++=∆ )((t)  (C.4.1) 

ここで， fδ は受信機周波数バイアス， Fδ は送信機周波数バイアスであるが，

多チャンネル同期型送信機を用いているので全ての送信アンテナにおいて同一

になるので上付き文字が存在しない．
k

dopf は受信機プラットフォームの動作に

より生じたドップラーシフト，εk は観測誤差である．送信アンテナ kと lにつ
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いての式(C.4.1)の差分を取り， 
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(C.4.2) 

長さの単位に変換して， 

kl
d

l
dop

k
dop

klkl tffttd ελφλ +∆−=∆= )()()(  (C.4.3) 

)(td kl は，C.2 節同様に 2 つのデルタスードレンジの差分である（以降，単にデ

ルタスードレンジと呼ぶ）． 
これまで同様，デルタスードレンジを用いた観測方程式は以下のようになる． 

kl
d

u
l

t

u
l

t
u

u
k

t

u
k

t
u

lkkl ddd

ε+
−
−

⋅−
−
−
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−=

rr
rrv

rr
rrv )()(  (C.4.4) 

kd はデルタスードレンジ， uv は RCS における受信機プラットフォームの速度，
k

tr と
l

tr はそれぞれ IMES 送信機 k と l のアンテナの位置ベクトル，
kl

dε は観測

誤差である． uv をより詳細に表記すると， 

u
l

l
r

u vRv =  (C.4.5) 

u
l v は LCS における，受信機プラットフォーム（LCS そのもの）の速度であり，

車輪エンコーダから取得される．可動アンテナユニットなどを搭載していない

ため，観測に用いる速度ベクトルはこれのみである．式(C.4.5)を式(C.4.4)に代

入すると， 
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u
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l
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l
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lkkl ddd
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rr
rrvR

rr
rrvR )()(  (C.4.6) 

この式が，第 6 章におけるドップラー測位の観測方程式である． 
次に，搬送波測位についての観測方程式の導出過程を論述する．送信機アン

テナ k からの搬送波位相を kφ とすると，以下のようにモデル化できる． 
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kkk
u

k
t

k NTtc φεδφδδλλφ ++−−+−= −− )(11 rr  (C.4.7) 

λは GPSL1 帯の搬送波の波長(190[mm])， k
tr は送信アンテナ k の位置ベクト

ル， ur は推定すべき受信機の位置ベクトル， tδ と Tδ はそれぞれ受信機と送信機

のクロックバイアス，c は光速， kN は整数バイアス（未知の整数：この値が送

受信アンテナ間に存在する波の数を表す）， kδφ は送信アンテナ k からの電波の

位相オフセット，
k

φε は観測誤差である（この式は前節で述べた式(C.3.1)と似て

いるが，位相オフセットを考慮している点が異なる）．多チャンネル同期型

IMES 送信機を使用しているので出力信号の同期がとれている．したがって Tδ
は全ての送信アンテナについて同一である．送信アンテナ k に対する式(C.4.7)
から lに対する式(C.4.7)の差をとって， 

( ) klklkl
u

l
tu

k
t

lkkl

N φεδφλ

φφφ

++−−−−=

−=
− rrrr1  (C.4.8) 

klN は整数バイアスの差分である（ lk NN − ）．波長を掛けて単位を長さにする

と，以下のようになる． 

( ) klklkl
u

l
tu

k
t

kl N λφελδφλλφ ++−−−−= rrrr  (C.4.9) 

この式が搬送波測位の観測方程式である． 
RTK ドップラー位置方位推定の時と同様，搬送波測位では拡張カルマンフィ

ルタ（EKF）を用いて推定を行っている．以下に，送信アンテナが p 個ある状

態における搬送波測位の EKF の設計を説明する．RCS における受信機の位置

と方位，さらに整数バイアスを状態ベクトルx として， 

Tp

TTT
u

NNNzyx ][

][
11312 θ

θ

=

= Nrx
 (C.4.10) 

エポック n における，観測ベクトル yは， 

[ ]T
ppddd 1131211312 λφλφλφ =y  (C.4.11) 

観測モデルベクトルは， 
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ここで， 
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( ) kl
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l
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k
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kl NF λλφ −−−−= rrrr  (C.4.14) 

式(C.2.79)を状態ベクトルx について微分して， 
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ここで， 
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また，各観測方程式の各変数に対する偏微分は以下のようになる． 
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エポック n における，EKF の前エポックからの状態予測は以下のようになる． 

xxx ∆+= −−− 1|11| ˆˆ nnnn  (C.4.22) 

QPP += −−− 1|11| nnnn  (C.4.23) 

ここで， 
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∆∆=∆ vx
 (C.4.24) 

位置と方位については前項のようにエンコーダを用いて事前推定を行うが，整

数バイアスについては事前推定を行わない． 
エポック n における EKF の更新は，前項同様以下のようになる． 

R)x(H')Px(H'S += −−−
T

nnnnnnn 1|1|1| ˆˆ  (C.4.25) 

1
1|1| ˆ −
−−= n

T
nnnnn S)x(H'PK  (C.4.26) 

)(ˆˆ 1|1| H(x)yKxx −+= −− nnnnn  (C.4.27) 

1|1|1|| ˆ −−− −= nnnnnnnnn )Px(H'KPP  (C.4.28) 

ドップラー測位，搬送波測位のどちらも 2 つの送信アンテナから観測方程式を

立式する．したがって，観測方程式の数を N とすると， 

2
)!2(!2

!2C2 ×
−

=×=
p
pN p  (C.4.29) 

よって，式(C.4.27)と式(C.4.28)は以下のように修正される． 

( )∑ −+= −−

N

nnnnn N
)(1ˆˆ 1|1| H(x)yKxx  (C.4.30) 

( )∑ −−− −=
N

nnnnnnnnn N 1|1|1|| ˆ1 )Px(H'KPP  (C.4.31) 

以上が搬送波測位についての KEF の設計である． 
 尚，第 7 章で提案したドップラー測位についても EKF を用いて位置と方位

の推定を行っている．ドップラー測位における EKF の設計は，ここで説明し

たものから搬送波測位に関する観測方程式や状態ベクトルに含まれる整数バイ
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アスを取り除いたものであるので，詳細な説明は割愛する． 

C.5 精度劣化指数 

精度劣化指数は観測方程式からなる幾何行列 G を用いて算出できる．観測値

誤差の標準偏差をσλとした場合，∆𝐫𝑢の共分散行列は次のようになる． 
1T2 )()cov( −=∆ GGr λσu  (C.5.1) 

さらに，(GTG)−1を H と定義すると，DOP は H の対角成分として以下のよう

に表される． 
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ここで，XDOP とは X 軸方向に対する DOP という意味であり，Y 軸，Z 軸に

対しても同様である．また，方位θに対する DOP を AZDOP と定義した．式

(C.5.1)と(C.5.2)より X，Y，Z，θのそれぞれの測位誤差の分散は次のようにな

る． 
222 XDOPλσσ =x  
222 YDOPλσσ =y  
222 ZDOPλσσ =z  

222 AZDOPλθ σσ =  

(C.5.3) 

(C.5.4) 
(C.5.5) 
(C.5.6) 

ここで，X-Y 平面の DOP を HDOP と定義すると次のようになる． 

 (C.5.7) 

また，X-Y 平面上の推定位置の標準偏差をσxyと定義すると， 

 (C.5.8) 

となり，式(C.5.3)～(C.5.8)よりσxyは次のようになる． 

HDOPλσσ =xy  (C.5.9) 

同様に，3 次元空間の DOP を PDOP と定義すると， 
2222 ZDOPYDOPXDOPPDOP ++=  (C.5.10) 



165 
 

となり，3 次元空間の推定位置の標準偏差σxyzは 

DOPP222
λσσσσσ =++= zyxxyz  (C.5.11) 

と表される．式(C.5.9)と(C.5.11)から，観測値誤差の標準偏差であるσλが既知

であれば，σxyとσxyzは送信アンテナと受信アンテナの幾何学的な関係から推定

することができる． 
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